
図面番号 縮　尺図　面　名　称

０１

０２

０３

０４

０５

０６

０７

０８

０９

Ｅ－

Ｅ－

Ｅ－

Ｅ－

Ｅ－

Ｅ－

Ｅ－ 設備ヤード　幹線動力設備　改修図

設備ヤード　幹線動力設備　撤去図

発電機　仕様書

キュービクル　改修結線図

キュービクル　撤去結線図

付近見取図・配置図、仮設計画図

表紙・図面リスト

共通特記仕様書

電気設備工事特記仕様書－１

電気設備工事特記仕様書－２

１／３００・１／２５００

１／５０

１／５０

Ｅ－

Ｅ－

宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事

００Ｅ－

図面番号 縮　尺図　面　名　称

１４

１５

Ｅ－

Ｅ－ 幹線設備　改修系統図

幹線設備　１階（参考図）

幹線設備　２階（参考図）

幹線設備　３階（参考図）

電気設備設計図

（受地福6-4）

１／１００

１／１００

１／１００

１７

１６Ｅ－

Ｅ－

部分詳細図

図面番号 縮　尺図　面　名　称

外構図(改修)

０４

外構図(撤去)

１／５０

０２

０３Ａ－

Ａ－

０１Ａ－

Ａ－

建築改修工事特記仕様書１

建築改修工事特記仕様書２

建築改修工事特記仕様書３

建築改修工事特記仕様書４

建築設計図

１／１００

外構各部詳細図 図示

１／５０

表紙・図面リスト －

００
R06.03

図面番号作成年月日

工事名称

図面名称

担当担当担当担当
事

記

ＭＡＥＤＡ
一級建築士大臣登録　第174018号　前田 陽一郎

株式会社 前田都市設計
校閲 主査

縮　　　尺

宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事
Ｅ－

１０Ｅ－

１８Ｅ－電気設備工事特記仕様書－３

０８

０６

０７Ａ－

Ａ－

０５Ａ－

Ａ－

建築改修工事特記仕様書５

１１

１２

１３

Ｅ－

Ｅ－

Ｅ－

北面立面図・断面図（改修）

設備ヤード　幹線動力設備　仮設配線図

西面立面図（撤去）

１／５０

１／１００

１／１００　　１／５０



１　共通事項

Ｂ　　特記仕様書

Ａ　　工事概要

１　工事名称  （受地福6-4）　宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事

宇治市宇治琵琶４５番地２　工事場所

３　工事期間 入札通知書による。

ＲＣ造３階建て４　規模構造

930.20㎡

・上記に伴う建築工事　　　一式

・キュービクル改修工事    一式

2,353.64㎡６　延床面積

７　工事範囲

５　建築面積

・上記に伴う撤去、処分　  一式      

・発電機改修工事　　　　　一式

本工事は建築改修工事監理指針及び建築・機械設備・電気設備・各工事監理指針（国土交通省大臣

契約書及び設計図書に定められた提出書類等を監督職員の指示により、定められた期日までに提出

する。受注者は、下請契約を締結する場合には、下請金額に関わらず、施工体制台帳を提出する。

ｂ監理基準

ｃ提出書類等

ｄ建設業退職金共済制度

ｅ工事実績情報

受注者は建設業退職金共済制度（建退共）に加入の上、掛金収納書を提出する。工事現場には「建

設業退職金共済制度適用事業主工事現場標識」を掲示し、工事完成時には「建退共運営実績報告書」、

「労働者の就労日報」及び「共済証紙受払簿」を提出する。また、下請負人に対しても同共済制度

加入を奨励する。

まれる場合は火災保険を含む）に付し、その保険証書の写し又はこれに代わるものを提出する。な

お、その保険の加入期間は、工事着工の時から、工事完成期日後１４日迄とする。

ｆ建設工事保険等

本工事は契約書及び①質疑回答書②現場説明書③特記仕様書④設計図⑤公共建築改修工事標準仕様

書（建築工事編・機械設備工事編・電気設備工事編）及び公共建築工事標準仕様書（建築工事編

ａ施工基準

　法定外の保険契約について

ｇ労災補償に必要な 受注者は、「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律」（令和元年法律第35

号）に基づき、公共工事等に従事する者の業務上の負傷等に対する補償に必要な金額を担保するた

めの保険（法定外の労災保険）に付する。

ｈ工事写真・完成写真

ｍ官公庁その他への手続き

ｎ技術者及び現場代理人

ｏ工事完了時の整地

ｐ建設発生土の処分

受注者は、工事目的物・工事材料等を建設工事保険等（第三者保険を含み、火災による損害が見込

工事写真撮影ガイドブック（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修　平成３０年版）を参考に、着工

前・工事中の各段階の工程の内容が充分把握できるよう撮影する。工事完成時には、完成写真を撮

受注者は受注時、変更時及び完成時の各時点において、あらかじめ登録内容について監督職員の確

認を受けた上で、それぞれ１０日以内に（一財）日本建築情報総合センターへ工事実績情報サービ

ス入力システム（ＣＯＲＩＮＳ）の登録申請を行う。

また、登録後、直ちに登録されたことを証明する資料を監督職員に提出する（作成、登録等に伴う

費用は受注者の負担とする）。

２　発生材等処分 工事に伴う撤去材

受注者は建設機械等の燃料としての軽油はＪＩＳ規格軽油以外のものを使用してはならない。

・　軽微な変更については、請負金額の増減は行わない。

・　騒音・臭気等が発生する工事については、作業時間・日時について当該施設運営管理者と協議

　　し、施設の運営管理等に支障をきたさぬよう配慮する。

・　既存部分については、受注者において汚染・損傷の無いよう十分な養生を行う。万一損傷等が

　　生じた場合は、監督職員に報告の上受注者の責任において、現状復旧する。

・　使用材料は、設計図書に記載されたもの又は同等品とする。同等品とする場合は、事前に監督

　　職員にカタログ等資料を提出し、承認を受ける。

・　工事完成時には、社内検査を実施する。

・　本工事は市の行う完成検査に合格し、工事目的物引渡書の提出をもって完了とする。

・　使用機器については、環境負荷の軽減に努めるものとし、排出ガス対策型機器・低騒音型機器

　　低振動型機器・低燃費型機器の使用を促進する。また、電動工具類は、整備された工具を使用

　　し、安全性に責任を持ち管理する。

・　公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の定めに従って、各下請負人の施工の分

　　担関係を表示した施工体系図を作成し、工事関係者が見やすい場所及び公衆が見やすい場所に

　　掲げ、所定の様式により監督職員に提出する。

・　受注者は、宇治市が指名停止処置を行っている第三者に対して宇治市の契約についての全て、

　　若しくは一部を下請、受託させてはならない。

ｉ不正軽油使用防止の徹底

ｊ一般事項

・　交通誘導警備員は、現場説明書による。ｋその他

また、下請負人等に対しても不正軽油使用防止の指導・監視を徹底する。受注者は、京都府税務調

査員による燃料検査に協力しなければならない。

・　工事現場には、仮囲いを行い同現場の安全に十分配慮する。特に、工事車両の出入り及び時間

　　等については、当該施設運営管理者等と十分打合せを行い交通安全管理に配慮する。

影し、着工前・工事中と共に工事用アルバムに整理の上１部提出する（データ共）。

なお、着工前・完成写真は、着工前・完成を一対（左右または前後）として整理すること。

工する。なお、設計図書間に相違がある場合の優先順位は上記記載の順とする。

機械設備工事編・電気設備工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修　令和４年版）により施

官房官庁営繕部監修令和４年版）により監理する。

なお、施工体制台帳には監督職員が指示する書類を添付して提出する。

また、施工体系図においては、すべての下請負人及び警備業者を記載する。 ・　撤去材・発生材は、場外搬出し関係法令を遵守し処理するものとし、「廃棄物処理計画書（報告書）」を

　　を適時提出する。同計画書には、当該廃棄物の処分業の許可証の写し、受注者と処分業者の契約書の写し

サイクル後の処理残滓（ザンサイ）等が最終処分場に搬入される場合は、最終処分場に搬入される量に対して課税さ

れる。

なお、本工事においても、産廃税相当額を見込んでいる。（産廃税も本工事に含む）

産業廃棄物税 「京都府産業廃棄物税条例」に基づき導入される産業廃棄物税（以下「産廃税」という）は京都府内の最終処分施設

に搬入される産業廃棄物について課税されるものである。また、中間処理施設に搬入された産業廃棄物においてもリ

工事電力･工事用水

　　の保安責任者

工事用電力設備 工事用電力設備の保安責任者を定め報告する。当該施設に電気主任技術者が専任されている場合はその指示を仰ぐ。

持込電動機器は整備された機器以外は持込させてはならない。また、仮設分電盤内に漏電遮断器を取り付け事故の防

止に努める。

設置・維持管理

墜落制止用器具の使用

について 「墜落制止用器具の安全な使用に関するガイドライン」に基づき、墜落、転落による労働災害の防止に努める。

施工範囲・資材置場等に対しての侵入防止策を講じる。（フェンスバリケード（シート貼り共）等）

詳細については仮設計画図（E-05）による。

仮囲い

内外足場・養生等 足場等は、労働安全衛生法・建築基準法・建設工事公衆災害防止対策要綱その他関係法令に従い適切な材料および構

近接する他の部材や工作物の部分を損傷しないようにメッシュシート又は工事用シート等で養生を行う。外部足場に

電気・機械設備工事 工事着工に際し、事前に必要な機器（空調機器・警報盤・受信設備等）器具の機能確認を行い、その結果を書面にて

監督職員に報告する。

名称

完成図書

諸官庁提出書類

内容

副本

機器完成図・機器保証書・取扱説明書・各種試験成績書・諸官庁提出書類（写）

CADデータ（ファイル形式は任意とするが、JWW形式で出力したものを添付する）、PDF

Ａ２版 ２部

Ａ４版 ２部

一式

サイズ 部数

ＣＤ－Ｒ １部

完成図（背張り製本）

完成図データ

特記仕様書・完成図・施工図

完成に際しては以下の図書を提出する。

現場説明書による。

現場説明書による。

造のものとし、適切な保守管理を行う。高所作業車使用時含む。また、仮設計画を作成し監督職員と協議を行う。

ついては、手摺先行型枠組本足場（Ｗ＝900以上）とする。足場の設置に関しては、「手すり先行工法に関するガイ

ドライン（厚生労働省　平成１５年４月制定・平成２１年６月１日改正）」に基づく働きやすい安心感のある足場と

し、二段手すりと幅木の機能を有する部材があらかじめ備えられた手すり先行専用足場型とするか、または改善措置

受注者は、労働安全衛生法施行令、労働安全衛生規則等の改正（平成31年2月）に伴い、高所作業を行う場合には、

機材を用いて手すり先行専用足場型と同等の機能を確保する。また、外部足場には昇降足場を設置する。

３　仮設工事

４　その他

５　完成図書

　　に加えて、処分地の位置図及び経路図を添付する。また廃棄物を委託して運搬する場合は、該当する収集

　　運搬業の許可証（搬出地と搬入地）の写しと受注者と運搬業者との契約書の写しを添付する。同報告書には

　　工事の施工に必要な官公庁その他への手続きは、受注者の責任において速やかに行うものとする。

　　なお、これに要する費用は受注者の負担とする。

　　受注者は、主任技術者及び監理技術者並びに現場代理人について、受注者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある者か

　　ら選任し、配置しなければならない。

　　受注者は工事完了時に、工事敷地内及び車両通行部分は、必要に応じ砂を搬入し、整地を行う。既設コンクリート舗

　　装、アスファルト舗装等の損傷箇所については、原状復旧する。

・　その他の建設発生土の取扱いについては、現場説明書による。

・　建設発生土を搬出する場合は「残土処理計画書（報告書）」を提出する。同計画書には処理場所の位置図及び

 　経路図、受入承諾書を添付する。同報告書には処分したことが判明する資料（受入証明書）及び写真等を添付する。

ｑ解体等工事の事前調査

・　受注者は、改正大気汚染防止法第18条の15第5項に基づき、事前調査結果を公衆の見やすい場所に掲示する。

・　受注者は、改正大気汚染防止法第18条の15第1項・第4項に基づき、改修工事対象となる全ての部材について、特

　　定建築材料の使用の有無について調査し、その結果を発注者に説明する。

　　調査方法は、分析による調査、目視、設計図書等による。

　　また、第18条の15第3項・第4項に基づき、事前調査結果の記録を作成し、保存しなければならない。

・　「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」による産業廃棄物の収集運搬車に係る表示及び書面添え付けを行う。

・　工事完了時に産業廃棄物の収集運搬車両への表示状況が確認できる写真を提出する。

・　本工事の施工により発生するアスファルト塊、コンクリート塊及び木材は再資源化施設に搬出する。

・　その他の建築副産物の取扱いについては、現場説明書による。

　　処分したことが判明する資料として、運搬管理表(又はマニフェストの写し)及び写真等を添付する。

ｌ過積載防止 　　受注者は本工事における材料等の搬出入に伴う、工事車両の過積載防止について、十分注意を払う

　　と共に、下請負人への指導を徹底する。

・　広域認定制度によるリサイクルシステムを利用してもよいが、広域リサイクル管理票の写しを提出する。

共通特記仕様書 －

０１
R06.03

図面番号作成年月日

工事名称

図面名称

担当担当担当担当
事

記

ＭＡＥＤＡ
一級建築士大臣登録　第174018号　前田 陽一郎

株式会社 前田都市設計
校閲 主査

縮　　　尺

宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事
Ｅ－



電気設備工事特記仕様書ー１ －

０２
R06.03

図面番号作成年月日

工事名称

図面名称

担当担当担当担当
事

記

ＭＡＥＤＡ
一級建築士大臣登録　第174018号　前田 陽一郎

株式会社 前田都市設計
校閲 主査

縮　　　尺

宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事
Ｅ－

項　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項章項　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項章

月報　※２部　○３部　　毎月末に〆め、翌月の５日までに提出する。

共　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

通　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

事　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

項

○コンデンサ盤 ○系統連系保護制御盤

受　
　
　
　

変　
　
　
　

電　
　
　
　

設　
　
　
　

備

※工事関係書類

※履行報告

※工事写真

名　　　称

○完成図

○完成図

○施工図

○機器完成図等

○諸官庁提出書類

○原図

○完成写真

内　　　　　　容

電子納品については、現場説明書による。

一

般

事

項

※完成図書

　　　　　　　　　※成形板の製造年等の確認　○Ｘ線解析法

１）｢建設発生土処理計画書」及び「廃棄物処理計画書｣を監督職員に提出する。

２）関係法令等に従い、適正に廃棄物等を処理し、｢建設発生土処理計画書」及び「廃棄物処理

　報告書｣により監督職員に報告する。

　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　

※設備機材等

※機材の品質・性能証明

※現場代理人

※電気工事士

※工事用電力・水その他

※官公署への手続き

※工事用仮設物

※足場・作業構台

※監督職員事務所

※監督職員事務所に

　備え付ける図書

※建設副産物の処理及び

　建設発生土の処理

　本工事に使用する設備機材等は、設計図書に規定するものまたは、これらと同等のものとする。

　使用する機材が、（一社）公共建築協会発行の「建築材料・設備機材等品質性能評価事業　設

備機材等評価名簿（最新版）」による場合は、評価書の写しをもって、標準仕様書第１編第１章

第４節１．４．２（２）の品質及び性能を有することの証明となる資料の提出を省略することが

できる。

　ただし、標準仕様書に規定される製作図・試験成績書等は除く。

　本工事の施工に当たっては、請負契約書第１０条に規定する現場代理人は、主任技術者又は監

理技術者と同様、受注者との直接的かつ恒常的な雇用関係のある者を選任する。

契約電力５００ｋＷ以上の場合も、第１種電気工事士による施工を行う。

本工事に必要な工事用電力・水などの費用は、引き渡し時まですべて受注者の負担とする。

官公署等への手続きは速やかに行い、それに要する費用は、すべて受注者の負担とする。

構内につくることが　※できる　　○できない

別契約の関係者・受注者が定置したものは、無償で使用できる。

※設置しない　　　　　○設置する　（○本工事　　○別途）

下記の図書を監督職員事務所に備え付ける。

　・公共建築工事標準仕様書(電気設備工事編)　　・公共建築設備工事標準図(電気設備工事編)

　・電気設備工事監理指針　　　　　　　　　　　・電気設備工事施工チェックシート

○建設副産物の処理　　　　　　　　　　　　　○引き渡しを要するもの　【　　　　　　　　　　　　　　　　】

　　　　　　　　　　　　　○再生資源利用を図るもの【　　　　　　　　　　　　　　　　】

　　　　　　　　　　　　　○特別管理産業廃棄物

　 右記のほか、

　　 現場説明書による。

○建設発生土処分

　　 現場説明書による。

　 右記のほか、

　　　　　　　　　　　　　○構外指定地に搬出処理　　※(一財)城陽山砂利採取地整備公社

再生資源利用（促進）計画・実施書の提出

　　　　　　　　　　アスベスト成形板の撤去に当たり、あらかじめ事前の施工調査を次の事項　　施工調査

　　　　　　　　　について行う。調査結果は図面により記録し監督職員に提出する。

　　　　　　　　　・アスベスト成形板使用部位の確認

　　　　　　　　　・アスベスト成形板の種別、厚さ等の確認

　　　　　　　　　・アスベスト成形板使用数量の確認

　　　　　　　　　・施工範囲等の確認

　　確認範囲

　　処理方法　　　　　　　　　※非飛散性アスベスト廃棄物の取扱いに関する技術指針」に従いあらかじめ

　　　　　　　　　　処理計画書を作成し、適切に解体処分等を行うこと。

　　　　　　　　　　　　　　○ＰＣＢ使用機器　　○ＳＦ６ガス使用機器　　○
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項

章 項　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項

金文字製本

○背貼り製本（　　版）　 ○Ａ４ファイル止め

○背貼り製本（　　版）　 ○Ａ４ファイル止め

保守指導案内書（機器取説書を含む）

機器性能試験成績書・保証書・施工の試験成績書

副　　本

完成図

アルバム綴り

機器製作図　　　　　　　　　　　　ファイル止め

　当該建物において取得する、施工図等の著作権に係わる当該建物に限る使用権は、発注者に

委譲するものとする。

※著作権等

※付属品及び予備品

●耐震施工 １）設備機器の固定は、国土交通省国土技術政策総合研究所・独立行政法人建築研究所監修の

●工事範囲

●電気方式

●配電盤形式

●監視方式

●基礎

●付属品等

●その他

●換気扇を設ける場合は回転センサ付とする。（盤面警報ランプ共）

●盤内照明器具はＬＥＤとする。

○低圧配電盤に内部点検空間を設ける。（幅６００ｍｍ以上・高さ１，８００ｍｍ以上）

●低圧配電盤の裏面に負荷側引出し用端子を設ける。

●低圧配電盤の配線用遮断器は取付け板組込形で埋込形とする。

　盤内に予備限流ヒューズを収納する。

●本工事　　　○別途工事　　　○既設

●警報盤による代表監視　　　　○中央監視制御装置による監視

２）ダイヤル温度計は、最高温度指針付とする。

○低圧スイッチギア（○　ＣＸ形　　○　ＣＳ形　　○　ＣＷ形　　○　ＦＷ形）

○高圧スイッチギア（○　ＣＸ形　　○　ＣＷ形　　○　ＰＷ形　）

○変圧器盤

○屋内キュービクル式配電盤　　　●屋外キュービクル式配電盤　　　○開放形配電盤

●配管　　　●配線　　　●機器取付

電　
　
　
　
　
　

灯　
　
　
　
　
　

設　
　
　
　
　
　

備

大きさ

Ａ４版

Ａ４版

部　数

１　部

２  部

２  部

２　部

１  式

１  部

２  部

●変圧器の規格 〔グ〕 １）変圧器（スコット結線変圧器、モールド変圧器でＨ絶縁材料を使用するもの、一次電圧が

　低圧または特別高圧のものを除く。）は、グリーン購入法による特定調達品目の判断基準を

　満たすものとする。

　　○三相３線式　　　Ｖ　　　　○三相４線式　　　Ｖ／　　　Ｖ

低圧　　　　●三相３線式２００Ｖ　　　　●単相３線式１００Ｖ／２００Ｖ

高圧　　　　三相３線式　６ｋＶ

建物名称 
　工事科目

　 医療関係設備

営繕工事契約関係提出書類書式集◆一覧表により提出。

 　電灯設備

　 動力設備

　 雷保護設備

　 受変電設備

　 電力貯蔵設備

　 発電設備

　 構内情報通信網設備

　 構内交換設備

　 情報表示設備

　 映像・音響設備

　 拡声設備

　 誘導支援設備

　 テレビ共同受信設備

　 監視カメラ設備

　 駐車場管制設備

　 防犯・入退室管理設備

　 火災報知設備

　 中央監視制御設備

○甲　●乙

○甲　○乙

○甲　○乙

○甲　○乙

備　　　考耐震安全性の分類消防法令別表第一延床面積(ｍ２)階　　　数構　　　造建　物　名

　２　特記事項

　　　　項目及び特記事項は、●印をついたものを本工事に適用する。ただし、●印のない場合は、※印を適用する。

　　２）工事種目に機械設備工事及び建築工事を含む場合、その仕様は当該図面及び標準仕様書による。

　　１）特記仕様書及び図面に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部の「公共建築工事標準仕様書（電気設備

　１　一般事項

【特記事項】

　３　工事科目 ●印をついたものを適用し、各一式とする。

【工事概要】

　２　建物概要

　１　工事場所

　　　　工事編）令和４年版」（以下、「標準仕様書」という。）、「公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）令和４年版」

　　　　（以下、「標準図」という。）及び「公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）令和４年版」による。

　　　　　　　　　　　　　○構内指示場所に敷き均し

　「建築設備耐震設計・施工指針２０１４年版」により計算を行い、監督職員に報告し承諾を

２）下記の設計用水平震度（ＫＨ）により、機器製作固定を行う。

注１　耐震安全性の分類が甲類の建物は特定の施設、乙類の建物は一般の施設を適用する。

注２　屋外に設置する機器は、建物の耐震安全性の分類に準じる。ただし、敷地内に甲類の建物

　　　と乙類の建物が混在する場合は、特定の施設を適用する。

注３　（　　）内の数値は、防震支持の機器の場合に適用する。

注４　設計用鉛直震度は、設計用水平震度の１／２とする。

注５　上層階の定義は、６階建以下の場合は最上階、７～９階建の場合は上階２階。

　　　　○配電盤　　　　○直流電源装置　　　●自家発電装置　　　○交換機

　　　　○電算用電源　　○中央監視装置　　　○ＵＰＳ装置　　　　〇自動火災報知装置

水　　槽 水　　槽

1 .5

1 .0

1 .0

○一般の施設○特定の施設

2 .0

1 .5

1 .5

上層階、屋上及び塔屋

中　　　 間 　　　階

１ 階 及 び 地 下 階

設  置  場  所

設  置  場  所

上層階、屋上及び塔屋

中　　　 間 　　　階

１ 階 及 び 地 下 階

○特定の施設 ●一般の施設

重要機器 一般機器

 1 .0 (1 .5 )

 0 .6 (1 .0 )

 0 .4 (0 .6 ) 0 .6 (1 .0 )

 1 .0 (1 .5 )

 1 .5 (2 .0 ) 1 .5 (2 .0 )

 1 .0 (1 .5 )

 0 .6 (1 .0 ) 1 .0 (1 .0 )

 1 .5 (1 .5 )

 2 .0 (2 .0 )

重要機器 一般機器

寸　法

接　続

アンカーボルト

●機器 盤その他機器類について図示した寸法は、約寸法とする。

電動機への接続は、本工事とする。

　屋外・多湿室等　（○溶融亜鉛メッキ　　　●ＳＵＳ）

○樹脂製　　　○金属製（○新金属製　○ステンレス製）

○樹脂製　　　○金属製（○新金属製　○ステンレス製）

〇フラッシュプレート

●電線管 電　 線　 管

最上階の埋込配管

●予備配管

○ボックス

●電線本数、管路等

樹脂管で配管する場合は、合成樹脂製ボックスを使用する。

●ねじなし電線管

１）雨線外及び湿気の多い場所または水気のある場所に使用する露出電線管

　最上階のスラブでモルタル防水及び樹脂防水の場合、埋込配管は避けるの

を原則とする。

下記の露出配管は塗装（指定色塗装）を行う。

２本天井内まで立上げる。ケーブルラックの床の防火貫通部に（５１）を１本以上立上げる。

の承諾を受けて変更することができる。

　相当を越えるものは、コンクリート埋設配管を行わない。

　は、厚鋼電線管とする。

　分電盤、制御盤、端子盤等の２次側以降の配線経路、電線太さ、電線本数、管径等は監督職員

　分電盤の予備の配線用遮断器が４個以下の場合（２５）を１本、５個以上の場合（２５）を

その他

和　室

〇ＰＦ管　ただし、露出部分は鋼製電線管とする。

　　　　　とする。

　　　　　分電盤等の２次側で第１ボックスまでは(※鋼製電線管 ○ＰＦ管)

１）特記なきものは、ＥＭ－ＩＥとする。●電線類

３）長さ１ｍ以上の通線を行わない配管には、導入線（樹脂被覆鉄線等）を挿入する。

ＥＭ－アクセスフロア

ＥＭ－ＭＥＥＳ

ＪＣＳ４５０２（６００Ｖアクセスフロア用耐燃性ポリエ

チレンシースケーブル）による６００Ｖアクセスフロア用

ポリエチレン絶縁耐燃性ポリエチレンシースケーブル（

ＥＭ－ＥＥ）及び６００Ｖアクセスフロア用架橋ポリエチ

レン絶縁耐燃性ポリエチレンシースケーブル（ＥＭ－ＣＥ）

を示す。

ＪＣＳ４２７１に準じ、絶縁材及びシースにＪＣＳ規格に

よるＥＭケーブルの耐燃性ポリエチレンを用いたもの

２）ＥＭ電線、ＥＭケーブルで標準仕様書に規格等の記載のないものは、ハロゲン及び鉛を含ま

　ない材料で構成されたものとし、次の記号及び仕様による。

建築基準法に基づき定められた風速及び地表面粗度区分

　Ｖｏ（○３０　○３２　○３４）　　地表面粗度区分（○Ⅰ　○Ⅱ　○Ⅲ　○Ⅳ）

　

○風圧力（耐風力）

○風圧力に対する性能

　建築基準法施行令第８７条に定めるところによる風圧力（耐風力）検討（計算）書を監督職員

に提出する。なお、検討（計算）範囲には、それぞれの取付部分を含めるものとする。

２）スラブ厚の１／４を越える外径の配管及び（ＰＦ２２）又は（Ｅ２５）

○床配線器具等 床用配線器具の形式は以下による。（図面特記のあるものを除く。）

　二重床　　　※インナー形　〇飛び出し形　○内部固定形　〇外部固定形

　二重床以外　※飛び出し形　〇引出し形　　○内部固定形　〇外部固定形

　　（フロアベースは水平高低調整式（空転防止リング付）　※砲金製　〇アルミ製とする。）

注７　操作卓は本体を床又は壁にアンカーボルトで固定できるように固定金具を備えたものと

　　　し、卓上機器は、転倒防止用の措置を講じたものとする。

〇あと施工アンカー 施工後確認試験　〇行う　○行わない　

　　　試験方法　引張試験機による引張試験とし、国土交通省大臣官房官庁営繕部の公共建築

　　　　　　　　工確認試験」による。

　　　確認強度　監督職員との協議による。

雷　

保　

護　

設　

備

三相可変性電動機用インバータ装置の規約効率は、次表の値以上とする。

動　
　
　
　

力　
　
　
　

設　
　
　
　

備

●配管　　●配線　　〇機器取付

○する　　　○しない

○監視方法

〇ＲＰ又はＭＰ形照明

　器具

〇非常用照明の形式

〇フロアコンセント

○一般照明の照度測定

○照明用ポール

〇分電盤等

●工事範囲

●電気方式

○制御盤

○インターロック

○インバータ装置の

　規約効率

○工事範囲

○保護レベル

○受雷部システム

○接地システム ○Ａ型接地極（○板状接地極　　○垂直接地極　　○放射状接地極）

○Ⅰ　　　○Ⅱ　　　○Ⅲ　　　○Ⅳ

○配管　　　○配線　　　○機器取付

　　　　　２）インバータ効率は、１００％負荷時の値とする。

　　備考）１）電動機の供給電圧は１００Ｖ又は２００Ｖとする。

○警報盤による代表監視　　○中央監視制御装置による監視

分岐　　　●三相３線式　　２００Ｖ　　　　○

幹線　　　●三相３線式　　２００Ｖ　　　　○

実施

○開閉器を設ける(○配線用遮断器○カットアウトスイッチ)　　○開閉器を設けない

１）本工事の分電盤、ＯＡ盤、実験盤で、分岐に用いる配線用遮断器及び漏電遮断器の寸法は、

○引出し形　　○飛び出し形　　〇内部固定形　　○外部固定形　　〇ＯＡフロアー用

〇電池内蔵形　　　　○電池別置形

されている場合は、ＳＵＳを適用する。

　標準図において、防雨形または防湿形の器具本体の材質に、ＳＵＳを含む複数の材料が適用

突針支持管　　　○鋼製　　　○ステンレス製

○Ｂ型接地極（○環状接地極　　○網状接地極）　

　ＪＩＳ Ｃ ８２０１-２-２「漏電遮断器」、同付属書ＪＣ「電灯分電盤用協約形漏電遮断器」、

　ＪＩＳ Ｃ ８２０１-２-１「回路遮断器」、同付属書ＪＣ「電灯分電盤用協約形回路遮断器」、

○構造体利用接地極（構造体底盤部の大地抵抗率測定のための大地抵抗率測定用補助接地極を　

　　　　　　　　　　〇設ける　○設けない）　

　による１極サイズのものとする。

２）ＳＰＤ分離器（配線用遮断機）は

３）ＳＰＤ分離器は、監督職員の承諾を受けて、ＳＰＤ内蔵とすることができる。

（○警報接点付　○警報接点無）とする。

１）制御回路に用いる変圧器は絶縁変圧器とする。

２）インバータ発熱対策用冷却装置を扉面に取り付けた場合、開扉時に冷却装置を休止させる。

３）インバータ発熱対策用冷却装置の故障を盤面に表示（○させる　○させない）

空調機を停止させる。

　自動火災報知設備の受信機、連動制御器及びガス漏れ火災警報受信機と連動して、制御盤で

 電動機出力（kW ）

 ｲ ﾝ ﾊ ﾞ ｰ ﾀ効率（% ）

 ｲ ﾝ ﾊ ﾞ ｰ ﾀ効率（% ）

 電動機出力（kW ）

0 . 4

8 6 . 0

0 . 7 5

8 8 . 5

1 . 5

9 2 . 0

9 5 . 5

2 . 2

9 3 . 0

9 5 . 5

3 . 7

9 4 . 0

9 5 . 5

5 . 5

9 4 . 0

9 5 . 5

7 . 5 1 1

1 5 1 8 . 5 2 2 3 0 3 7 4 5

9 5 . 0 9 5 . 5

●配管　　●配線　　〇機器取付

●機器内配線等

●はつり

〇再使用機器

●その他

●工事範囲

●電気方式

○照明制御による効果の

　評価

〇多重伝送制御システム

〇ＬＥＤ制御装置の種類

多重伝送制御システムの設定は、監督職員の指示による。システム設定器を附属させる。

照明制御装置の各センサー設定は、監督職員と協議する。センサー設定器を附属させる。

２）復旧はモルタル補修までとする。

共　
　

通　
　

事　
　

項

　を使用する。

●ＳＵＳ　　　　○鋼板製（仮設は除く）

下記の機器内配線及びケーブルには、ＥＭ電線及びＥＭケーブルを使用する。

ただし、高圧主回路配線はこの限りでない。

　○分電盤　　　○ＯＡ盤　　　○実験盤　　　○開閉器箱　　　○制御盤

　●キュービクル式配電盤　　　○直流電源装置

　○交流無停電電源装置（ＵＰＳ）（簡易型を除く）

１）既存のコンクリート床・壁等の配管貫通部の穴あけは、原則としてダイヤモンドカッター

　取り外した上再使用する機器は、清掃し絶縁抵抗測定の上取付ける。なお照明器具等の見え

掛かり部分は、洗剤を使用するなどして、十分に清掃する。

屋外の盤類・開閉器箱

屋外内のプルボックス

○ＳＵＳ　　　　●鋼板製

幹線　　　●単相３線式　　１００Ｖ/２００Ｖ　　　○直流２線式　１００Ｖ

分岐　　　●単相２線式　　●１００Ｖ　　　●２００Ｖ

　　　　　○直流２線式　　　１００Ｖ

　図面特記があるものを除き、ＬＥＤ照明器具の制御装置の種類は、調光信号線が接続された器

具にあってはＬＸ又はＬＺ、それ以外はＬＮ又はＬＪとする。

9 4 . 5 9 4 . 5

9 5 . 5 9 5 . 5

5 5 7 5

　〇風力発電装置　　○テレビ共同受信用アンテナ及びアンテナマスト　　○

　○受雷部システム及び引下げ導線システム　　　　○太陽光アレイ及び接続箱

●

●

○

●

○

●

○

〇

○

○

〇

〇

〇

〇

○

○

〇

〇

○

●

〇

○

●

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

　・公共建築改修工事標準仕様書(電気設備工事編)

　・建築設備耐震設計施工指針　　　　　　　　　・工事写真撮影ガイドブック電気設備工事編

○アスベスト成形板の処理等（以下のほか、現場説明書による）

１）国土交通省大臣官房官庁営繕部「営繕工事写真撮影要領（最新版）」による。

２）工事完成時、整理の上、１部提出する。

３）小黒板情報電子化については、現場説明書による。。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〇

注６　重要機器（水槽類含む）は、下記による。（水槽類にはオイルタンク等を含む。）

●屋外（○屋上を除く）　○屋内居室　○屋内ＰＳ･ＥＰＳ　●屋内機械室・電気室　〇廊下

　一般社団法人日本照明器具工業会技術資料１３０「照明制御装置による消費電力削減効果の評

価手法」により、消費電力削減効果の評価を行い監督職員に提出する。

　ＯＡ盤の端子盤部に　○通気口　○冷却ファン　を設ける

詳細は現場説明書による。

　　得る。

　 構内配電線路

　 構内通信線路

　 電波障害調査

　 撤去工事

◆宇治市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ参照　 　 　 　   　 　 　 < h t t p : / / w w w . c i t y . u j i . k y o t o . j p >

標準仕様書によるほか、別表による。

　その他　　　　　（○一般品　　　●ＳＵＳ　　　　○　　　　　　）

アンカーボルト、全ネジ及びナットは、下記による。

　ただし、これらと同等のものとする場合は、監督職員の承諾を受ける。

〇照明制御装置

工事区分を記載
執務並行改修

　　　　　　　　改修工事標準仕様書（建築工事編）（令和４年版）「８．１２．７ 施

総合福祉会館

総合福祉会館 ＲＣ造 ３階 2,353.64㎡ 6項

　電気設備工事特記仕様書ー１



工事完成に際しては，各種試験，検査に合格の責任を持つ。

●受変電機器●動力盤及び電灯盤●耐圧試験●絶縁抵抗測定●接地抵抗測定●機器機能試験●その他監督職員の指示するもの

〇工事着工前に既設照明器具で床面照度を測定し、完成後の照度と比較する。（照度測定箇所は監督員の指示する箇所とする。）

●着工前・工事完成後、空調機器の機能・調整確認を行い、確認結果報告書を提出する。

●工事着手に際し、事前に必要な機器（照明機器、空調機器、放送設備等）の機能確認を行い、確認結果報告書を提出する。

例　　盤・ケ－ブルラック・ケ－ブルダクト等

〇後施工アンカ－の施工確認試験（引張試験機による引張試験）は、１日の施工本数の３％以上かつ３本以上とする。

●着工前・工事完成後、放送機器の機能・調整確認を行い、確認結果報告書を提出する。

●試験機器類の校正記録を提出する。

●停電工事の必要な時は、当該高圧受電設備の電気主任技術者と協議し、打合せ記録を提出する。

尚、電気主任技術者の立会費用は本工事に含む。

●工事に係る申請手続き費、消防設備竣工検査費、高圧電気設備検査等の竣工に必要な費用は本工事に含む。

●鉄筋コンクリ－トをダイヤドリル等で貫通する時は、鉄筋探査機で開口位置を確認する。

●整備不良の電動工具等持ち込まない。

●構外搬出適切産廃処分とする（電線、電線管、器具、管球等報告書を提出する）。

●交通誘導員は大型機器搬入時及び監督職員が必要と指示した時は、安全確保のため交通誘導員を２名以上配置する。

○カラーコーン、コーンウェイト、コーンバーにて囲いながら掘削する。

検査及び試験を行うべき機材等は標準仕様書による他下記の項目とする。

電
力
共
通

動　
　

力

電　
　

灯

拡
声
、
時
計

電　
　

話

(mm)

引込開閉器

壁掛型制御盤

手元開閉器

操作スイッチ

分電盤

スイッチ

（台上）

（土間）

コンセント

ブラケット （一般）

（踊場）

（鏡上）

（一般）

（一般）

端子盤

保安器函

壁掛スピーカー

アッテネーター

壁掛型親時計

子時計

壁掛インターホン

（和室）

（身障者便所）

（身障者）

壁付位置ボックス

（和室）

壁付位置ボックス

機器収納函

直列ユニット

（和室）

床上～中心

台上～中心

鏡上端～中心

天井下～上端

床上～中心

天井下～上端

床上～中心

天井下～上端

天井下～上端

床上～中心

床上～中心

床上～中心

地上～上端

床上～中心

床上～上端

床上～上端

床上～上端

取引用計器

取付高 取付高測点名称測点名称

（和室）

  ２００

１,３００

１,９００

  ２００

１,５００

１,１００

  ３００

  １５０

  ２００

  ３００

  １５０

（ｍｍ）

  ２００

  ３００

  １５０

２,０００

１,８００

１,９００

１,５００

１,３００

１,９００

１,３００

  ９００

  ３００

  １５０

  ３００

１,３００

２,１００

２,５００

  １５０

テ
レ
ビ
共
聴

床上～上端 １,９００

イ
ン
タ
ー
ホ
ン

●分電盤等の端子接続部施工管理手順は、電気設備工事監理指針（令和４年度版）の資料５（Ｐ１１１９）に基づき施工する。

●既設メーカーについて　冷温水発生機：矢崎ｴﾅｼﾞｰｼｽﾃﾑ株式会社　ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ：日本ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ　

　なお、鉄筋探査については報告書を提出すること。部数については監督職員と協議する。

電気設備工事特記仕様書ー２ －

０３
R06.03

図面番号作成年月日

工事名称

図面名称

担当担当担当担当
事

記

ＭＡＥＤＡ
一級建築士大臣登録　第174018号　前田 陽一郎

株式会社 前田都市設計
校閲 主査

縮　　　尺

宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事
Ｅ－

火　
　
　

災　
　
　

報　
　
　

知　
　
　

設　
　
　

備

項　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項章 項　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項章

○自動閉鎖装置

　　　　　　　　　　○防煙ダンパ用

○工事範囲

○電気方式

○電源装置

○工事範囲

○受信機

　　　　　　　　　　○防火戸用【ＤＣ２４Ｖ　０．６Ａ以下電磁式またはラッチ式】

電
波
障
害

調　

査

○施工方法

〇工事範囲

〇増幅器

　

○保安器用接地

○形式

設
備

映
像
音
響

構
内
情
報

通
信
網
設
備

○車両検出方式

管
理
設
備

防
犯
・
入
退
室

管
制
設
備

駐
車
場

○工事範囲中
央
監
視

制
御
設
備

○ガスの種類

○本工事　　　　○別途工事

構　
　
　
　

内　
　
　
　

配　
　
　
　

電　
　
　
　

線　
　
　
　

路

○工事範囲

○連動制御器

○消火ポンプ始動

○機器収容箱

構　

内　

通　

信　

線　

路

○光警報装置

○工事範囲

○直流電源装置

　　　（ＵＰＳ）

●工事範囲

●形式

○連続運転可能時間

●発電機

系統連系

パワーコンディショナ出力

逆潮流

交流出力電圧

出力電気方式

○外部移報

○金属管配線　　○ケーブル配線　　○合成樹脂管配線○施工方法

○工事範囲

〇工事範囲 〇配管　　　　　○配線　　　　　　○機器取付

○電子交換機　　○ボタン電話装置

○配管　　○配線　　○機器取付

○工事種類

○工事範囲

○親時計及び付属装置

○子時計

○工事範囲

用途

特記なきものは　　　○ＳＣ６Ｈｉ－１Ｖ３－Ｍ　　○〇スピーカ

〇工事範囲

〇工事内容

○テレビインターホン

〇トイレ等呼出し装置

○電界強度測定

章 項　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項

電
力
貯
蔵
設
備

発　
　
　
　
　

電　
　
　
　
　

設　
　
　
　

備

テ
レ
ビ
共
同
受
信
設
備

誘

導

支

援

設

備

拡　

声　

設　

備

情
報
表
示
設
備

構
内
交
換
設
備

○配管　　○配線　　○機器取付

用途　　　○建築基準法用　　　○消防法用　　　○受変電設備専用

その他　　○過放電防止保護装置（直流不足電圧継電器）の設定電圧は、９０Ｖとする。

用途　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

方式　　　○一般形　　　　　　○簡易形

●配管　　●配線　　●機器取付

○交流無停電電源装置

○オープン形　　○簡易形　　●キュービクル

○１０時間（乙）　　　○７２時間（甲）　　　○

電気方式　　　　三相３線式

電　　圧　　　　●２１０Ｖ　　　○６．６ｋＶ　　　○４１５Ｖ

定格出力　　　　２５ｋＶＡ以上　　　　　　力率　０．８

　　　　　　　　○マイクロガスタービン　○燃料電池　　　　　○コージェネレーション

●原動機

●燃料

●監視方式

○太陽光発電装置

○１００Ｖ

○三相３線式

○有　　　　※無

　　　相　　　線式　　　Ｖ　　　　　ｋＷ以上

○受動　　　○能動

　　　　ｍ２以下（長辺　　ｍｘ短辺　　ｍ）

○２００Ｖ

○単相３線式 ○単相２線式

種　　別　　　　○ガスタービン　　　　　●ディーゼル機関　　○ガスエンジン

定格出力　　　　　　　　ｋＷ（　　　ＰＳ）以上

始動方式　　　　○電気式　　　　　　　　○空気式

冷却方式　　　　○ラジエーター式　　　　○水槽循環式

現地負荷試験　　○行う　　　　　　　　　○行わない

種類　　　　　　○重油　　　●軽油　　　○灯油　　　○ガス（　　　　　）

○燃料小出槽　　　　　㍑

○主燃料槽　　　　　　㍑

●警報盤による代表監視　　  ○中央監視盤による監視

太陽電池 アレイ 公称最大出力　　　　ｋＷ以上

設置可能建築面積

○有　　　　○無

○配管　　　　　○配線　　　　　　○機器取付

○ＣＲ　-Ｐ　Ｍ　　○ＣＷ　-Ｐ　Ｍ

○プログラムタイマ（○カード式　　　○キー式　　　○　　　　　　　　　　　）

特記なきものは　　　○ＳＷＡ３３－ＧＰＢ２　　○

○配管　　　　　○配線　　　　　　○機器取付

○金属管配線　　○ケーブル配線　　○合成樹脂管配線

〇配管　　　　　〇配線　　　　　　〇機器取付

○マルチサイン装置　　　○出退表示設備　　　○時刻表示設備

〇自動放送はアッテネーターを経由した回路とする。

　　　　　　〇全館放送用（○一般放送　〇非常放送）　　　○ローカル放送用

〇インターホン

○配管　　　　○配線　　　　○機器取付

キャビネット

　　　　　　　　　　電柱　　　　○遠心力プレストレストコンクリートポール

○工事範囲

医
療
関
係
設
備

○イージーキャビネット　　　　　　　箱　　　○キーボックス　　　○テスター　　　○マンホールフック

○工具箱（ドライバー、モンキーレンチ、組スパナー、ハンマー）

受変電設備・盤

○測定のみ　　　○対策工事実施設計書作成まで

○工事前　○工事中　○完成後

　　　　箇所

○測定内容

○測定箇所

○測定時期

○調査範囲

ランプ及びヒューズの予備品は、２０％とする。

○都市ガス（１３Ａ）　○液化石油ガス

○単独形　○自火報受信機と一体

○配管　　　　○配線　　　○機器取付

○非常電源（蓄電池）　　　○自動火災報知設備と兼用

ＤＣ２４Ｖ

○配管　　　　○配線　　　○機器取付

　　【別途工事　　ＤＣ２４Ｖ　０．６Ａ以下】

○防火シャッター用

　　【別途工事　 瞬時通電式又は電動式　ＤＣ２４Ｖ　０．６Ａ以下

　　　　　　　　 遠方復帰機構（電動式）ＤＣ２４Ｖ　０．７Ａ以下】

○単独　　　○自火報受信機と一体

　　　回線　【予備電源（蓄電池）内蔵】

○配管　　　　○配線　　　○機器取付

○消火栓一体形　　　○単独形

○発信機と連動（総合盤に始動表示灯を設ける。）

○消火栓箱内押ボタン

○

○盤面に消火ポンプ運転表示灯を設ける。

○副受信機　　　　　窓

　　○単独形　　○複合形

　　○壁掛形　　○自立形

○受信機 ○Ｐ　形　　　１級　　　１５回線

○配管　　　　○配線　　　○機器取付

○防犯装置　　　○入退室管理制御装置

○機械警備用配管

○配管　　　　　○配線　　　　　○機器取付

○ループコイル方式　　　　　　○光線方式

○配管　　　　　○配線　　　　○機器取付

○カラー　　　　○白黒

○配管　　　　　○配線　　　　　○機器取付

○工事範囲

○伝送方式

○画像

○工事範囲

○工事種類

○工事範囲

○自動火災報知装置

●自動閉鎖装置

○非常警報装置

○ガス漏れ火災警報装置

○諸警報表示 受信機に諸警報表示窓（　　窓）を設ける。

○配管　　　　○配線　　　　○機器取付

○警報盤　　　○監視制御装置○監視方式

○工事範囲

○非接地電源用分電盤

○ナースコール装置 トイレ及び浴室等の

呼出押ボタン

○鋼製　　　○ステンレス製

○防滴　　　○防湿

○有線式　　○無線式

　　　　　　から３００ｍｍ以上とする。

埋設深さ　　特記なきものはＧＬ(舗装がある場合は、舗装（表層）下面)

　　　　　　○

　　　　　　○ポリエチレン被覆管（ＰＬＰ）

○管路式　　○波付硬質合成樹脂管（ＦＥＰ）

○配管　　　　○配線　　　　○機器取付

　測定チャンネルは、監督職員と協議する。

定し、その測定記録を監督職員に速やかに提出すること。

　電界強度及び画質は、最上階が打上がったときに、アンテナ取付予定位置、またその周辺で測

○一般構造用炭素綱鋼管（溶融亜鉛メッキ仕上げ）

○配管用ステンレス鋼鋼管

○壁面取付形　　○自立形

○圧力配管用炭素綱鋼管（溶融亜鉛メッキ仕上げ）

○ＡＭ用　　　　○ＦＭ用　　　　○ＣＡＴＶ

○ＵＨＦ用　　　○ＢＳ用　　　  ○ＣＳ用　　　

○配管　　　　　〇配線　　　　　　〇機器取付

○アンテナマスト

○アンテナ

〇工事範囲

○受付呼出し装置　　○誘導音

○通話機能

呼出しボタン

○１窓　○３窓　○５窓　〇１５窓　　

○

○親機に子機カメラ角度調整機能（上下）を設ける。

○電話式　　　〇相互式

○音声誘導装置　検出方式　（○磁気式　　○無線式　　○画像認識）

受信可能な全チャンネルとし、結果報告書を提出する。
設
備

監
視
カ
メ
ラ

〇配管　　　　〇配線　　　　〇機器取付

○工事範囲

○ふ設方式

○マンホール及び

　ハンドホール

ケーブルが直接接触しない場合の金物は、接地を省略してもよい。

ハンドホールにおいてもケーブル支持材を設ける。

蓋の文字　　○蓋の用途表示は通信とする。　　　　　　○

構造・寸法　○標準図による　　　　　　　　　　　　　○図示による。　

○架空線

○地中線

○ネットワーク伝送方式　　　　○デジタル同軸伝送方式　　　　〇

○余長

●装柱材

○避雷器

　端末処理

●碍子、高圧ケーブル ●一般用　　　○耐塩用　　　○重耐塩用

高圧ケーブルは､受変電設備までの配線経路中、１ヶ所以上で３ｍ余長をとる。

基礎　　○本工事　　○別途工事

○外灯ポールの材質が鋼製（ＳＰＣ）の場合で特記がない場合は溶融亜鉛メッキとし、指定色塗

　装とする。

○外灯

●一般用　　　○耐塩形

○屋外形　　　○耐塩形

　ハンドホール

○マンホール及び

電柱　　　　○遠心力プレストレストコンクリートポール

　　　　　　○ポリエチレン被覆管（ＰＬＰ）

　　　　　　○

埋設深さ　　特記なきものはＧＬ(舗装がある場合は、舗装下面)

　　　　　　から３００ｍｍ以上とする。

○オプション等の試験は、監督職員の指示による。

●配管　　　　●配線　　　　●機器取付●工事範囲

○その他

●電気方式 高圧

低圧

●管路式　　●波付硬質合成樹脂管（ＦＥＰ）●ふ設方式

●区分開閉器

○制御電源用変圧器内蔵

○耐中塩じん用　　　○耐重塩じん用

○引外し装置付き（ＳＯＧ形）　　○引外し装置なし　　○避雷器内蔵

○架空引込用　　　　○地中引込用

○単２線式　　　（○１００Ｖ　　○２００Ｖ）

●単相３線式　　　１００/２００Ｖ

●三相３線式　　　　　　 ２００Ｖ　　　　○

●三相３線式　　　　　　　 ６ｋＶ

構造・寸法　○標準図による　　　　　　　　　　　　　○図示による。　

蓋の文字　　○蓋の用途表示は電力とする。　　　　　　○

ハンドホールにおいてもケーブル支持材を設ける。

ケーブルが直接接触しない場合の金物は、接地を省略してもよい。

形式

構

用途

●高圧負荷開閉器　　７．２ｋＶ　　２００Ａ

○架空線

●地中線

●高圧ケーブル 屋外に使用する高圧ケーブルはＥＭ－高圧架橋ポリエチレンケーブルは、ＪＣＳ　４３９５「６

６００Ｖ　架橋ポリエチレンケーブル（３層押出型）」に（※よる　〇よらない）

○壁付ボタン(プルスイッチの長さは０.２ｍ程度とする)

○壁付握りボタン(握りボタンの長さは１.２ｍ程度とする)

別表　　付属品・予備品

その他

試験・検査一覧

機器取付高さ　(参考寸法の為、盤の寸法・取付位置は監督員と協議する。)

　電気設備工事特記仕様書ー２
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図面番号作成年月日

工事名称

図面名称

担当担当担当担当
事

記

ＭＡＥＤＡ
一級建築士大臣登録　第174018号　前田 陽一郎

株式会社 前田都市設計
校閲 主査

縮　　　尺

宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事
Ｅ－

アスベスト対策工事仕様書

(mm)

法（昭和47年法律57号）」「石綿障害予防規則（平成17年厚生労働省令21号)」

2 法令等の遵守 施工にあたっては、「大気汚染防止法（昭和43年法律97号）」「労働安全衛生

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律137号）」「建築基準法

（昭和25年法律201号）」「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（

建設リサイクル法）（平成12年法律104号）」「京都府建築物の解体等に伴う

項　　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項 項　　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項 項　　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項 項　　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項章 章 章 章

アスベストを重量で0.1%を超えて含有する、アスベスト含有建材の除去工事に

適用する。(9.1.1)

1 適用範囲

事前調査

・施工計画に先立ち、改正大気汚染防止法第18条の17の規定により、特定工事

　に該当するか否かの調査を行う。

　調査結果について発注者に書面を交付して説明を行い、調査結果その他環境

(9.1.4) (9.1.5)

  成形板の除去  保温材等の除去

　○ アスベスト含有吹付け材除去工事

　　○ 除去工法　　　（　　　　　　　　　　）　　

　　○ 封じ込め工法　（　　　　　　　　　　）

　　○ 囲い込み工法　（　　　　　　　　　　）

　○ アスベスト含有成形板除去工事

　● アスベスト含有保温材等除去工事

除去を行う範囲

　※ 図示による

　○ 

除去の方法

  ● 原形のまま手ばらし

  ○ 手ばらし以外（この場合は改修標仕9.1.3(a)による隔離とする）

  ○

除去を行うアスベスト含有保温材等の仕様

種　　　　　類

○石綿含有けい酸カルシウム板第二種

○石綿含有耐火被膜材              

○屋根用折版裏断熱材              

○煙突用断熱材                    

○石綿含有水練り保温材           

○石綿含有けい酸カルシウム保温材 

○石綿含有パーライト保温材       

○石綿含有けいそう土保温材　　　 

○石綿保温材                     

種　　　　　類

除去物の処理方法

除去を行う範囲

  ※ 図示による

　○

除去の方法

　※ 湿潤化したのちに手ばらし

  ○ 湿潤剤等の噴霧、散水等により十分に湿潤化した状態で破砕

  ○

除去を行うアスベスト含有成形板の仕様

除去物等の保管

　※ 他の建設副産物等と分別して保管する。

  ※ 飛散防止措置を講ずる。

  ※ アスベスト等の保管場所であることの表示を行う。

除去物等の処分

　廃棄物及び清掃に関する法律（昭和45年法律137号）の規定を遵守して行う。

  アスベスト含有石膏ボード（管理型最終処分場における埋立処分）を除くア

　○ 石綿含有産業廃棄物として、安定型最終処分場における埋立処分

  ○ 都道府県知事等から設置許可を受けた溶融施設における溶融または環境

　   大臣の認定を受けた無害化処理施設における無害化処理

  ※ 指定処分地（（財）宇治廃棄物処理公社　京都府宇治市池の尾仙郷山6-2

　   TEL 0774-21-2807）

　   なお処分に関しては公社の受け入れ基準等を確認する。

厚 厚

(mm)
種　　　　　類 種　　　　　類

○石綿含有スレート          

○石綿含有けい酸カルシウム板

○石綿含有押出成形セメント板

○石綿含有岩綿吸音天井板    

○石綿含有石膏ボード        

○石綿含有ビニル床タイル    

○                          

○                          

　スベスト含有成形板

ない。

注者の負担と責任において行う。ただし、当該工事に関係のない事項は適用し

除去に関する諸法令に基づき適正に作業を行う。諸法令の適用及び運用は、受

石綿の飛散防止に関する緊急措置条例（平成17年京都府条例45号）」等、石綿

  ※ 密封処理（二重袋梱包）

     隔離養生に用いたシート、使用した使い捨て保護衣、高性能真空掃除機、

     除じん機フィルタ等についても密封処理とする。

　○ セメント固化

　○ 溶融固化

除去物等の保管

　※ 他の建設副産物等と分別して保管する。

  ※ 飛散防止措置を講ずる。

  ※ アスベスト等の保管場所であることの表示を行う。

除去物等の処分

　廃棄物及び清掃に関する法律（昭和45年法律137号）の規定を遵守して行う。

　○ 特別管理産業廃棄物として、管理型最終処分場における埋立処分

　○ 都道府県知事等から設置許可を受けた溶融施設における溶融または環境

　   大臣の認定を受けた無害化処理施設における無害化処理

  ● 指定処分地（（株）京都環境保全公社　瑞穂環境保全センター　京都府

　   船井郡京丹波町猪鼻冠石2-1　TEL 0774-88-0431）

　   なお処分に関しては公社の受け入れ基準等を確認する。
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9 アスベスト含有 10 アスベスト含有

○塩基性炭酸マグネシウム保温材                                

○石綿セメントけい酸ｶﾙｼｳﾑ板                          

○化粧石綿ｾﾒﾝﾄけい酸ｶﾙｼｳﾑ板                          

・施工計画に先立ち、石綿障害予防規則第3条の規定により、アスベスト含有

　建材の有無を調査する。

　調査結果を記録し、作業に従事する労働者が見やすいように掲示する。

　なお、特定工事に該当する場合は、「特定粉じん排出等作業実施届出書」の

　届出内容について発注者に書面を交付して説明を行う。

　事前調査は、国土交通省に登録された機関が行う講習を修了した建築物石綿

　含有建材調査者、石綿作業主任者技能講習修了者、日本アスベスト調査診断

　調査範囲　　※ 図示による

　協会に登録されたアスベスト診断士等が行い、資格証明書の写しを監督職員

　に提出する。

　に備え置く。

　省令で定める事項を、公衆に見やすいように掲示し、その写しを工事の現場

　　　　　　　○

　調査事項

アスベスト含有分析

 材　 料 　名 定性分析方法 定量分析方法

　○ 行う（分析結果を監督職員に提出する）

○（箇所数　　　　　）

○（箇所数　　　　　）

○（箇所数　　　　　）

○（箇所数　　　　　）

○（箇所数　　　　　）

○（箇所数　　　　　）

○（箇所数　　　　　）

○（箇所数　　　　　）

　● 行わない

※JIS A 1481に基づくこと。

サンプル数　１箇所あたり３サンプル

　　　　※石綿使用部位の確認

　　　　※石綿層の厚さの確認

　　　　※更衣施設等の仮設計画

　　　　※施工範囲と工事管理区分の確認

　　　　※廃棄物等の搬出方法

         　 ○

測定時期

調査対象室外部付近

○ 1点 ○ 2点 ○ 3点 ○　点

○ 1点 ○ 2点 ○ 3点 ○　点

　測定点(各施工箇所ごと) 備　考測定場所

負圧粉じん装置の

排出吹き出し口

調査対象室外部付近

吹出し風速1m/秒以下の位置

　各　 ○ 1点 ○ 2点 ○ 3点

○ 1点 ○ 2点 ○ 3点 ○　点

○ 1点 ○ 2点 ○ 3点 ○　点

ｼｰﾄ養生中

ｼｰﾄ撤去後

1週間以降

● 1点 ○ 2点 ○　点       

○ 1点 ○ 2点 ○　点　　　 

● 1点 ○ 2点 ○　点　　　 

4 アスベスト粉じん

　濃度測定

(9.1.1)

　● 行う

　○ 行わない

　　　　　　　 及び石綿の含有率の測定が可能な石綿含有率分析可能機関」

             　とする。

アスベスト粉じん濃度測定

　　※周囲の状況等により上記によりがたい場合は、監督職員と協議する。

除去作業前

除去作業中

除去作業後

除去作業室内

除去作業室内

除去作業室外

除去作業室内

除去作業室内

測定機関　　※（公社）日本作業環境測定協会による「石綿含有の有無の判定

既存の石綿含有建材の調査報告書の貸与　　　 ○ あり　 ● なし 

報告書提出部数　　※ 3部　　○ 　 部

  吹付け材の除去

(9.1.3)

施工業者

     ンターの建設技術審査証明事業による建築物等の施工技術及び保全技術

     の審査証明を取得した工法の施工業者等。

除去を行う範囲

　※ 図示による（仕上げ表による　床・壁・天井毎に種別を確認）

  ○ 全ての室

　○

除去工法

　※ 改修標仕9.1.3(b)(1)による

　○

除去を行うアスベスト含有吹付け材の仕様

種　　　　　類 種　　　　　類

○石綿含有吹付けロックウール　　 

○吹付け石綿　　　　　　　　　　 

○石綿含有吹付けひる石　　　　　 

○石綿含有吹付けパーライト　　　 

○                               

○                               

○                               

○                               

○                               

○                               

  ※ 密封処理（二重袋梱包）

     除じん機フィルタ等についても密封処理とする。

　　 隔離養生に用いたシート、使用した使い捨て保護衣、高性能真空掃除機、

　※ 工事に相応した技術を有することを証明する資料をあらかじめ提出する。

特別管理産業廃棄物管理責任者の有資格者とし、証明書の写しに工事経歴書を

く。

添付して監督職員に提出する。ただし、アスベスト含有成形板の除去工事を除  廃棄物管理責任者

(9.1.2)

7 特別管理産業

8 アスベスト含有

　○ 「吹付アスベスト粉じん飛散防止処理技術」について(一財)日本建築セ

除去したアスベスト含有吹付材等の飛散防止

除去物等の保管

　※ 他の建設副産物等と分別して保管する。

  ※ 飛散防止措置を講ずる。

  ※ アスベスト等の保管場所であることの表示を行う。

除去物等の処分

　○ 特別管理産業廃棄物として、管理型最終処分場における埋立処分

　○ 都道府県知事等から設置許可を受けた溶融施設における溶融または環境

　   大臣の認定を受けた無害化処理施設における無害化処理

  ※ 指定処分地（（株）京都環境保全公社　瑞穂環境保全センター　京都府

　   船井郡京丹波町猪鼻冠石2-1　TEL 0774-88-0431）

　   なお処分に関しては公社の受け入れ基準等を確認する。

  ○ セメント固化

  ○ 溶融固化

　廃棄物及び清掃に関する法律（昭和45年法律137号）の規定を遵守して行う。

  ※ 湿潤化

アスベスト含有建材除去後の仕上げ工事

(9.1.2)

石綿作業主任者は、石綿作業主任者技能講習修了者または平成18年3月以前の

特定化学物質等作業主任者の有資格者とし、証明書の写しに工事経歴書を添付

して監督職員に提出する。

5 仕上げ工事

(9.1.1)

6 石綿作業主任者

　※図示による　　○ 　 
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　 Ｓ ： １ ／ ２ ５ ０ ０付 近 見 取 図 工事対象敷地を示す
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付近見取図・配置図、仮設計画図
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図面番号作成年月日

工事名称

図面名称

担当担当担当担当
事

記

ＭＡＥＤＡ
一級建築士大臣登録　第174018号　前田 陽一郎

株式会社 前田都市設計
校閲 主査

縮　　　尺

宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事
Ｅ－

１／３００・１／２５００

構内柱（現状のまま）

キュービクル・発電機撤去及び搬入時
70ｔラフタークレーン

既設キュービクル新設キュービクル

構内柱（新設）
 10m- 19㎝-6.0kN

ｶﾗｰｺｰﾝ

ｶﾞｰﾄﾞﾌｪﾝｽ

CET　22°－3C　IE5.5（ｺﾛｶﾞｼ）

CET　14°－3C　IE5.5（ｺﾛｶﾞｼ）

CET　14°－3C　IE5.5（既設VE36）
配線のみ新設

ｶﾞｰﾄﾞﾌｪﾝｽ

Ｇ

Ｇ

Ｇ

交通誘導警備員ｽﾎﾟｯﾄＧ

ｶﾞｰﾄﾞﾌｪﾝｽH=1.8m、下部幅木板設置共

凡例

Ｇ

ｶﾗｰｺｰﾝ
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警報盤へ

構内柱

受変電設備単線結線図
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ハ゜ッケーシ゛型発電機

（ヤンマーＡＰ２５Ｃ－Ｓ相当品）

3φ　3W　220V　25KVA

ＦＰ－Ｃ　１４□－３Ｃ（FEP50）
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注記事項

１１．　キュ－ビクルの寸法は参考とし、特記に幅寸法は取付けＭＣＢにて検討し製作する。

１０．　低圧配電盤の裏面に負荷側引出用端子を設ける。

９．　　キュ－ビクル架台チャンネルは溶融亜鉛メッキ品とする。

８．　　キュ－ビクルは内面、外面共指定色焼付け塗装仕上げとする。

７．　　キュ－ビクルは全面底板付とする。（ケ－ブル立ち上り箇所は鉄板２分割とする。）

６．　　Ｂ種接地抵抗値は関西電力協議値とする。

５．　　特記箇所を除く低圧回路で一般配線を使用する箇所は耐熱電線（HIE）を使用する。

４．　　特記箇所を除き、低圧盤裏面は銅帯バ－にて製作する。

３．　　分岐回路用ブレ－カ－は全て埋込型フラッシュプレ－ト付とする。

２．　　電流計（低圧用）はデジタルデマンドメ－タ－を使用する。

１．　　機器類は全て広角型、ＶＴ・ＣＴはモ－ルド型とする。

２０．　工事にあたっては指定の電気主任技術者と協議の上で行う。費用含む。

２１．　電力会社、所轄消防署への申請を行うこと。費用含む。

１９．　各盤内LED照明付とし、扉の開閉により点滅する。

１８．　キュービクル式受変電設備の製作完了時、工場立会検査を実施する。

１７．　消火器（ABC１０型）及び同収納箱（ｽﾃﾝﾚｽ製）を納入する。

１６．　予備として電力ヒューズを種別・容量毎１組納入する。

１５．　扉表面に危険物表示板を取り付ける。

１４．　LBSはストライカ機構、安全ロック機構、相間・側面バリア付とする。

１３．　キュービクル内安全通路部分には絶縁マットを敷設すること。

１２．　回路名称銘板の仕様：材質アクリル樹脂製、地色：白色、文字：裏面より

　彫刻後黒色塗料充填、字体：丸ゴシック、ビス止めとする。

２２．　基礎に接地極標示板　縦型　国土交通省型を設置する。

２３．　高圧地絡および、低圧一括地絡警報は事務室警報盤にて発報とする。

２８．　キュービクルは分割搬入据付が可能な構造とする。

２９．　配線用遮断器の二次側に幹線ケーブル接続端子台を設け接続する。

２７．　配線用遮断器の二次側に幹線ケーブル接続端子台を設け接続する。

２６．　2次側低圧制御ケーブル及び弱電ケーブルも同様に新設各盤端子台に接続する。

２５．　既設2次側低圧幹線ケーブルは、新設低圧配電盤端子台に接続する。

３０．　配線用遮断器の負荷名称を配電盤裏面に貼り付ける。

３１．　変圧器・コンデンサの機器銘鈑を各盤扉の内側に貼り付ける。

２４．　高圧引込ケーブルは耐水トリー性に優れた3層押出型とし、端末処理を新設し接続する。
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ＯＬ－　２

ＯＬ－　３

ＯＬ－　４

ＯＬ－　５

ＯＬ－　６

記号 警報表示名称

　ＨＧＲ

　低圧動力盤　漏電

　ﾘｱｸﾄﾙ温度異常

　低圧電灯盤　漏電

　ｺﾝﾃﾞﾝｻｰ異常

　動力変圧器温度異常

　動力ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ警報ＯＬ－　８

ＯＬ－　７ 　電灯変圧器温度異常

　電灯ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ警報

ＯＬ－１０

ＯＬ－　９

キュービクル異常とし警報盤へ一括警報とする。

警報盤へ

警報盤へ　発電機　異常

３２．　Jｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ M16-350×16本で施工する。

900900900

2,550

2,300

キュービクル　改修結線図 －

０６
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図面番号作成年月日

工事名称

図面名称

担当担当担当担当
事

記

ＭＡＥＤＡ
一級建築士大臣登録　第174018号　前田 陽一郎

株式会社 前田都市設計
校閲 主査

縮　　　尺

宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事
Ｅ－

３３．　設備台帳を作成し、提出する。(内容については監督職員と協議のもと決定する。)

　　　　全艶（指定色：2.5Y9/2）

消防庁告示第7号適合品

耐火区画

LBS 3PST

7.2KV 200A

PF×3 G30A

(前面･側面･相間ﾊﾞﾘｱ付)

6600V/210V

油入 高効率型

防振ｺﾞﾑ付

(ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ 法適合品)

Tr 3φ 100kVA

LBS 3PST

7.2KV 200A

PF×3 G30A

(前面･側面･相間ﾊﾞﾘｱ付)

SC

SR

3φ3W 243V　L=6%

3φ3W 7.2KV

LBS 3PST

7.2KV 200A

(前面･側面･相間ﾊﾞﾘｱ付)

PF×3 5A

1.53kvar用

25.5kvar

DA

V

VS
F

CT×2

0～300V

三菱電機 ME110GBA-H

参考品番

▲
0～500A

500/5A

DA

V

CT×2

VS
F

0～300V

三菱電機 ME110GBA-H

参考品番

▲
600/5A

0～400A

6600V/210-105V

油入 高効率型

防振ｺﾞﾑ付

(ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ 法適合品)

Tr 1φ75kVA

38ﾟ

EB

38ﾟ

LGR

LGR
警報盤へ

ZCT×2

EA･D

接地端子台

EDpc EDpt

5.5ﾟ 5.5ﾟ 38ﾟ

ED(ELB)

▲印は一括警報として警報盤に出力

警報信号は全てａ接点無電圧とする

7.2KV 200A

LBS 3PST

(前面･側面･相間ﾊﾞﾘｱ付)

PF×3 G50A

油温計付

Wh

PCT

EA

14ﾟ

(PAS,LA)

8KA(ZCT内臓 方向性) TC

過電流ﾛｯｸ機構付

PAS 7.2KV 3P200A

LA内臓

DGR

EM-CEE   2ﾟ-8C 

EM-CEE-S 2ﾟ-3C

N6

(GLT42)

AC100V 電源供給

▲

▲

▲

▲

▲ ▲

▲

MCCB

3P 600AF/600AT

油温計付

TC

▲
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（ＺＣＴ内蔵　高電流　Ｄ２機構付）

警報盤へ

（キューヒ゛クル内取付）

１４□ｘ１（ＶＥ１６）

Ｅ１

Ｅ１

構内柱
ＰＣ６．９ＫＶ

３０Ａｘ３

（素通し）

１４□ｘ１（ＶＥ１６）

ＬＡｘ３

８．４ＫＶ

ＬＢＳ

７．２ＫＶ３Ｐ２００Ａ

ＴＲ　１φ７５ＫＶＡ

※

ＺＣＴ

受変電設備単線結線図

３８□（ＶＥ１６）
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１４□ｘ１（ＶＥ１６）

警報盤へ
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発電機詳細図
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低圧電灯盤 低圧動力盤

既設負荷と共用既設負荷と共用
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°

ENG

FP-C 14□-3C(36)

MGS DT

3P100A

ﾊﾟｯｹｰｼﾞ型発電機

3φ 3W 220V 20KVA

ＬＶ-ＧＭ

ＨＰＣ－５０×３

Ｑヒューズ　１０Ａ

７．２ＫＶ　５０Ａ

タイムラグヒューズ　１０Ａ

ＨＰＣ－５０×３

７．２ＫＶ　５０Ａ

タイムラグヒューズ　１０Ａ

トップランナー形 トップランナー形

ＡＧＤ－Ｎ５２

ストライカー付

相間絶縁バリア付

ＫＩＰ２２ｓｑＫＩＰ２２ｓｑ

300/5Ａ DE110SAA

CW-15LW

300/5Ａ

CW-15LW

DE110SAA

キューヒ゛クル詳細図

 
14
°

 
14
°

キュービクル　撤去結線図 －

０７
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図面番号作成年月日

工事名称

図面名称

担当担当担当担当
事

記

ＭＡＥＤＡ
一級建築士大臣登録　第174018号　前田 陽一郎

株式会社 前田都市設計
校閲 主査

縮　　　尺

宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事
Ｅ－

注記事項

　　　　広域認定制度によるリサイクルシステムを利用しても良い。

６．　　発電機内に蓄電池HSE-40-12　2個が含まれているため、適正に処理する。

５．　　発電機内にアスベストが含まれているため、解体し適正に処理する。

１．　　Tｒ１Φ75KVA、Tr３Φ100KVA、SCはPCB分析調査を行う。

２．　　仮設時の関西電力送配電の引込開閉器操作費用含む。

４．　　電気主任技術者と調整のもと停電作業を行う。電気主任技術者立会費用は本工事に含む。

３．　　電気主任技術者と調整のもと停電作業を行う。電気主任技術者立会費用は本工事に含む。

SC 7.2kV 
21.3/25.5kvar



Ｆ１ Ｆ２

３

ＡＰ２５Ｃ－Ｓ（屋外）

※４方向エネルギー平均
　機側１ｍ、高さ１．２ｍ　半自由音場下による

横軸回転界磁形同期発電機

半導体式全自動充電

５Ｙ７／１　半ツヤ

キュ－ビクル 騒音値　※

塗装色

充電方式

耐　熱
クラス

保護方式

励磁方法

力　率

極　数

相　数

回転速度

発電機

励磁機

電機子：１５５（Ｆ）　界磁：１８０（Ｈ）

８０％

ブラシレス

３０００／３６００ｍｉｎ

３相３線

２極

－１

発電機

周波数

電　圧

電　流

形　式

容　量

２００／２２０　Ｖ

６３．６／６５．６Ａ

５０／６０　Ｈｚ

２２／２５　ｋＶＡ

１７．６／２０．０ｋＷ

セルモータによる電気始動

乾燥質量 ６３０ｋｇ

始動方式

バッテリ－

使　用
燃　料

冷却水量

種　類

容　量

６．６／７．８　Ｌ／ｈ

３．７Ｌ

２８　Ｌ

燃料消費量

搭載タンク容量

種　類

立形水冷４サイクルディ－ゼル機関エンジン

冷却方式

総排気量

回転速度

定格出力

形　式

燃焼方式

ラジエータ冷却

３０００　／　３６００　ｍｉｎ

直接噴射式

２６．０／２９．４ｋＷ

１．４９６　Ｌ

電機子：１５５（Ｆ）　界磁：１５５（Ｆ）

装備質量 ６６４ｋｇ

潤滑油量（全量／有効量） ７．２／４．７　Ｌ

冷却方式 自由通流形（ＩＣ０１）

４６／５３　ｍ　／　ｍｉｎ

始動時間 １０秒／４０秒

８５ｄＢ（Ａ）以下

項　　　　　目 デバイス 警報表示灯

（一括）

外　部　信　号警　　報
自動停止
機　　関

主回路遮断

溶融亜鉛メッキベース 認　定仕　様

保護形（ＩＰ２０）

緊　急　停　止

過　　電　　流

始　動　渋　滞

５Ｅ

４８Ｔ

５１

潤滑油油圧低下

冷却水温度上昇

６３Ｑ

２６Ｗ

１２

機種名称

ＲＥＨ

ＤＣ１２Ｖ－２４ＡＨ

（－社）日本内燃力発電設備協会

軽油

ラジエータファン排風量

過回転（過速度）

要目表

保護警報装置

遠隔通信項目

※　メーカーによる遠隔通信端末を装備するものとする。

項　目

発電出力

運転可能時間

燃料残油量

発電電流

バッテリー電圧

回転速度

保守運転日

パッケージ内部温度

シ
ス
テ
ム
デ
｜
タ

積算運転時間

発電電圧

項　目

自動／試験

運転可能／運転中

始動

発電／商用

停止

状
　
態

遠方／手元

充電中

故障

・「遠隔通信項目」をＷｅｂ閲覧する場合は、ユーザー登録を必要とする。

・ユーザー登録すると２４時間３６５日、メーカー窓口での受付を可能とする。

・メーカーによる遠隔監視が必要な場合は、別途有償契約とする。

※　設置場所の通信状況によっては別途延長配線が必要、または通信できない場合がある。

※　遠隔通信項目の項目名称は参考とする。

※　別置タンクの燃料残油量表示はオプションとし、別途協議で決定する。

（中央監視等項目とは異なります）

－１

遠隔通信端末

４２２ＲＳ

結線図

８３Ｒ

８３Ｇ

８３Ｒ ８３Ｇ

２７Ｒ

８３Ｇ ８３Ｒ

ＴＣ
ＣＴ

８４Ｇ Ｆ Ａ
～

Ｖ
～

６－７

５１

５－１６－９ ５－２

７セグメントＬＥＤ　デジタル表示（切替式）ＥＣＵ

ＭＣＣＢ－Ｇ１

Ｚ

充電器回路
ＹＬ

ＸＬ

負荷電源

Ｔ

Ｓ

Ｒ

Ｃ－１３

ＨＹ

ＨＸ

Ｃ－１６Ｃ－１５

ＲＥＬＡＹ　ＵＮＩＴ
ＭＲ１ ＭＲ２ＭＸ２

Ｃ－１４

ヒータ電源

５２３

商用電源
Ｙ

Ｘ

５２２

５２１

負荷商用
負荷発電

ＴＣＲ

４－８

ＥＣＵ

４－７

Ｕ Ｖ Ａ
３

Ａ
４

Ａ
２

Ａ
１

ＭＣＣＢ－Ｈ

６－５

ＨＸ

ＨＹ

Ａ－６ Ａ－２

Ｗ

Ｆ２

Ｆ１

ＥＸ ＧＳ
Ｖ

Ｕ

５２３

５２２

５２１

Ｘ

Ｙ

Ｚ

Ｓ

Ｔ

ＲＥＬＡＹ　ＵＮＩＴ

Ｒ
Ｅ
Ｌ
Ａ
Ｙ
　
Ｕ
Ｎ
Ｉ
Ｔ

Ｒ
Ｍ

Ｓ
Ｍ Ｙ Ｘ

Ｒ
Ｍ

Ｓ
Ｍ

Ｕ Ｖ

Ｕ Ｖ Ｗ

Ｗ

Ｚ１

Ｚ２

Ｒ

ＭＸ１

Ｃ
Ｎ
１
－
６

Ｃ
Ｎ
１
－
５

Ｃ
Ｎ
１
－
４ＣＮ１－３

ＣＮ１－２

ＡＶＲ

４－φ２０穴 燃料タンクドレン

監視窓

排気出口
６５Ａ

排風吸気

１
０
０

１
２
０
２

操作面側

ＥＮＧ側ＧＥＮ側

電線立上リ位置

共通台床

４－Ｍ１６用穴

６５ １５０

１９５ １３１０ １９５

１７００

１
０
２
．
５

８
５
５

１
０
２
．
５

１
０
６
０

４
３
５

２
５
０

１
７
０

裏面扉据置式

入線口

３９０ １４２０ ３９０

２２００

１
０
３
０

１５８

６５４ ６５４

７６５

８５５

９００ ４５ １３１０ ４５

１４００

発電設備外形図

基礎及び電線立上がり位置図

２５０ｍｍ

※　JｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄM16　250×4本　で施工する。

※　燃料を容量の限界まで入れておく。

発電機　仕様書 －

０８
R06.03

図面番号作成年月日

工事名称

図面名称

担当担当担当担当
事

記

ＭＡＥＤＡ
一級建築士大臣登録　第174018号　前田 陽一郎

株式会社 前田都市設計
校閲 主査

縮　　　尺

宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事
Ｅ－



Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

４，０００ ４，０００ ４，０００ ４，０００

ボイラー室

EM-CEE-S2mm2-3C、EM-CEE-2mm2- 8C（ＦＥＰ５０）

6kV EM-CET(EE) 38mm2 　　 　　　（ＦＥＰ８０）

（Ｃ）

ＥＭ－ＣＥＥＳ　２°－２Ｃ（Ｇ２２）

４４４Ｗ

（配線：新設　配管：新設）

床貫通斫り（８８Φ－２００ｍｍ）

ＥＭ－ＣＥＴ　６０°，Ｅ８°（Ｇ７０）

（配線：既設再使用　配管：既設再使用）

（配線：既設再使用）

４，０００

（ロ）

（配線：新設）

遠隔制御線

（イ）

ＥＣ

ＥＢ

ＥＰＥＡ．Ｄ

ＥＭ－ＣＥＴ　６０°，Ｅ８°（ピット内（Ｇ７０））

ＥＭ－ＣＥＴ　６０°，Ｅ８°（Ｇ７０）

冷温水発生機（ＣＨ－１）

冷温水発生機（ＣＨ－１）

４４４Ｗ

ケーブルラック　既設
（Ｚ３５－６００Ａ　×１段）

２，１００ ５，９００

Ｇ

９

（雨水貯留制御盤へ）

避難用スベリ台

ＥＭ－ＣＥＥ　２°－４Ｃ（既設）

ＥＭ－ＣＥＴ　２２°，Ｅ５．５°，ＥＬＢ５．５°（ＧＰ５４）

Ｍ１－Ａ

Ｌ－１

ＰＡＳ

ＥＤ（ＥＬＢ）

予備管　　　　　　　　　　　　　（ＦＥＰ８０）

（電気設備工事）
設備配管用開口(2150×300)

3,900

キュービクル新設

H:200

予備管　　　　　　　　　　　　　（ＦＥＰ５０）

発電機新設

設備配管用開口(150×250)

４－Ｍ１６用穴

（Ａ）＋（Ｂ）

土間排水75

G

G

1

CH

CHR

CH

100(露出)

100(露出)

50(露出)

GV32×2

FJ32×2

メンテナンス範囲

SGP-PB32(露出)

消火水槽ポンプ室受水槽

125

M29図参照

キュービクル新設

3,900

2
,9
00

キュービクル基礎新設

300500

設備配管用開口(300×300)

★

（新設）
気中開閉器（７．２ｋｖ２００Ａ）

既設配管接続し、ｹｰﾌﾞﾙは
EM-CET14°-3C　IE5.5入線

ＥＡ

GL-600

GL-1500

４４４Ｗ

４４４Ｗ

４４４Ｗ

４４４Ｗ

（Ｅ）

抜き替えを行う。

（地点Ａ）

電柱（10m- 19㎝-  6.0kN）

支線・支線ｶﾞｰﾄﾞ　根枷×2

P.B内で結線繋ぎ替え

ＥＭ－ＦＰ・Ｃ　１４°－３Ｃ，Ｅ１４°

ＥＭ－ＦＰ・Ｃ　１４°－３Ｃ
（ＦＥＰ６５）

発電機（一次側）

発電機（二次側）

Ｍ３０
（Ｃ）

（イ）

ＥＭ－ＩＥ　５．５°×１（ＶＥ１６）
ＥＭ－ＩＥ　　３８°×１（ＶＥ２２）

ＥＭ－ＩＥ　　６０°×１（ＶＥ２８）

測定用
Ｄ種（ＥＬＢ）

Ｂ種

ＥＭ－ＩＥ　５．５°×１（ＶＥ１６）
ＥＭ－ＩＥ　　３８°×１（ＶＥ２２）

測定用
（ロ）

Ａ種・Ｄ種

ＥＭ－ＣＥＥ　　　２°－４Ｃ　　　　（ＦＥＰ３０） 発電機　異常

ＥＭ－ＩＥ　　３８°×１（ＶＥ２２）

（ハ）

Ａ種・Ｄ種

ＥＭ－ＣＥ１４°－３Ｃ，Ｅ５．５°
（ＦＥＰ４０）

雨水貯留Ｍ２８
（Ｄ）

ＥＭ－ＣＥＴ２２°－３Ｃ，Ｅ１４° ほほえみ夢広場Ｌ１４

（Ｅ）

（ＦＥＰ５０）
ＥＭ－ＣＥＴ３８°－３Ｃ，Ｅ１４° 第３会議室空調機Ｍ２６（ＦＥＰ５０）

（Ａ）　地中埋設配管 （配線：既設再使用　配管：新設）

（ＦＥＰ６５）

（ＦＥＰ８０）×２ 予　　備

（ＦＥＰ６５）

（配線：既設再使用　配管：新設）（Ｂ）　地中埋設配管

（ＦＥＰ６５）

（ＦＥＰ６５）
（ＦＥＰ６５）

予　　備（ＦＥＰ８０）×２

ＥＭ－ＣＥＴ　　１５０°（ＦＥＰ８０）
ＥＭ－ＣＥＴ　　１００°（ＦＥＰ８０）

Ｌ１１
Ｌ１３ Ｌ２－２・Ｌ３－２

Ｌ１－１・Ｌ２－１・Ｌ３－１

Ｌ１－２Ｌ１２ＥＭ－ＣＥＴ　　　６０°
複合盤

Ｌ１７

Ｌ１６

ＥＭ－ＦＰ・Ｃ　５．５°－２Ｃ

ＥＭ－ＦＰ・Ｃ　５．５°－２Ｃ
（ＦＥＰ８０）

接地　Ｄ種　ＩＥ２２°×２ Ｄ種・Ｄ種（ＥＬＢ）接地幹線

ＥＭ－ＣＥＴ　　　３８°

防災ＡＭＰ

Ｌ－ＢＬ１５
ＥＭ－ＣＥ　　５．５°－２Ｃ Ｌ１８ ポンプ室電灯

ＥＭ－ＣＥＴ　　　３８°
ＥＭ－ＣＥＴ　　　２２°

ＥＭ－ＣＥ　　　８°－３Ｃ
ＥＭ－ＣＥＥ　　２°－６Ｃ

ＥＭ－ＣＥ　　　１４°－３Ｃ
ＥＭ－ＦＰＣ　　　８°－３Ｃ

Ｌ１－２・Ｌ２－２・Ｌ３－２Ｍ２４
Ｍ２７ エレベーター

Ｍ２９ Ｍ－２

給水ポンプＭ３３
Ｍ３１ 消火ポンプ

警報（ＨＧＲ・ＬＧＲ・発電機異常）

Ｍ３２
Ｍ２５

空調動力盤（Ｍ１－Ａ）ＥＭ－ＣＥＴ　　　２２°
ＥＭ－ＣＥＴ　　　６０° 冷温水発生機（ＣＨ－１）

ｽﾃﾝﾚｽ・LA内蔵

　防水鋳鉄管  75 600㎜ 片R 水切りつば付き　×5個
　防水鋳鉄管 100 600㎜ 片R 水切りつば付き　×7個

※キュービクルからピット内への防水処理は下記の通り止水処理を施すこと。

（Ｅ）

ＥＭ－ＣＥＴ１４°－３Ｃ，Ｅ５．５° Ｍ２８

（Ｆ）

（ＶＥ３６）

（Ｄ）

（Ｆ）

設備ヤード　幹線動力設備　改修図

０９
R06.03

図面番号作成年月日

工事名称

図面名称

担当担当担当担当
事

記

ＭＡＥＤＡ
一級建築士大臣登録　第174018号　前田 陽一郎

株式会社 前田都市設計
校閲 主査

縮　　　尺

宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事
Ｅ－

１／５０

電灯盤

ﾌﾟﾙﾎﾞｯｸｽ SUS (WP)  400×400×400
４４４Ｗ

動力盤

※ピット内への貫通は鉄筋探査を行うこと。

接地端子箱(TB-AS1)

配管保護ｺﾝｸﾘｰﾄ
W:400×D:400×H:200
部分詳細図参照



１

ＣＨ

作業工作室

ボイラー室

ＣＨ－１電源線 ＥＭ－ＣＥＴ　６０°，Ｅ８°（ＦＥＰ６５）

ＦＰ－Ｃ　１４°－３Ｃ，Ｅ１４°（ＶＥ３６）

ＦＰ－Ｃ　１４°－３Ｃ　　　　　（ＶＥ３６）
ＣＶＶ　　　２°－２Ｃ　　　　　（ＶＥ２２）

ポンプ室

ＨＰ

Ｐ－１

（キュービクル撤去）

（発電機撤去）

（地点Ａ）

（配線：一時撤去　仮設配管：撤去）

６ｋｖ　ＣＶ　３８°－３Ｃ（Ｇ７０）
地中埋設配管（撤去）

　　　　ＣＶＶ　２°－９Ｃ（Ｇ２８）

管理会議室

ＰＢ３００×３００×３００
ＳＵＳ製（撤去）

既設鋼管ポール

（撤去）

ケーブルラック　既設
（Ｚ３５－６００Ａ　×１段）

（配管・配線撤去）

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ

４，０００ ４，０００ ４，０００ ４，０００４，０００

Ｌ－１

（Ｄ）

ＣＶ　２２°－３Ｃ，Ｅ５．５（ＦＥＰ４０）

（配線のみ撤去）

（現状のまま）

Ｌ１４

ＥＭ－ＣＥＴ　３８°．Ｅ１４°（ＦＥＰ４０）
（地中埋設配管）撤去（Ｄ）

（Ｅ）（地中埋設配管）配線のみ撤去

（地中埋設配管）配線のみ撤去（Ｆ）

Ｍ２６

警　報ＣＶＶ　　　２°－４Ｃ　　　　（ＶＥ２２）

Ｌ１４

Ｍ２８

Ｍ２８ＣＶ　１４°－３Ｃ．Ｅ５．５°（ＶＥ３６）

ＣＶ　１４°－３Ｃ．Ｅ５．５°（ＶＥ３６）

ＣＶ　２２°－３Ｃ．Ｅ５．５°（ＶＥ３６）

６ｋｖ　ＣＶ　３８°－３Ｃ（Ｇ７０）

　　　　ＩＶ５．５°　　　（Ｇ３６）

構内柱露出配管（配管配線共、撤去）

気中開閉器（７．２ｋｖ２００Ａ）
（撤去）

腕金×7本、支線撤去
（撤去）

　　　　ＩＶ５．５°　　　（Ｇ３６）

　　　　ＣＶＶ　２°－９Ｃ（Ｇ２８）

ＰＢ４００×４００×４００
ＳＵＳ製（撤去）

設備ヤード　幹線動力設備　撤去図

１０
R06.03

図面番号作成年月日

工事名称

図面名称

担当担当担当担当
事

記

ＭＡＥＤＡ
一級建築士大臣登録　第174018号　前田 陽一郎

株式会社 前田都市設計
校閲 主査

縮　　　尺

宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事
Ｅ－

１／５０

ＥＭ－ＣＥＥＳ　２°－２Ｃ（Ｇ２２）

（配線：既設再使用　配管：既設再使用）

遠隔制御線 既設配管接続し、ｹｰﾌﾞﾙは
EM-CET14°-3C　IE5.5入線
抜き替えを行う。

（Ｆ）

ＥＭ－ＣＥＴ１４°－３Ｃ，Ｅ５．５° Ｍ２８

（Ｆ）

（ＶＥ３６）
配線のみ撤去、配管再利用

（Ａ）　既存配管・配線撤去　（地点Ａまで配線一時撤去）

（Ｃ）　ケーブルラック （Ａ地点まで一時撤去）

（Ｂ）　既存配管・配線撤去　（地点Ａまで配線一時撤去）

ＥＭ－ＣＥ　　５．５°－３Ｃ

ＥＭ－ＦＰ・Ｃ　５．５°－２Ｃ

接地　Ｄ種　ＩＥ２２°　(ＣＰ３１）

ＥＭ－ＣＥＴ　　　３８°

ＥＭ－ＦＰ・Ｃ　５．５°－２Ｃ（ＣＰ３１）

（ＣＰ５１）

ＥＭ－ＣＥＴ　　１００°（ＧＰ７０）
ＥＭ－ＣＥＴ　　１５０°（ＧＰ８２）

ポンプ室電灯

Ｌ１－１・Ｌ２－１・Ｌ３－１
Ｌ２－２・Ｌ３－２

Ｌ１－２

Ｌ１１

Ｌ１６ 複合盤

防災ＡＭＰ

Ｄ種（ＥＬＢ）接地幹線

Ｌ－Ｂ

ＥＭ－ＣＥ　　　１４°－３Ｃ

ＥＭ－ＦＰＣ　　　８°－３Ｃ　(ＣＰ３１）

ＥＭ－ＣＥＥ　　２°－６Ｃ

ＥＭ－ＣＥＴ　　　３８°
ＥＭ－ＣＥＴ　　　２２°(ＣＰ３９）
ＥＭ－ＣＥ　　　８°－３Ｃ　(ＣＰ３１）

ＥＭ－ＣＥＴ　　　２２°(ＣＰ３９）

給水ポンプ

消火ポンプ

Ｍ２４ Ｌ１－２・Ｌ２－２・Ｌ３－２
Ｍ２７ エレベーター
Ｍ２９

空調動力盤（Ｍ１－Ａ）

Ｍ－２

警報（ＨＧＲ・ＬＧＲ・発電機異常）

ＥＭ－ＣＥＥ　　２°－６Ｃ

ＥＭ－ＦＰＣ　５．５°－２Ｃ
ＥＭ－ＦＰＣ　５．５°－２Ｃ

ＥＭ－ＣＥ　　　８°－３Ｃ

ＥＭ－ＣＥＴ　１５０°

ＥＭ－ＣＥＴ　１００°
ＥＭ－ＣＥＴ　　６０°

ＥＭ－ＣＥＴ　　　３８°

ＥＭ－ＣＥＴ　　３８°

ＥＭ－ＣＥＴ　　２２°

ＥＭ－ＣＥ　　５．５°－３Ｃ
接地　Ｄ種　ＩＥ２２°×２
ＥＭ－ＣＥ　　　１４°－３Ｃ

ＥＭ－ＦＰＣ　　　８°－３Ｃ

ＥＭ－ＣＥＴ　　　２２°

複合盤
防災ＡＭＰ

Ｌ１６

Ｍ－２Ｍ２９

Ｌ１１

Ｌ１－２
Ｌ２－２・Ｌ３－２

Ｌ１－１・Ｌ２－１・Ｌ３－１

Ｌ－Ｂ

Ｍ２４ Ｌ１－２・Ｌ２－２・Ｌ３－２

Ｍ２７ エレベーター

ポンプ室電灯
Ｄ種・Ｄ種（ＥＬＢ）接地幹線

Ｍ３１ 消火ポンプ

給水ポンプ

空調動力盤（Ｍ１－Ａ）

警報（ＨＧＲ・ＬＧＲ・発電機異常）

Ｌ１３

Ｌ１２

Ｌ１５

Ｌ１７

Ｌ１８

Ｍ３３

Ｍ３１
Ｍ３２

Ｌ１３
Ｌ１２

Ｌ１７

Ｌ１８

Ｍ３２

Ｌ１５

Ｍ３２

ＥＭ－ＣＥＥ　　２°－　２Ｃ 雨水貯留槽

ＥＭ－ＣＥＴ　　６０°（ＣＰ６３）

接地　Ｄ種　ＩＥ２２° Ｄ種接地幹線（ＣＰ３９）

（ＣＰ５１）

（Ｂ）

（Ａ）

（Ｃ）
M1-A

ＥＭ－ＣＥＴ　２２°，Ｅ５．５°，ＥＬＢ５．５°（Ｇ３６）

床貫通斫り（５０Φ－１５０ｍｍ）

ケ
ー
ブ
ル
ラ
ッ
ク
（
Ｚ
３
５
－
５
０
０
Ａ
）
新
設

ケーブルラック（Ｚ３５－５００Ａ）

ケーブルラック（Ｚ３５－３００Ａ）

ＥＭ－ＣＥＥ　　２°－３Ｃ

ＥＭ－ＣＥＥ　　２°－　６Ｃ
ＥＭ－ＣＥＥ　　２°－１０Ｃ

ＥＭ－ＣＥＥ　　２°－　２Ｃ
ＥＭ－ＨＰ　　１．２－　３Ｐｒ

ＥＭ－ＣＥＥ　　２°－６Ｃ
ＥＭ－ＦＰＣ　５．５°－２Ｃ

ＥＭ－ＦＰＣ　５．５°－２Ｃ
ＥＭ－ＣＥ　　　　８°－３Ｃ

ＥＭ－ＣＥＴ　１５０°

ＥＭ－ＣＥＴ　１００°
ＥＭ－ＣＥＴ　　６０°

ＥＭ－ＣＥＴ　　３８°
ＥＭ－ＣＥＴ　　３８°

ＥＭ－ＣＥＴ　　２２°

接地　Ｄ種　ＥＭ－ＩＥ２２°×１
接地　Ｄ種　ＥＭ－ＩＥ２２°×１

Ｌ１６

Ｌ１７
Ｍ２９

Ｌ－Ｂ

Ｌ１－２
Ｌ２－２・Ｌ３－２

Ｌ１－１・Ｌ２－１・Ｌ３－１Ｌ１１

Ｍ２４ Ｌ１－２・Ｌ２－２・Ｌ３－２

エレベーターＭ２７

複合盤

防災ＡＭＰ
Ｍ－２

Ｄ種接地幹線
Ｄ種（ＥＬＢ）接地幹線

補給水槽電極

警報(給水)・雨水貯留槽
消火ポンプユニット　警報

緊急遮断弁　警報
消火ポンプ起動

ＨＧＲ・ＬＧＲ・発電機異常

Ｌ１３
Ｌ１２

Ｌ１５

配管保護ｺﾝｸﾘｰﾄ
W:300×D:300×H:200
部分詳細図参照

ＥＭ－ＣＥＥ　　２°－　２Ｃ 雨水貯留槽　警報　既設

M-PW

P.B
(400×400×200 SUS-WP)

ｺﾝｸﾘｰﾄ復旧（Ｗ＝６００）

（ＦＥＰ１００）

補給水槽電極

警報（消火）
警報（給水）

警報（遮弁）
消火栓起動

（建築工事）

（地中埋設配管）ＧＬ－６００
ＥＭ－ＣＥ　１４°－３Ｃ，Ｅ８°×２

ＥＭ－ＣＥ　　５．５°－３Ｃ
ＥＭ－ＣＥＥ　　２°－　３Ｃ

ＥＭ－ＣＥＥ　　２°－　６Ｃ
ＥＭ－ＣＥＥ　　２°－１０Ｃ

ＥＭ－ＣＥＥ　　２°－　２Ｃ

ＥＭ－ＦＰＣ　８°－３Ｃ，Ｅ５．５°　（ＦＥＰ１００）

ＥＭ－ＨＰ　１．２－　３Ｐｒ　　　　　（ＦＥＰ８０）

給水Ｐ電源
消火Ｐ電源

ポンプ室電灯

雨水貯留槽ＥＭ－ＣＥＥ　　２°－　２Ｃ　　　　　（ＦＥＰ８０）

斫り貫通（１２５φ－２５０ｍｍ×４）

掘削・処分

ｺﾝｸﾘｰﾄｶｯﾀｰ入れ
床溝斫り（Ｗ＝６００）

配管保護ｺﾝｸﾘｰﾄ
W:400×D:400×H:200　
部分詳細図参照

（建築工事）

（Ｄ）



Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

４，０００ ４，０００ ４，０００ ４，０００

ボイラー室

４，０００

管理会議室

２，１００ ５，９００

Ｇ

９

避難用スベリ台
作業工作室

3,
30
0

350 3,890910

1,260 3,540

350710

1,060

6,210

（既設受水槽ポンプ室）

消火ポンプユニット

揚水ポンプユニット

H:200

6KV　CET　38°－3C（FEP80）
     CEE-S2.0°-3C（FEP50）

構内柱露出配管

構内柱（現状のまま）

ＰＡＳ

6KV　CET　38°－3C(EE)（FEP80）
床ｺﾛｶﾞｼ保護管

125 H:250

     CEE  2.0°-10C  

     CEE-S2.0°-3C（FEP50）
     CEE  2.0°-10C  

（キュービクル）

CET　22°－3C　IE5.5（ｺﾛｶﾞｼ）
床ｺﾛｶﾞｼ

CET　14°－3C　IE5.5（ｺﾛｶﾞｼ）

P.B300×300×300(SUS)WP 新設

P.B300×300×300(SUS)WP 新設

（発電機）

Ｌ－１

設備ヤード　幹線動力設備　仮設配線図

１１
R06.03

図面番号作成年月日

工事名称

図面名称

担当担当担当担当
事

記

ＭＡＥＤＡ
一級建築士大臣登録　第174018号　前田 陽一郎

株式会社 前田都市設計
校閲 主査

縮　　　尺

宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事
Ｅ－

１／５０

以降配置図参照



3,5003,500 3,800

21,300 4,500 900 480

５ ６ ７ ８ ９

NP　03

キー付

C　H
A　6

NP02

NP01

460

450

2
0

9
0
0

EM-CET38°E14°(CP51)残置

1/100北面立面図

1,370

９ 断面図　　　　1/50

900

▽1FL

▽2FL

▽3FL

▽RFL

1,050

300*1000

300*700

150-1000

250-450
300*700

12
,3
50

1
,1
50

1
1,
20
0

5
50

60
0

3
,6
00

3
,6
00

3
,7
50

25
0

250*450

6
65

10
0

1,
15
0

ﾋﾟｯﾄ

32
0

2
50

470900

27030

再生砕石 RC-40　厚100

100100

D13@200(ﾀﾃﾖｺ共)

2,300

捨てｺﾝｸﾘｰﾄ（Fc18-15）厚50

基礎周囲：ｺﾝｸﾘｰﾄt=100ｺﾃ押え

ｺﾝｸﾘｰﾄ基礎
ｺﾝｸﾘｰﾄ 厚300

雨水配管　注意

北面立面図・断面図（改修）

１２
R06.03

図面番号作成年月日

工事名称

図面名称

担当担当担当担当
事

記

ＭＡＥＤＡ
一級建築士大臣登録　第174018号　前田 陽一郎

株式会社 前田都市設計
校閲 主査

縮　　　尺

宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事
Ｅ－

1/50　1/100　

L-1

ＥＡ（ＬＡ）

根伽ブロック×2

接地端子箱（TB-AS1）

電力会社　装柱アーム

端末処理材

ＰＡＳ　７.２ｋＶ

２００Ａ

ＬＡ内蔵

EM-CET22°E14°（GP54）L14
EM-CET38°E14°（GP54）M26

ｹｰﾌﾞﾙ保護用合成樹脂被覆鋼管(GLT)

6kV EM-CET38°(EE)ｹｰﾌﾞﾙ (70) 露出×1
 EM-CEE2°-8C、 EM-CEES2°-3C(42) 露出×1
予備管 (70) 露出×1
予備管 (42) 露出×1

ｹｰﾌﾞﾙ保護用合成樹脂被覆鋼管(GLT)

EM-CET38°ｹｰﾌﾞﾙ (54) 露出×1　M26
EM-CET22°ｹｰﾌﾞﾙ (54) 露出×1　L14

ｱﾝｶｰ７号・支線ｶﾞｰﾄﾞ　根枷×2
電柱 （10m- 19㎝-  6.0kN）

腕金1800mm×7本

ＳＵＳ



1/100

6
0
0

3
,
6
00

3
,
60
0

3
,
75
0

25
0

△G.L

▽1FL

▽2FL

▽3FL

▽RFL

5
5
0

2,000 6,0004,000 4,0004,0004,0004,0006,000 2,000

西面立面図

8,0008,000 20,000

ＡＢＣＤＥＦＧＨ

EM-CEES2ﾟ-2C(G22)残置
(露出配管)

200×200×200SUS-WP残置 200×200×200SUS-WP残置

200×200×200SUS-WP残置

200×200×200SUS-WP

EM-CET38°E14°(CP51)

GL

基礎CON　撤去

抱縛バンド×5(撤去)

小口径自在バンド(撤去)

異種接続材

至、キュービクル

EM-CET38°E14°（FEP40)

EM-CET38□E14□（GP42塗付)

防水処理

支線バンド(撤去)

碍子

支線38□

支援カバー

アンカー2.5t

埋設テープ

鋼管柱SC（Φ114.3　L7m　塗装付）

EM-CET38°E14°（メッセン45°）撤去

撤去

撤去

撤去

撤去

西面立面図（撤去） －

１３
R06.03

図面番号作成年月日

工事名称

図面名称

担当担当担当担当
事

記

ＭＡＥＤＡ
一級建築士大臣登録　第174018号　前田 陽一郎

株式会社 前田都市設計
校閲 主査

縮　　　尺

宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事
Ｅ－



ＧＬ

ｺﾝｸﾘｰﾄ保護

ﾊﾝｶﾞｰｻﾄﾞﾙ (SUS) 

ｺﾞﾑｼｰﾄ 3t （屋上部）

ﾈｸﾞﾛｽ MKB15GB 同等品

1500以下

支持間隔

配管用ブロック

ﾈｸﾞﾛｽ MKBGB1510 同等品

寸法は参考

150

1
10

3

鉄筋取付

ＧＬ

ｺﾝｸﾘｰﾄ保護

ｺﾝﾋﾞﾈｰｼｮﾝ ｶｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ

鉄筋取付

２１ FEP管立ち上げ仕舞露出配管支持参考図

４ 地中埋設管

８

　　　強電の幹線ケーブルには用途、行先、ケーブルサイズ等を記入した名称札を取り付ける。

ケーブル名称札

強電(電灯･動力)幹線
●強電幹線名表示記入例

自:ＳＳ～

電圧種別 ケーブル種別

３φ３Ｗ　２１０Ｖ ＣＥ－Ｔ　２２ｓｑ

至:１階　Ｌ－１

幹線No.  **-**

・プルボックス内に取付ける。

透明ビニル製

ナイロン製

設置場所

・発着点の両端末（配電盤，動力盤，電灯分電盤）

自
:Ｓ
Ｓ
～

３
φ
３
Ｗ
　
２
１
０
Ｖ

ケ
ー
ブ
ル
種
別

電
圧
種
別

Ｃ
Ｅ
－
Ｔ
　
２
２
ｓ
ｑ

至
:１
階
　
Ｌ
－
１

幹
線
No
. 
 *
*-
**

４０

６０

* * *

分電盤ニ次側

２５

片面に記入する

：ＡＣ１φ２００Ｖ　コンセント
：ＡＣ１φ１００Ｖ　コンセント

回路番号

取付札の詳細

：ＡＣ１φ２００Ｖ　空調
：ＡＣ１φ１００Ｖ　空調

：ＡＣ１φ１００Ｖ　照明
：ＡＣ１φ２００Ｖ　照明

ＧＬ 埋設表示テ－プ　3.5倍長(W)150

コンクリート舗装 厚100　　N18-15-25

溶接金網

防護砂

再生ｸﾗｯｼｬﾗﾝ

10
0

掘削断面　1/25

200 200

電気配管

配管と配管は50mm以上離す。

1
00

部分詳細図 －

１４
R06.03

図面番号作成年月日

工事名称

図面名称

担当担当担当担当
事

記

ＭＡＥＤＡ
一級建築士大臣登録　第174018号　前田 陽一郎

株式会社 前田都市設計
校閲 主査

縮　　　尺

宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事
Ｅ－

４ 地中埋設管

・ピット内に１か所程度（ﾊﾝﾄﾞﾎｰﾙ付近）



幹線系統図

▽4FL

▽3FL

▽2FL

▽1FL

L2-1

ELV

3E

ET-1

Ｌ１１

ＥＭ－ＣＥ　８°－３Ｃ，Ｅ５．５°×２（３１）

ＥＭ－ＩＥ　３８°×３，Ｅ１４°×２（Ｆ５０）

ＥＭ－ＩＥ　３８°×３，Ｅ１４°×２（Ｃ３９） Ｌ１１

ＥＭ－ＦＰＣ　５．５°－２Ｃ（２５）

ＥＭ－ＦＰＣ　５．５°－２Ｃ（２５）

ＥＭ－ＣＥ　　　　８°－３Ｃ（３１）
ＥＭ－ＩＥ　１４°×２（２５）

ＥＭ－ＦＰＣ　５．５°－２Ｃ
ＥＭ－ＦＰＣ　５．５°－２Ｃ

ＥＭ－ＣＥＴ　１５０°　　

ＥＭ－ＣＥＴ　　６０°　　
ＥＭ－ＣＥＴ　１００°　　

L3-1

ＡＭＰ

ＥＭ－ＦＰＣ　５．５°－２Ｃ

ＥＭ－ＦＰＣ　５．５°－２Ｃ

ＥＭ－ＩＥ　１００°×３，Ｅ１４°×２（７５）

ＥＭ－ＣＥＴ　１５０°（８２）

ＥＭ－ＣＥ　　　８°－３Ｃ
ＥＭ－ＣＥＴ　　３８°　　

ＥＭ－ＣＥＴ　　２２°　　

ＥＭ－ＩＥ１４°×２　　　

L2-2

L-B

Ｌ１３ＥＭ－ＩＥ　３８°，Ｅ１４°（３９）

ＥＭ－ＩＥ　２２°，Ｅ１４°（３９）

L3-2

L-A

ＥＭ－ＣＥＴ　６０°，Ｅ１４°×２（Ｆ６３）

ＥＭ－ＣＥ　８°－３Ｃ，Ｅ５．５°，ＥＬＢ５．５°

L-A

L-A

ＥＭ－ＣＥ　８°－３Ｃ，Ｅ５．５°，ＥＬＢ５．５°

（Ｃ５１）
Ｌ１３

ＥＭ－ＩＥ　２２°×３，Ｅ１４°

ＥＭ－ＩＥ　３８°×３，Ｅ１４°

M-2

空調盤

ＥＭ－ＩＥ　１００°×３，Ｅ１４°（Ｃ７５）
ＥＭ－ＩＥ　　３８°×３，Ｅ１４°（Ｃ５１）

Ｌ１３

ＥＭ－ＣＥＴ　３８°，Ｅ５．５°×２

ＥＭ－ＣＥＴ　２２°，Ｅ５．５°×２
ＥＭ－ＣＥＴ　３８°，Ｅ５．５°×２

ＥＭ－ＣＥＴ　　　　　３８°，Ｅ１４° Ｍ２６

幹線設備　系統図

電柱

ＥＭ－ＣＥＴ　３８°．Ｅ１４°（ＦＥＰ５０）

ＥＭ－ＣＥＴ　２２°．Ｅ１４°（ＧＬＴ５４）

ＥＭ－ＣＥＴ　２２°．Ｅ１４°（メッセンジャー２２°）

ＣＥ１４°－３Ｃ，Ｅ５．５°(ＦＥＰ４０)
ＣＥＥ　２°－２Ｃ　　　　（Ｇ２２）

ＥＭ－ＣＥＴ　６０°，Ｅ８°（ＦＥＰ６５）

ＥＭ－ＣＥＴ　　　　　３８°，Ｅ１４°（Ｇ５４） Ｍ２６

Ｍ２６

（至る、雨水貯留制御盤へ）

受水槽・ポンプ室

消火ポンプ
ユニット MP-W

４４２（Ａ） ４４２Ｗ

屋外ｷｭｰﾋﾞｸﾙ

ＣＨ－１

ＥＭ－ＣＥＥ　　２°－１０Ｃ（Ｅ３１）

ＥＭ－ＣＥＥ　　２°－　５Ｃ（Ｅ２５）

ＥＭ－ＣＥ　５．５°－３Ｃ，Ｅ２．０×２（Ｅ３１）
水位

警報（給水）

給水Ｐ電源

ＥＭ－ＣＥＥ　２°－３Ｃ

配線ﾋﾟｯﾄ
ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ W600

補給水槽電極

（Ｂ）

（Ａ）

（Ｃ）

ＥＭ－ＦＰＣ　１．６－３Ｃ（Ｅ１９）

ＥＭ－ＣＥＥ　　２°－６Ｃ（Ｅ２５）

ＥＭ－ＦＰＣ　８°－３Ｃ，Ｅ５．５°（Ｅ３１）

消火栓起動

警報（消火）
消火Ｐ電源

ＥＭ－ＣＥＴ　　６０°（６３）
ＥＭ－ＣＥＴ　１００°（７５）

ＥＭ－ＣＥＴ　　３８°（５１）
ＥＭ－ＣＥＴ　　２２°（３９）

Ｍ２４
Ｍ２７

接地線ＥＭ－ＩＥ１４°×２　（２５）

（Ｂ）

（Ｃ）

ＥＭ－ＣＥＴ　１５０°

ＥＭ－ＣＥＴ　　６０°
ＥＭ－ＣＥＴ　１００°

ＥＭ－ＦＰＣ　５．５°－２Ｃ
ＥＭ－ＦＰＣ　５．５°－２Ｃ
ＥＭ－ＣＥＴ　　３８°

ＥＭ－ＣＥＴ　　２２°

ＥＭ－ＣＥ　　　　８°－３Ｃ

接地　Ｄ種　ＥＭ－ＩＥ１４°×２ 接地幹線

ＥＭ－ＣＥＴ　　３８°

ＥＭ－ＦＰＣ　１．６－３Ｃ 消火ポンプ起動

ＥＭ－ＣＥＥ　　２°－６Ｃ
ＥＭ－ＣＥＥ　　２°－６Ｃ

ＥＭ－ＣＥＥ　　２°－３Ｃ

加圧ポンプユニット　警報

消火ポンプユニット　警報

ＨＧＲ・ＬＧＲ・発電機異常

ＥＭ－ＣＥＴ　　３８°，Ｅ８°×２（ころがし）

ＥＭ－ＦＰＣ　５．５°－２Ｃ（２５）

ＥＭ－ＣＥＴ　１５０°，Ｅ１４°×２（８２）

ＥＭ－ＦＰＣ　５．５°－２Ｃ（２５）

ＥＭ－ＣＥＴ　　３８°（ころがし）

ＥＭ－ＣＥＴ　３８°，Ｅ１４°×２（Ｆ５０）

ＥＭ－ＣＥＴ　　２２°

ＥＭ－ＩＥ　２２°×３，Ｅ５．５°（Ｅ３１）

ＥＭ－ＩＥ　１４°×１　　　　　　（Ｅ２５）

ＥＭ－ＩＥ　２２°×３，Ｅ５．５°（Ｅ３１）

ＥＭ－ＩＥ　１４°×１　　　　　　（Ｅ２５）

Ｍ２４

Ｍ２４

Ｍ２４

Ｌ１１

Ｌ１２
Ｌ１３

Ｌ１６
Ｌ１７

Ｌ１５
Ｌ１４

Ｍ２４
Ｍ２９

接地線
Ｍ２７

Ｌ１１

Ｌ１２
Ｌ１３

Ｌ１４

Ｌ１５

Ｌ１６
Ｌ１７

Ｍ２９
Ｍ２４

Ｍ２７

Ｌ１－１・Ｌ２－１・Ｌ３－１

Ｌ１－２
Ｌ２－２・Ｌ３－２

防災ＡＭＰ
複合盤

Ｌ－Ｃ

Ｌ－Ｂ

Ｌ１－２・Ｌ２－２・Ｌ３－２

Ｍ－２
ＥＬＶ

Ｌ１２
Ｌ１３

Ｌ１１

Ｌ１５

Ｌ１７

Ｌ１６

Ｌ１１

Ｌ１７

Ｌ１６

Ｌ１５

Ｍ２９
接地線

Ｌ１１
Ｌ１５

Ｌ１７
Ｌ１６

Ｌ１１

Ｍ２７

Ｍ２７

ＥＭ－ＣＥ　８°－３Ｃ，Ｅ５．５°，ＥＬＢ５．５°

ＥＭ－ＣＥＥ　２°－３Ｃ（Ｇ２２）

ＥＭ－ＣＥＥ　２°－３Ｃ（２８）

（新設）

（現状のまま）

L1-2

M1-A

（現状のまま）

L1-1

ＩＥ２２°×３（Ｆ６３）

電源は抜き替え

ＥＭ－ＣＥＴ　２２°．Ｅ１４°（ＦＥＰ５０） Ｌ１４

ＥＭ－ＣＥＴ　３８°．Ｅ１４°（ＧＬＴ５４）
（新設）

ＥＭ－ＣＥＴ　３８°．Ｅ１４°（メッセンジャー２２°）
（新設）

（Ａ）　地中埋設配管 （配線：既設再使用　配管：新設）

（ＦＥＰ６５）

（ＦＥＰ８０）×２ 予　　備

（ＦＥＰ６５）

（ＦＥＰ６５）

（ＦＥＰ６５）

（ＦＥＰ６５）
予　　備（ＦＥＰ８０）×２

ＥＭ－ＣＥＴ　　１５０°（ＦＥＰ８０）
ＥＭ－ＣＥＴ　　１００°（ＦＥＰ８０）

Ｌ１１
Ｌ１３ Ｌ２－２・Ｌ３－２

Ｌ１－１・Ｌ２－１・Ｌ３－１

Ｌ１－２Ｌ１２ＥＭ－ＣＥＴ　　　６０°
複合盤

Ｌ１７

Ｌ１６

ＥＭ－ＦＰ・Ｃ　５．５°－２Ｃ

ＥＭ－ＦＰ・Ｃ　５．５°－２Ｃ
（ＦＥＰ８０）

接地　Ｄ種　ＩＥ２２°×２ Ｄ種・Ｄ種（ＥＬＢ）接地幹線

ＥＭ－ＣＥＴ　　　３８°

防災ＡＭＰ

Ｌ－ＢＬ１５
ＥＭ－ＣＥ　　５．５°－２Ｃ Ｌ１８ ポンプ室電灯

ＥＭ－ＣＥＴ　　　３８°

ＥＭ－ＣＥＴ　　　２２°
ＥＭ－ＣＥ　　　８°－３Ｃ
ＥＭ－ＣＥＥ　　２°－６Ｃ

ＥＭ－ＣＥ　　　１４°－３Ｃ

ＥＭ－ＦＰＣ　　　８°－３Ｃ
Ｌ１－２・Ｌ２－２・Ｌ３－２Ｍ２４

Ｍ２７ エレベーター
Ｍ２９ Ｍ－２

給水ポンプＭ３３

Ｍ３１ 消火ポンプ

警報（ＨＧＲ・ＬＧＲ・発電機異常）

Ｍ３２
Ｍ２５

空調動力盤（Ｍ１－Ａ）ＥＭ－ＣＥＴ　　　２２°
ＥＭ－ＣＥＴ　　　６０° 冷温水発生機（ＣＨ－１）

Ｌ－１

幹線設備　改修系統図 －

１５
R06.03

図面番号作成年月日

工事名称

図面名称

担当担当担当担当
事

記

ＭＡＥＤＡ
一級建築士大臣登録　第174018号　前田 陽一郎

株式会社 前田都市設計
校閲 主査

縮　　　尺

宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事
Ｅ－

Ｍ２６

Ｌ１４

Ｍ２６

Ｌ１４

Ｍ２８
雨水



A B C D E F G H

8,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 8,000

スロープ

避難用スベリ台
スロープ

物入

中庭

湯沸室

PS

倉庫

風除室

作業工作室

休憩室

脱衣室 浴室

ELV

身障事務室

日常生活訓練室事務室２

相談室１

廊下Ａ
役員室

女子便所 男子便所

みんなのﾄｲﾚ

事務室１

相談室3 相談室4 相談室5

授乳室

相談室２

ｵｰﾌﾟﾝｽﾍﾟｰｽ

物置

受付ｶｳﾝﾀｰ

9

8

7

6

5

4

3

2

1

4,
50
0

3,
80
0

3,
50
0

3,
50
0

3,
50
0

3,
50
0

3,
50
0

3,
00
0

ボイラー室

PS

廊下Ｂ

ロビー・ホール

Ｎ

１階平面図　　　　　　1/100

PS
PS

SKLS16-W4（ネグロス電工）×29個
ケーブル支持金具

幹線設備　１階（参考図）

１６
R06.03

図面番号作成年月日

工事名称

図面名称

担当担当担当担当
事

記

ＭＡＥＤＡ
一級建築士大臣登録　第174018号　前田 陽一郎

株式会社 前田都市設計
校閲 主査

縮　　　尺

宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事
Ｅ－

1/100

E

H

J

２２０Ｗ

２２０Ｗ

２２０Ｗ

２２０Ｗ

ＥＭ－ＣＥＥＳ　２°－２Ｃ（Ｇ２２）

ＥＭ－ＣＥＥＳ　２°－２Ｃ

PB 1100　×1100　×500  

L1-1

（以降、設備ヤード詳細図参照）

M-2

空調自動制御盤

（機械設備工事）

A

ＥＭ－ＣＥＥ　２°－２Ｃ（既設３１）

K-1L-B

ＥＭ－ＥＥＦ　２．０－３Ｃ

ＥＭ－ＣＥＥＳ　２°－２Ｃ

ＥＭ－ＣＥＥ　２°－２Ｃ

F

L

I

G

ＥＭ－ＣＥＴ　２２°，Ｅ５．５°×２

（一時撤去配線、再使用）

L-A

<新設>

ＥＭ－ＣＥ　８°－３Ｃ，Ｅ５．５°，ＥＬＢ５．５°

AMP

R C

K

配管配線

転がし配線 インペイ

配管配線 床

記号 名　称 仕　様

電灯分電盤

プルボックス

既設プルボックス

インペイ

インペイ

動力盤 新設（更新）　盤結線図参照

新設（更新）　盤結線図参照

L1-2

B

D C

ケーブルラック（更新）

A

ケーブルラック（Ｚ３５－５００Ａ）

A

ケーブルラック（Ｚ３５－５００Ａ）

ＥＭ－ＣＥＴ　１５０°
ＥＭ－ＣＥＴ　　６０°

ＥＭ－ＣＥＴ　１００°
ＥＭ－ＣＥＴ　　３８°

ＥＭ－ＣＥＴ　　３８°
ＥＭ－ＣＥＴ　　２２°

Ｌ１１ Ｌ１－１・Ｌ２－１・Ｌ３－１
Ｌ１－２

Ｌ２－２・Ｌ３－２
Ｌ－Ｂ

Ｍ２４ Ｌ１－２・Ｌ２－２・Ｌ３－２

Ｍ２７ エレベーター
ＥＭ－ＣＥＥ　　２°－　６Ｃ

ＥＭ－ＣＥＥ　　２°－　２Ｃ
ＥＭ－ＣＥＥ　　２°－　６Ｃ

ＥＭ－ＣＥＥ　　２°－１０Ｃ
ＥＭ－ＣＥＥ　　２°－３Ｃ

ＥＭ－ＨＰ　１．２　－　３Ｐｒ

ＥＭ－ＦＰＣ　５．５°－２Ｃ
ＥＭ－ＦＰＣ　５．５°－２Ｃ

ＥＭ－ＣＥ　　　　８°－３Ｃ
接地　Ｄ種　ＥＭ－ＩＥ２２°×２

総合盤
防災ＡＭＰ

Ｌ１６
Ｌ１７

Ｍ２９ Ｍ－２
Ｄ種・Ｄ種（ＥＬＢ）接地幹線

補給水槽電極

消火ポンプユニット　警報
緊急遮断弁　警報

警報(給水)・雨水貯留槽

ＨＧＲ・ＬＧＲ・発電機異常
消火ポンプ起動

I

J

G

H

K

L

C

AL3(CP25)

(CP25)

LF3

ＨＧＲ・ＬＧＲ・発電機異常　警報

(CP25)

EM-CEE 2°- 6C

EM-IE 14×2 Ｄ種・Ｄ種（ＥＬＢ）接地幹線

EM-CEE　2ﾟ-3C 補給水槽電極

E

D

(CP31)

(CP25)

(CP51)

(CP39)

(CP51)

(CP25)

(CP25)

B (GP82)

(CP63)

(CP75)

警報(給水)・雨水貯留槽EM-CEE 2°-10C

EM-FPC　5.5ﾟ-2C 

EM-FPC　5.5ﾟ-2C 

EM-CET 150ﾟ

EM-CET  60ﾟ

EM-CET　38ﾟ

EM-CET 100ﾟ

EM-CET　38ﾟ

EM-CET　22ﾟ

EM-CE　 8ﾟ-3C 

AL1

L16

L17

電灯・動力分電盤L1-1、L2-1、L3-1L11

電灯分電盤（Ｌ－Ｂ）

電灯分電盤L2-2、L3-2

電灯・動力分電盤　L1-2、L2-2、L3-2M24

エレベーターM27

電灯分電盤 L1-2

防災ｱﾝﾌﾟ

複合盤

M29 Ｍ－２

AL2(CP25) 警報(消火)EM-CEE 2°- 6C

(CP25) 警報(緊急遮断弁)EM-CEE 2°- 2C

電灯・動力分電盤L1-1、L2-1、L3-1

L12

空調用電源

(CP39)

(CP19)

L13(CP75)

EM-CE5.5-3C×2

EM-IE38°×3,IE14°×2

EM-IE 100ﾟ×3,E14°×2

電灯・動力分電盤L2-1、L3-1(CP75)EM-IE　100ﾟ×3,E14°×2

AL1

AL2

L11

電灯分電盤L2-2、L3-2

ｺﾛｶﾞｼ

ｺﾛｶﾞｼ

ｺﾛｶﾞｼ

ｺﾛｶﾞｼ

ｺﾛｶﾞｼ

EM-CET　38ﾟ,E5.5°×2 電灯分電盤（Ｌ－Ｂ）

AL3(CP25)

ｺﾛｶﾞｼ

(F63)新設

(C51)

(F63)新設

(F63)

EM-CEE 2°- 6C ＨＧＲ・ＬＧＲ・発電機異常　警報

EM-CET 38°,E8°×2 L-B

EM-CET  60ﾟ

EM-IE　22ﾟ×3 電灯・動力分電盤　L1-2

EM-IE 14°×2

2次側IV　2.0 ×12本

2次側EM-EEF2.0ﾟ-3C×4 

2次側IV2ﾟ×23本、IV5.5

2次側VVF1.6-2C、IV14

2次側VVF2.0-3C×5

2次側VVF2.0-2C×3

Ｄ種・Ｄ種（ＥＬＢ）接地幹線

Ｄ種・Ｄ種（ＥＬＢ）接地幹線EM-IE 5.5°×2

M27EM-CET　22ﾟ エレベーター

EM-FPC　5.5ﾟ-2C 防災ｱﾝﾌﾟ

複合盤EM-FPC　5.5ﾟ-2C 

EM-CEE 2°-10C 警報(給水)・雨水貯留

EM-CEE 2°- 6C

ＨＧＲ・ＬＧＲ・発電機異常　警報ｺﾛｶﾞｼEM-CEE 2°- 6C

警報(消火)

(CP63)

(CP75)

(CP51)

(CP39)

(CP25)

M27

(CP25)

EM-IE14°×2

EM-CET　22ﾟ

電灯・動力分電盤　L1-2、L2-2、L3-2EM-CET　38ﾟ

電灯分電盤L2-2、L3-2

電灯分電盤 L1-2EM-CET  60ﾟ

EM-CET 100ﾟ

EM-HP　1.2-3Pr 消火ポンプ起動

Ｄ種・Ｄ種（ＥＬＢ）接地幹線

エレベーター

ｺﾛｶﾞｼ 警報(緊急遮断弁)

(CP25)

(CP25)

AL1(CP25)

AL2(CP25)

AL3(CP25)

(CP25)

(CP31)

L17

L16

EM-CEE 2°- 6C ＨＧＲ・ＬＧＲ・発電機異常　警報

Ｄ種・Ｄ種（ＥＬＢ）接地幹線EM-IE 14°×2

M29EM-CE　 8ﾟ-3C,E8°×2 Ｍ－２

防災ｱﾝﾌﾟ

複合盤

EM-FPC　5.5ﾟ-2C 

EM-FPC　5.5ﾟ-2C 

EM-CEE 2°-10C 警報(給水)・雨水貯留

警報(消火)EM-CEE 2°- 6C

(GP82)

(CP31)

(CP25)

(CP25)

ｺﾛｶﾞｼ

AL1(CP25)

AL2(CP25)

L11

L17

L16

EM-CET 150ﾟ 電灯・動力分電盤L1-1、L2-1、L3-1

EM-CET 38°,E8°×2

M29EM-CE　 8ﾟ-3C ,E8°×2 Ｍ－２

電灯分電盤（Ｌ－Ｂ）

複合盤

防災ｱﾝﾌﾟ

EM-FPC　5.5ﾟ-2C 

EM-FPC　5.5ﾟ-2C 

EM-CEE 2°-10C

EM-CEE 2°- 6C

警報(給水)・雨水貯留

警報(消火)

(CP25) 警報(緊急遮断弁)

(CP25) 警報(緊急遮断弁)EM-CEE 2°- 2C

EM-CEE 2°- 2C

EM-CEE 2°- 2C

Ｌ１２

Ｌ１３
Ｌ１５

L15

L13

L12

L13

L12

M24

L15

L15

電灯分電盤　L1-2

L11

L15

L17

L16

（Ｚ３５－５００Ａ　１段）

（現状のまま）

ＥＭ－ＣＥＥ　２°－３Ｃ（既設配管）

F (GP82)L11 電灯・動力分電盤L1-1、L2-1、L3-1EM-CET 150ﾟ

ｺﾛｶﾞｼEM-HP　1.2-3Pr 消火ポンプ起動R

★５０×２

★５０

(F63)新設
IV　22ﾟ×3, IV　5.5ﾟ×3 

電灯・動力分電盤　L2-2、L2-3EM-IE38°×3,IE14°×2 M24

IV2.0ﾟ×19本 2次側
(F63)新設

(F63)新設

(F63)

M24

2次側
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避難用スベリ台

廊下

PS PS

物入

湯沸室

廊下
PS

庇

娯楽室

吹抜

休憩コーナー

脱衣室
男子

脱衣室
女子

浴室
女子

浴室
男子

ロビー

第２集会室

事務室３ ボランティア室１
第１集会室

茶　室

栄養指導室

物入

物入

ホール

男子便所女子便所

ELV

多目的便所

踏込

踏込

A B C D E F G H

2,100 5,9002,1005,900

8,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 8,000

ｴｱｶｰﾃﾝ

ｴｱｶｰﾃﾝ

２階平面図　　　　　　1/100

PS

Ｎ

SKLS16-W4（ネグロス電工）×11個
ケーブル支持金具

幹線設備　２階（参考図）

１７
R06.03

図面番号作成年月日

工事名称

図面名称

担当担当担当担当
事

記

ＭＡＥＤＡ
一級建築士大臣登録　第174018号　前田 陽一郎

株式会社 前田都市設計
校閲 主査

縮　　　尺

宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事
Ｅ－

1/100

J

N

M

O
G

P

K

L2-1

<更新>

G 電灯・動力分電盤L2-2、L3-2(2Fへ)

I (CP39)

(CP19)

J L13 電灯・動力分電盤L2-2、L3-2 (2Fへ)(CP75)

電灯分電盤L2-1、L3-1 (2Fへ)L11(CP75)K

O

N 電灯・動力分電盤L2-2、L3-2 (3Fへ)

電灯・動力分電盤L2-2、L3-2 (3Fへ)L13(CP39)

M 電灯・動力分電盤L2-2、L3-2 (2Fへ)

電灯・動力分電盤L2-2、L3-2 (2Fへ)

M24

電灯分電盤L2-1、L3-1 (2Fへ)L11P

電灯分電盤L2-1、L3-1 (3Fへ)L11Q

2次側　ｴｱｰｶｰﾃﾝ

IV2.0ﾟ×23IV5.5 2次側

VVF2.0ﾟ-2C×3 2次側

IV2.0ﾟ×18 2次側

VA2.0-2C 2次側物入

（鋼管ポールへ）

Q

EM-IE 5.5°×2

EM-CET 22ﾟ

EM-IE 5.5°×2

(CP39)

EM-IE 38ﾟ×3,E14°×2

EM-IE 100ﾟ×3,E14°×2

EM-IE 38ﾟ×3,E14°×2

EM-IE 100ﾟ×3,E14°×2

EM-IE 22°×3,E14°×2

EM-IE 38°×3,E14°×2

★５０

I

L2-2

<更新>

ＥＭ－ＣＥＴ　２２°，Ｅ５．５°×２（Ｅ３９）

L-A

<新設>

ＥＭ－ＣＥ　８°－３Ｃ，Ｅ５．５°，ＥＬＢ５．５°

(F50)

(F50)

(F50)

(F50)

(F50)

ＥＭ－ＣＥＴ　３８°
（メッセンジャー２２°）

M24

M27

M27

エレベーター

Ｄ種接地

エレベーター

Ｄ種接地

M24

L13

EM-IE 38°×3,E14°×2

EM-IE 22°×3,E14°×2

EM-IE 38°×3,E14°×2

EM-IE 5.5ﾟ×3×2

EM-CET　22ﾟ

ＥＭ－ＣＥＥ　２°－３Ｃ（Ｃ５１）

ＥＭ－ＣＥＴ　３８°，Ｅ１４°（Ｇ５４）
（更新　２期工事）

(CP51)

(CP39)

(CP39)

２２２



A

３階平面図　　　　　　1/100

幹線設備　３階（参考図）

１８
R06.03

図面番号作成年月日

工事名称

図面名称

担当担当担当担当
事

記

ＭＡＥＤＡ
一級建築士大臣登録　第174018号　前田 陽一郎

株式会社 前田都市設計
校閲 主査

縮　　　尺

宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事
Ｅ－

1/100

避難用スベリ台

PS PS

物入

廊下

前室

倉庫 ステージ

バルコニー

第２研修室

大広間

第１会議室

録音室倉庫

事務室４

男子便所

ボランティア室２

屋外プレイコーナー
トップライト

テラス

テラス

吹抜

女子便所

多目的便所

湯沸室
ELV

料理講習室

2,1005,900

8,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 8,000

Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ

4,
50
0

3
,8
00

3
,5
00

3
,5
0
0

3,
50
0

3,
50
0

3
,5
00

3
,
00
0

９

８

７

６

５

４

３

２

１

廊下

物入

託児室

電灯・動力分電盤L2-2、L3-2 (3Fへ)L13

電灯分電盤L2-1、L3-1 (3Fへ)L11Q

(CP39)

(CP39)EM-IE38ﾟ×3,E14°×2
PS

N 電灯・動力分電盤L2-2、L3-2 (3Fへ)(CP39)M24

ホール

PS

EM-IE22°×3,E14°×2

EM-IE38°×3,E14°×2

SKLS16-W4（ネグロス電工）×11個
ケーブル支持金具

Ｎ

Q
L3-1

空調機盤

222W

N

ＥＭ－ＣＥＴ　３８°，Ｅ１４°

L3-2

L-A

ＥＭ－ＣＥＴ　３８°，Ｅ１４°（Ｇ５４）

ＥＭ－ＣＥ　８°－３Ｃ，Ｅ５．５°，ＥＬＢ５．５°

ＥＭ－ＣＥＥ　２°－３Ｃ（Ｃ５１）

２２２

ＥＭ－ＣＥＴ　２２°，Ｅ５．５°，ＥＬＢ５．５°

ＥＭ－ＩＥ　２２°×３，Ｅ５．５°（３１）

ＥＭ－ＩＥ　１４°×１　　　　　　（２５）

ＥＭ－ＩＥ　２２°×３，Ｅ５．５°（３１）

ＥＭ－ＩＥ　１４°×１　　　　　　（２５）



Ａ－
R06.03

図面番号作成年月日

工事名称

図面名称

担当担当担当担当
事

記

ＭＡＥＤＡ
一級建築士大臣登録　第174018号　前田 陽一郎

株式会社 前田都市設計
校閲 主査

縮　　　尺

宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事

建　築　改  修  工　事　特　記　仕　様　書　１

０１

－

棟　　　　名 構　　　造 階　　数 建築面積(㎡) 延べ面積(㎡) 備　　考

（上記６品、　　　人分程度）

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）※ ビニールシート、合板 ○

○

○

○

○

○

○

【１】　工　事　概　要

【２】　適　用　範　囲

１．工 事 場 所

２．敷 地 面 積

３．建築物概要

４．そ　の　他

　 すべての設計図書は相互に補完するものとし、相違がある場合は、上記の順番を優先順位とする。

　 上記の標準仕様書とは、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 公共建築改修工事標準仕様書（建

　 本書に特に記載のない事項にあっても、すべて、「改修標仕」の適用を受けるものとする。

㎡

　 現場説明書（質疑回答書を含む）、本特記仕様書、図面、改修標準仕様書に示す範囲とする。

章

１　
　

一
般
共
通
事
項

項　　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項

【４】　工　事　仕　様

1,設計図書による。設計図書に記載されていない事項は、「改修標仕」のほか別記の適用基準による。

2,項目は、番号に○印の付いたものを適用する。

3,特記事項は､●印の付いたものを適用する｡●印の付かない場合は､※印の付いたものを適用する｡

4,項目及び特記事項に記載の（　）内表示番号は「改修標仕」の当該項目、当該図又は当該表を示す。

※印と●印の付いた場合は、共に適用する。※印が抹消された場合は、●印のみ適用する。

【３】　工　事　区　分

　 設計図書による。

　 別契約の施工上密接に関連する工事との取合い部分が発生する場合は、別紙工事区分表による。

（注：監修欄「国土交通省」は国土交通省大臣官房官庁営繕部を示す）

１

一
般
共
通
事
項

施工図

完
成
時

部 数(ネガ１枚につき)　分　類 ・ 規　格 原版の大きさ（㎜）

一
般
共
通
事
項

１

　 築工事編）（令和 4年版）をいう。（以下、これを「改修標仕」という。）

章 項　　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項 章 項　　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項 章 項　　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項
建 築 改 修 工 事  特 記 仕 様 書

カラーサービス版

カラーサービス版

カラーサービス版

カラーキャビネ版

カラーキャビネ版

カラーパネル半切

○

○

○

○

○

○

24×36以上

24×36以上

24×36以上

60×70以上

24×36以上

60×70以上

○

○

○

○

１

１

２

２

○

○

○

○

着　 　工　 　前

工 　　事　 　中

屋　　　内

( 　　　  )箇所

外　　　観

( 　　　  )箇所

① 適用基準等

② 建築材料等 本工事に使用する建築材料等は、設計図書に規定するもの又はこれらと同等のも

のとする。ただし、同等のものとする場合は監督職員の承諾を受ける。

○

○

○

○

○

○

○

○

公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）

建築工事標準詳細図

敷地調査共通仕様書

公共建築工事標準仕様書(建築工事編)

公共建築木造工事標準仕様書

公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）

公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）

令和 4年版

令和 4年改定

令和 4年改定

令和 3年改定

令和 4年版

令和 4年版

令和 4年版

令和 4年版

（監修：国土交通省）

（監修：国土交通省）

（監修：国土交通省）

（監修：国土交通省）

（監修：国土交通省）

（監修：国土交通省）

（監修：国土交通省）

（監修：国土交通省）

下記材料品目は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「建築材料・設備機材

等品質性能評価事業建築材料等評価名簿（最新版）」 にある材料とする。

また、同評価事業の評価を受けたものを使用する場合は、評価書の写しを監督職員

に提出し、その確認をもって、品質・性能の確認があったものとすることができる。

（評価名簿によるもの）

床型枠用鋼製デッキプレート（ﾌﾗｯﾄﾃﾞｯｷ）、鉄骨柱下無収縮モルタル、

無収縮グラウト材（ﾌﾟﾚﾐｯｸｽ形、現場調合形）、押出成形セメント板、

成形伸縮目地材、乾式保護材(防水立上部)、陶磁器質タイル、既製調合モルタル

（ﾀｲﾙ工事用）、既製調合目地材、ルーフドレン、吸水調整材（ﾓﾙﾀﾙ用）、

アルミニウム製建具、鋼製建具、鋼製軽量建具、ステンレス製建具、

錠前類（ｼﾘﾝﾀﾞ箱錠、ﾚﾊﾞｰﾊﾝﾄﾞﾙ、ｼﾘﾝﾀﾞ本締り錠）、クローザー類(ﾄﾞｱｸﾛｰｻﾞｰ、

ﾋﾝｼﾞｸﾛｰｻﾞｰ、ﾌﾛｱﾋﾝｼﾞ)、自動扉機構（制御装置・駆動装置、検出装置、

制御装置・駆動装置・検出装置）、自閉式上吊り引戸機構(手動開き式)、

重量シャッタｰ、軽量シャッタｰ、ｵｰﾊﾞｰﾍｯﾄﾞﾄﾞｱ、ガラス(ﾌﾛｰﾄ板ｶﾞﾗｽ、型板ｶﾞﾗｽ、

網入板ｶﾞﾗｽ・線入板ｶﾞﾗｽ、熱線吸収板ｶﾞﾗｽ、倍強度ｶﾞﾗｽ、熱線反射ｶﾞﾗｽ）、

ガラスブロック(中空)、防水剤、現場発泡断熱材、ﾌﾘｰｱｸｾｽﾌﾛｱ（3000N、5000N）、

可動間仕切、移動間仕切(ｽﾗｲﾃﾞｨﾝｸﾞﾄﾞｱ)、トイレブ-ス、煙突用成形ライニング材、

天井点検口、床点検口、グレーチング、屋上緑化システム（屋上緑化システム、

屋上緑化軽量システム）、トップライト、エポキシ樹脂、

タイル部分張替え用接着剤、ポリマーセメントモルタル、

鋳鉄製ふた（マンホールふた・弁枡ふた）

写真をデジタル写真で撮影する場合には、完成写真については有効画素数300万

画素程度、工事写真は有効画素数130万画素程度とし、黒板の文字等の内容が判

読できる精度を確保するものとする。

完成写真撮影場所は、監督職員の指示による。

③ 特別な材料の工法

風圧力及び積雪

に対する性能

④

⑥

現場代理人

工事工程報告

本工事の施工にあたっては、工事請負契約書第１０条に基づく現場代理人は、主任技術

者又は監理技術者と同様、受注者と直接的かつ恒常的な雇用関係のある者を選任

しなければならない。

設計図書に記載されていない特別な材料の工法は、当該製品の指定工法による。

建築基準法に基づき定められた風速及び地表面粗度区分等

風速（Vo)

地表面粗度区分

多雪地域の指定

○

○

○

３２

Ⅰ

なし

○

○

○

Ⅱ

あり

○ Ⅲ ○ Ⅳ

(平成12年5月31日建設省告示第1454号)

月報は毎月末日に〆め、翌月5日までに提出する。

日報は監督職員の指示による。

週報は毎週（　　）曜日に提出する。

⑦

⑤

工事実績情報の

登録 (1.1.4)

⑧ 設備工事との

取合い

適用する　（適用事項は、現場説明書による）

施工範囲

○

○

○

○

図示した鉄筋コンクリート部の貫通孔、開口部の型枠及びそれらの補強

図示した壁、天井の仕上材、下地材の切込み及び下地材の補強

駆動装置が電動による建具類の二次配線及び操作スイッチ

自動閉鎖装置取付け箇所の切込み及び補強

設備機器の位置､取合等の検討できる施工図を提出し､監督職員の承諾を受ける。

施工図等の著作権に係わる当該建築物に限る使用権は、発注者に移譲される。 

工事写真撮影ガイドブック建築工事編及び解体工事編（最新版）（国土交通省大臣

官房官庁営繕部監修）によるほかは監督職員の指示による。

下記のものを監督職員に提出する。

⑨

⑩

施工図等の

取扱い

工事写真

(1.2.3)

(1.2.4)

○ 完成写真撮影業者は、監督職員の承諾する撮影業者（建築写真専門業者）とする。

11 電気保安技術者

(1.3.3)

適用する

⑫ 施工条件(1.3.5)現場説明書による

⑬ 発生材の処理等

(1.3.12)

○

○

　　　

　　　

　　　

引渡しを要するもの

工事現場において再利用を図るもの、再資源化を図るもの

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

○ 指定副産物の搬出（詳細は現場説明書による）

○ アスファルトコンクリート塊 ○ セメントコンクリート塊

○ 建設発生木材

○ 指定副産物の処分地（詳細は現場説明書による）

○

○

指定地処分

自由処分

（ ）

（ ）最寄りの再資源化施設へ搬出すること

○ 指定副産物以外の搬出

○ 構外搬出適切処理

○ 特別管理産業廃棄物

○

○

廃石綿等

○

○

○

○ＳＦ６ガス使用機器

○ＰＣＢ含有シーリング

ＰＣＢを含む機器類

種　　類

廃油

廃酸・廃アルカリ（臭化リチウム）

廃酸・廃アルカリ（蓄電池電解液）

処 理 方 法

○ ）（

○ 廃石綿の処分地 （ ）㈱京都環境保全公社瑞穂センター

せっこうボードの処理方法

○

○

石綿含有せっこうボードの処理

ひ素・カドミウム含有のせっこうボードの処理

改修標仕9.1.5による

○ 製造業者にて処分 ○ 埋立処分

○ その他のせっこうボードの処理

○ 最終処分 ○ 再資源化

ＰＣＢ含有シーリング材の分析調査

切な取扱」による。

ＰＣＢ含有シーリング材の撤去・処分方法は「建築物の解体等に伴う有害物質等の適

次の建設廃棄物は再資源化する。

○

○

行う

蛍光灯ランプ

（　　　箇所） ○ 行わない

○ ＨＩＤランプ ○ 硬質塩化ビニル管・継手

再生資源利用［促進］計画書、実施書の提出

見本施工の実施 ○

○ 適用しない

適用する（　　　　　　　　　　　　　　　　）17 施工の検査等

(1.7.5)

(1.7.9)

18 化学物質の濃度

測定

適用する　（適用事項は、現場説明書による）

⑲ 完成図 作成する

完成図等の電子データによる提出については、現場説明書による。

○ ２部 ○ 部（提出部数　　　　　　　　　　　　） 詳細は監督職員の指示による。(1.9.2)

⑳ 保全に関する資料 作成する ○ ２部 ○ 部（提出部数　　　　　　　　　　　　）

○

○

○

○

○

敷地、建物の構造規模、主要な設備構成等の建物概要

建物を使用する上での注意事項

建物に設置されている家具、機器等及び部位毎の仕上げの概要説明

建物、工作物、植裁等を管理する上での保全業務の要点

主要材料の製造所名、所在地、連絡先、非常時の連絡体制一覧表

建設大臣官房官庁営繕部監修「管理者のための建築物保全の手引き」及び

「建築保全業務共通仕様書」を参考として作成すること。

(1.9.3)

仮
設
工
事

２

一
般
共
通
事
項

１

(2.1.3)

(2.2.1)

1 足場その他 労働安全衛生法、建築基準法、建設工事公衆災害防止対策要綱その他関係法令

に従い、適切な材料及び構造のものとし、適切な保守管理を行う。

外部足場

（ ）○Ａ種 Ｂ種 ○Ｃ種

○

○

養生シート

Ｄ種 ○Ｅ種

○ネット及び養生シート

○ 表2.2.1

施行箇所面に枠組足場を設ける。

施行箇所面にくさび緊結式足場を設ける。

施行箇所面に単管本足場を設ける。

仮設ゴンドラを使用する。

移動式足場を使用する。

○

○

○

○

○

内部足場

防護シート等

※ 脚立、足場板等 ○

○ 防音パネル ○ 防音シート

材料、撤去材等の運搬方法

足場は、「手すり先行工法に関するガイドライン（厚生労働省 基発第0424001号)」

の 「手すり先行工法等に関するガイドライン」に基づき「働きやすい安心感のある

足場に関する基準」に適合する手すり、中桟及び幅木の機能を有する足場とし、

足場の組立、解体又は変更の作業は「手すり先行工法による足場の組立等に関する

基準」の２の(２)手すり据置方式又は(３)手すり先行専用足場方式を採用すること。

屋根工事及び小屋組の建方工事における墜落事故防止対策は、JIS A 8971

2 既存部分の養生

(2.3.1)

既存部分の養生 ※

○

行う

行わない

既存家具・既存設備等の養生

※ 行う ※（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）ビニールシート ○ ○

○

行わない

行わない既存ブラインド・カーテン等の養生及び保管 ○ 行う

養生の方法

保管場所

○

○

取り外しのうえ清掃

室内にてカバー掛の上、適切保管　　

○

○

家具の移動 ○ 行う （　図示　） ○ 行わない

既存部分に汚染又は損傷を与えるおそれのある場合は養生を行う。また、万一損

傷等を与えた場合は、受注者の責任において速やかに修復等の処置を行う。

3 仮設間仕切り

(2.3.2)

○ 設ける （　図示　）

○Ａ種

○Ｂ種

Ｃ種※

種別

○

全面シート張り

○

○ 設けない

4 監督職員事務所

(2.4.1)

規模

仕上

備品

○

床

内壁､天井

屋根

休憩室

○

○

○

○

○

○

○

10㎡程度

机

書棚

消火器

冷暖房機器

改修標仕（令和4年版）

建築工事施工チェックシート

工事写真撮影ガイドブック建築工事編及び解体工事編 (最新版)

○

○

○

黒板

掃除具

コピー機

○

○

○

製図板

懐中電灯

ネット回線

○

○

○

掛時計

湯沸器

流し台

○

○

○

温度計

加入電話機

○

○

建築改修工事監理指針 (令和4年版)

建築工事標準詳細図 (令和4年改定)

○

○

○

○

○

合板張り素地

合板又はせっこうﾎﾞｰﾄﾞ張り、合成樹脂ｴﾏﾙｼｮﾝﾍﾟｲﾝﾄ塗り

塗装溶融亜鉛めっき鋼板張り

設けない

いす

○ 20㎡程度 ○ 35㎡程度 65㎡程度○ ○ 100㎡程度

○

○ 設ける（畳敷き）

ﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ敷き ○ ﾊﾟﾝﾁｶｰﾍﾟｯﾄ敷き

○

○ 鉄板張り調合ﾍﾟｲﾝﾄ塗り

○ 保護帽 ○ ゴム長靴 ○ 雨がっぱ ○ 衣類ﾛｯｶｰ

仕上げ(厚さmm)

せっこうボード

種類

合板

○

材質 ○

厚さ ○mm 9.5mm

厚さ ○○ mm 9mm

○GB-R

充填

グラスウール

塗装

○

なし

片面

○

○

厚さ○50mm

○○24kg/㎡

ﾗﾜﾝ合板○

○

○

○

○

○

○

執務並行改修

全館無人改修

執務並行改修

全館無人改修

執務並行改修

全館無人改修

建築構造設計基準、同資料

○ ２ ○

詳細は現場説明書による。

マニフェスト制度

○

○

産業廃棄物管理票（マニフェスト）制度により、適正な処理を行うこと。

産業廃棄物の処理を委託する場合は、運搬と処分についてそれぞれの許可業

者と処理委託料を記載した「処理委託契約書」により委託契約すること。

調査

○ 行う

石綿の除去に当たり、あらかじめ関係法令等に基づき、石綿含有建材の事前調査

を下記により行い、結果を取りまとめ、監督職員に提出するとともに、その写し

を工事の現場に備え置く。

調査範囲

調査事項

※ 図示による ○

※

※

※

※

※

石綿使用部位の確認

石綿層の厚さの確認

施工範囲と工事管理区分の確認

更衣施設等の仮設計画

廃棄物等の搬出方法

○ 行わない

14 石綿含有

建材の調査

(1.5.1)

石綿含有分析方法

○ 行う(分析結果を監督職員に提出する)

※ JIS A 1481に基づくこと

 材　　料　　名 定性分析 定量分析

○（ 箇所数 ）○ （箇所数 ）

○（ ）○ （ ）箇所数 箇所数

○（ ）○ （ ）箇所数 箇所数

○（ ）○ （ ）箇所数 箇所数

サンプル数 １箇所あたり３サンプル

○ 行わない

既存の石綿含有建材の調査報告書の貸与 ○ あり ○ なし

15 調査のための破壊

部分の補修

(1.6.3)

既存破壊部分の補修方法 ○ 図示による ○

16 技能士 (1.7.2)工事種別 適用する技能士の技能検定における選択作業

仮設工事 ○とび作業

鉄筋工事 ○鉄筋組立作業

コンクリート工事 ○左官作業 ○型枠工事作業

○ ｺﾝｸﾘｰﾄ圧送工事作業

鉄骨工事 ○構造物鉄工作業 ○とび作業

ﾌﾞﾛｯｸ及びALCﾊﾟﾈﾙ工事 ○ ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ工事作業 ○ ALCﾊﾟﾈﾙ工事作業

ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ工事 ○金属製ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ施工作業 ○ ﾋﾞﾙ用ｻｯｼ施工作業

○ ｶﾞﾗｽ工事作業

防水工事 ○ ｱｽﾌｧﾙﾄ防水工事作業 ○ ｼｰﾘﾝｸﾞ防水工事作業

○ ｳﾚﾀﾝｺﾞﾑ系塗膜防水工事作業 ○ ｾﾒﾝﾄ系防水工事作業

○ ｱｸﾘﾙｺﾞﾑ系塗膜防水工事作業 ○ FRP防水工事作業

○合成ｺﾞﾑ系ｼｰﾄ防水工事作業

○塩化ﾋﾞﾆﾙ系ｼｰﾄ防水工事作業

○改質ｱｽﾌｧﾙﾄｼｰﾄﾄｰﾁ工法防水工事作業

石工事 ○石張り作業

タイル工事 ○タイル張り作業

木工事 ○大工工事作業

屋根及びとい工事 ○内外装板金作業 ○かわらぶき作業

○スレート工事作業

金属工事 ○鋼製下地工事作業 ○内外装板金作業

左官工事 ○左官作業

塗装工事 ○建築塗装作業

建具工事 ○ ﾋﾞﾙ用ｻｯｼ施工作業

○ガラス工事作業 ○自動ドア施工作業

内装工事 ○ ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ系床仕上工事作業 ○ ﾎﾞｰﾄﾞ仕上工事作業

○ ○ 壁装作業

排水工事 ○建築配管作業

舗装工事 ○溶融ﾍﾟｲﾝﾄﾊﾝﾄﾞﾏｰｶｰ工事作業

○加熱ﾍﾟｲﾝﾄﾏｼﾝﾏｰｶｰ工事作業

植栽工事 ○造園工事作業

(1.7.2)

家具手加工作業

ただし技能士に代わる者による施工の場合は監督職員の承諾を得ること。

(屋根工事用足場及び施工方法)の施工標準に基づく足場及び装備機材を設置すること。
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図面番号作成年月日

工事名称

図面名称

担当担当担当担当
事

記

ＭＡＥＤＡ
一級建築士大臣登録　第174018号　前田 陽一郎

株式会社 前田都市設計
校閲 主査

縮　　　尺

宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事

建　築　改  修  工　事　特　記　仕　様　書　２

０２

－

章 項　　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項 章 項　　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項 章 項　　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項章 項　　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項

5

6 工事用電力

工事用水 

7 仮囲い等 

8 設計ＧＬ

構内既存の施設

構内既存の施設

●

○

図示による

図示による

○

○ 設計ＧＬ＝現状ＧＬ

○ 利用できない

○ 利用できない

● 利用できる

● 利用できる

（　　　　　　　　　　）○ 有償 ○ 無償

（　　　　　　　　　　）○ 有償 ○ 無償

２

仮
設
工
事

土
・
鉄
筋
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
事

（２）

　本章の項目及び特記事項の(　)内表示番号は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修

公共建築工事標準仕様書(令和4年版)の該当項目、該当図又は該当表を示す。

　なお、耐震改修工事に係る「鉄筋・コンクリート」の取り扱いは、後述の章

「8　耐震改修工事」によるものとする。

(表3.2.1)埋め戻し及び

盛土

1

(3.2.3)

○

○

○

○

○

○

Ａ種　砂質土（山砂の類）を水締め又は機器による締固め

Ｂ種　根切り土の中の良質土を機器による締固め

Ｃ種　他現場の建設発生土の中の良質土を機器による締固め

Ｄ種　再生コンクリート砂を水締め又は機器による締固め

その他（材料　　　　　　　　　　工法　　　　　　　　　　　）

建設発生土（盛土材）の外部からの受入土量（　　　　　　　m3）

発生場所（　　　　　　　　　　　　　）

2 建設発生土の処理 下記に定めるほかは、現場説明書による

● 構外指示の受入場所に処分

受入場所

土壌調査

○

●

○

(一財)城陽山砂利採取地整備公社

行う（受入場所指定の検査）

京都府土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例

施行規則第７条第３項１３号及び第４項に規定する方法

○

●

仮置場所 ○

○

○

構内指示の場所に敷き均し

構内指示の場所にたい積

3 鉄筋の種類

(5.2.1)

(3.2.5)

異形鉄筋 ●

※

○

ＳＤ３４５

種類の記号

Ｄ１６以下

Ｄ１９以上

径（㎜） 備　　　　　　考

(表5.2.1)

ＳＤ２９５

※

○

○

○

普通ポルトランドセメント又は混合セメントのＡ種

高炉セメントＢ種

シリカセメント

（適用箇所　　　　　　　　　　　　）

フライアッシュセメントＢ種（施工箇所　　　　　　　 ）

セメントの類別7

粗骨材

細骨材

● 砂利(JIS A5308),砕石(JIS A5005)

砂(JIS A5308),砕砂(JIS A5005)※

○

●

○

○

○

高炉ｽﾗｸﾞ

再生骨材H

高炉ｽﾗｸﾞ

銅ｽﾗｸﾞ

再生骨材H

○

○

○

電気炉酸化ｽﾗｸﾞ

ﾌｪﾛﾆｯｹﾙｽﾗｸﾞ

電気炉酸化ｽﾗｸﾞ

アルカリシリカ反応性による区分 ※ Ａ（無害） ○

8 骨材 (6.3.1)

(6.3.1)

(6.3.1)

混和材料9 ○

○ 混和材

混和剤

防錆剤

AE剤、AE減水剤又は高性能AE減水剤のⅠ種(JIS A 6204)※

鉄筋コンクリート用防錆剤(JIS A 6025)※

フライアッシュ(JIS A 6201)Ⅰ種、Ⅱ種若しくはⅣ種※

○

○

○

コンクリート用高炉スラグ微粉末(JIS A 6206)

コンクリート用シリカフューム(JIS A 6207)

コンクリート用膨張材(JIS A 6202)

南部地域（京都市(一部を除く)、旧八木町、旧園部町以南の市町村）

北部地域（宮津市、旧加悦町以北の市町）

中部地域（上記以外の市町、旧美山町及び旧京北町含む）

10 構造体強度補正値

(6.3.2)

※ 気温による構造体強度補正値（Ｓ）

予想平均気温

普通

 8以上

 8未満

早強

 5以上

 5未満

　(℃)

３

N/㎜２

６

N/㎜２

補正値

南部地域 中部地域 北部地域

 0以上  0以上

  3/11～  7/20 

  9/1 ～ 10/31

  3/11～  7/10

  9/1 ～ 11/5   9/11～ 11/15

 11/ 1～ 3/10 11/ 6～ 3/10 11/16～ 3/5

期　　　間　　　（打　設　日）

  3/6 ～  6/30

(S）

(表6.3.2)

(5.2.2)溶接金網4 網目の形状、寸法 鉄線の径 mm

(6.2.1)

コンクリートの

種類

5 種類

類別

※

※

普通コンクリート

Ⅰ類 ○ Ⅱ類

○ (表6.2.1)

(6.2.2)

(6.2.4)

(6.10.2)

(6.14.1)

コンクリートの

強度

6 設計基準強度 (Ｆc)

打　設　部　位

構造体

土間コンクリート

捨コンクリート

軽量コンクリート

無筋コンクリート

基礎

上部

Ｆc

○

○

○

○

○

(N/㎜２）

○

※

スランプ

○

●

○

○

(cm)

側溝・犬走り１８

１８

２１

１５

１５

１５

１５

１８

１８

１８

１８

１８

※ ○ ○１８ １５ １８ 標仕6.14.1による

土間スラブを含む

備　　　　考

●

○

●

●

○ ２１

●

〇

○

○

○

２４

２４

※ 構造体コンクリートの発注強度は以下のとおりとする。

｛Ｆｃ＋構造体強度補正値(S)｝N/㎜２ 

(6.14.1によるもの及び土間コンクリートは構造体強度補正は行わない)

※フレッシュコンクリートの試験  

●公的試験場で行う

コンクリートの

試験 (6.9.2)

～(6.9.5)

11

(6.10.1)

～(6.10.3)

軽量コンクリート12 常時土又は水に直接接する部分の使用

気乾単位容積質量

種類

施工箇所

○ １種 ○ ２種

○ 可 ○ 不可

t/m3

寒中コンクリート13

(6.11.1)

※ 予想平均気温が表6.3.2に示す予想平均気温未満の場合には標仕第６章第１１節

（寒中コンクリート）による。

暑中コンクリート14

(6.12.2)

※ 暑中における構造体強度補正値（Ｓ）

地　　域 日平均気温が25度を超える期間（打設日） 補 正 値

北　部　地　域 ７月１１日～８月３１日

中　部　地　域 ７月２１日～８月３１日

南　部　地　域 ７月 １ 日～９月１０日

※ ６Ｎ/㎜2

○ ３Ｎ/㎜2

ｺﾝｸﾘｰﾄﾐｷｻｰ車の

過積載防止対策等

⑮ 受注者は、出荷伝票等を整理・保管し、監督職員の請求があった場合は、遅滞なく

提出するとともに、検査時に提示しなければならない。また、ミキサー車１台毎の

積載量が把握できる運搬管理表を検査時に提出しなければならない。

既存防水の処理1 既存保護層の撤去

○

○ 行わない

○行う（範囲　　　　　　　　　　　　）図示による

既存防水層の撤去

○

○ 行わない

○行う（範囲　　　　　　　　　　　　）図示による

既存露出防水層表面の仕上塗装の除去

○ ○ 行わない

(3.1.4)

(3.2.3)

～(3.2.5)

既存下地の処理2

(3.2.6)

既存下地の修正箇所の形状、長さ、数量等

行う（　　M4AS　 M4ASI　 M4C　 M4DI　 L4X）○○○○○

○ 図示による ○

3 アスファルト防水

(3.3.2)

～(3.3.5)

○ 屋根保護防水工法

防水層 施　　工　　箇　　所

表3.3.3

表3.3.5

表3.3.6

表3.3.4

○ 1 ○B-1 B-2

種　　　　　　　　 　別

工法Ｐ Ｂ

○

○Ｐ

1

2

Ｉ

Ｉ ○AI-1 AI-2

工法

工法

Ｐ Ｂ

Ａ

○Ｐ 2 ○A-1 A-2工法Ａ

○ BI-1 BI-2

○A-3

AI-3○

○

○

○

○

○ 屋根露出防水工法

防水層

表3.3.7

表3.3.8

施工箇所
種類 使用量
仕上塗料

○Ｍ4 Ｃ ○C-1 C-2

種　　　　　　　　 　別

工法

○

○

Ｍ

Ｐ

3

0

Ｄ

Ｄ

○ D-1工法

工法

D-2

○ C-4C-3

○

○

○

○ 屋根露出防水絶縁断熱工法

○

○

○

Ｐ

Ｍ

Ｍ

0

3

4

Ｄ

Ｄ

Ｄ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

○DI-1 DI-2 表3.3.9

防水層種　　　　　　　　 　別

工法

工法

工法

種類 使用量
仕上塗料

施工箇所

○

Ｅ

○

○

Ｐ

Ｐ

1

2

Ｅ ○ E-1 E-2

防水層種　　　　　　　　 　別 施　　工　　箇　　所

工法

工法
表3.3.10

○

○ 屋内防水工法

３

防
水
改
修
工
事

３

防
水
改
修
工
事

土
・
鉄
筋
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
事

（２） ３

防
水
改
修
工
事

○ 断熱材（屋根保護防水断熱工法）

厚さ mm

○ 断熱材（屋根露出防水断熱工法）

厚さ

種類

mm

ルーフドレン回り及び立上り部周辺の断熱材の張りじまい位置

※ 図示による ○

絶縁用シート ※

※

○

ポリエチレンフィルム厚0.15㎜以上（保護防水工法）

フラットヤーンクロス（70g/㎡程度）

立上り部の押え金物

立上がり部の保護

※

○

アルミニウム製 L-30×15×2.0  

乾式保護材

○

○

○

窯業系パネルⅠ類（寒冷地仕様）

窯業系パネルⅡ類（一般地仕様）

○

○

普通れんが(JIS R 1250)

コンクリート (工法　　　　　　　　　　)

○ 化粧れんが(JIS R 1250)

（厚さ　　　　幅　　　　）

（厚さ　　　　幅　　　　）

○

○

○

こて仕上げ

床タイル張り等仕上げ

mm

mm

mm

保護層 平場の保護コンクリート厚さ

コンクリート仕上がりの平たんさ ａ種 ｂ種 ｃ種 (表8.1.5)○ ○ ○

脱気装置

伸縮目地

成形緩衝材

屋上排水溝

○ 設ける

※

※

※

材　　種

設置数量

（

（ １箇所／　　　㎡ ）

）

成形伸縮目地材

ﾙｰﾌｨﾝｸﾞ類製造所の指定品

図示による

○

○

改質アスファルト

シート防水

4 屋根露出防水密着工法○

AS-J2

AS-T2AS-T1工法○ Ｓ4 ＡＭ

○

○

種　　　　　　　　 　別

○

防水層

表3.4.1

施工箇所
種類 使用量
仕上塗料

(3.4.2)

～(3.4.4)

AS-J3AS-J1

AS-T4AS-T3

○工法

工法

防水層

表3.4.2
○

種　　　　　　　　 　別

○

○

Ｓ

Ｓ

Ａ

Ａ0

3Ｍ

Ｐ

○

○

施工箇所
種類 使用量
仕上塗料

ASI-J1

ASI-T1工法

工法

工法

○ 3Ｍ ＳＡ Ｉ ○

○ＡＳＩＭ4○

○Ｐ Ａ0

表3.4.3

防水層種　　　　　　　　 　別

ＳＩ

施工箇所
種類 使用量
仕上塗料

○ 屋根露出防水絶縁断熱工法

○ 屋根露出防水絶縁工法

立上り部の押え金物の材質、形状及び寸法

断熱材（屋根露出防水絶縁断熱工法）

※ アルミニウム製 L-30×15×2.0(mm)程度

厚さ

種類 ○

○

mm

脱気装置（絶縁工法）

防湿層（屋根露出防水絶縁断熱工法）

材種（※ 設ける ） 設置数量 （1箇所/　　　㎡）

設ける 設けない○ ○

○ １Ｐ 工法Ｓ

種　　　　　　　　 　別 防水層

Ｉ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

4

0

4

0

Ｓ

Ｐ

Ｓ

Ｐ

○

○

○

○

工法

工法

工法

工法

Ｉ

○

○

○

○

PC部材入隅増張 （ ※有り　○無し ）

Ｓ

Ｓ

3

3

Ｓ

Ｓ

○

○

工法

工法

Ｉ

○

○

PC部材入隅増張 （ ※有り　○無し ）

表3.5.1

S(I)-F1

S(I)-F2 S(I)-M1

S(I)-M2

S(I)-F1

S(I)-F2

S(I)-M2

表3.5.2

表3.5.3

施工箇所
種類 使用量
仕上塗料

Ｓ

Ｓ

4

4

Ｍ

Ｍ

○

○

工法

工法

Ｉ

○ ○S(I)-M1

ﾓﾙﾀﾙ塗り厚さ○ S-C1 　　　　mm

ﾌﾟﾚｷｬｽ

下地
ﾄｺﾝｸﾘｰﾄ

○
○

ﾌﾟﾚｷｬｽ

下地
ﾄｺﾝｸﾘｰﾄ

○
○

ﾌﾟﾚｷｬｽ

下地
ﾄｺﾝｸﾘｰﾄ

○
○

合成高分子系ﾙｰ

ﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄ防水

(3.5.2)

～(3.5.4)

5

断熱材（断熱工法）

S-F1、S-M1、S-M2の仕様

※

○

非歩行仕様

軽歩行仕様

厚さ

種類

○ mm

機械的固定工法の場合

○

接着工法の場合

○

ＳＩ－Ｍ１及びＳＩ－Ｍ２の場合の防湿用フィルム 設置する○

○

接着工法の場合で、ＰＣｺﾝｸﾘｰﾄ部材下地の場合

目地処理

入隅部の増張り（Ｓ-Ｆ１、ＳI-Ｆ１の場合）

※ 図示による ○

※ 図示による ○

絶縁用シート及び可塑剤移行防止用シート

仕上げ塗料

※ 建築基準法に基づき定まる風圧力に対応した工法を品質計画により定めること。

○ ｶﾗｰ ○ ｼﾙﾊﾞｰ

脱気装置（絶縁工法） 材種（※ 設ける ） 設置数量 （1箇所/　　　㎡）

固定金具の材質及び寸法形状

※ 防錆処理した鋼板、ｽﾃﾝﾚｽ鋼板又はそれらの片面若しくは両面に樹脂を積層加工

した鋼板で、厚さ0.4㎜以上のもの

※ 発泡ポリエチレンシート ○

○

0○Ｐ Ｘ

防水層

X-1※工法 ○X-2

施工箇所
種類 使用量
仕上塗料種 別 及 び 工 程

4○Ｌ Ｘ 工法 X-2※○X-1

2

1

○

○Ｐ

Ｐ

Ｙ

Ｙ ○

Y-2※工法

○○X-1H X-2H

○X-1H ○X-2H

表3.6.1

表3.6.2

工法
表3.6.3

塗膜防水6

(3.6.2)

～(3.6.3)

脱気装置(X-1)

保護層 ○ 設ける ○ 設けない

材種（設ける ） 設置数量 （1箇所/　　　㎡）

漏水試験7

8 保証書

施工標識9

※ 水張り試験を行う ○ 屋内 ○ 屋外（　　　　　　　　　　）

※ 受注者、防水施工業者、防水材料メーカーの連名による保証書を提出すること。

（保証年限は工事目的物引渡しより１０年間以上とする。）

工事完了後に監督職員の指示する位置へ取り付ける。

材質

設置数量

※ 真鍮製エッチング仕上 150×100

（　　　　） 箇所

○

○

※改修標仕　表3.7.1によるシーリング材の種類

シーリング改修工法及び施工箇所

○

○

○

○

シーリング充填工法

シーリング再充填工法

ブリッジ工法

拡幅シーリング再充填工法

改　修　工　法　の　種　別 施　　工　　箇　　所

シーリング10

(3.1.4)

(3.7.2)

～(3.7.8)

目地寸法

図示による○仕上げを行わない施工箇所（　　　　　　 　） ○

コンクリートの打継ぎ目地及びひび割れ誘発目地

※ 幅20㎜以上、深さ10㎜以上

ガラス回りの目地

その他の目地

※ 幅5㎜以上、深さ5㎜以上

※ 幅10mm以上、深さ10mm以上

○

○

シーリングの試験 ※

○

簡易接着性試験

引張接着性試験

（部位

（部位

)

)

とい(雨水)11 ※ 外とい（外気に接するとい）

谷どい

軒どい

たてとい

ルーフドレン

○

とい受け金物､足金物

　そ　の　他

※

硬質塩化ビニル製（角形）

硬質塩化ビニル管（VP)

（前高）　巾120mm

（カラー）巾150mm

（カラー）径　75mm

○

○

○

多雪地域の軒といの○

 取付け

 モルタルを充填する

 下げ、周囲の隙間に

○

○

○

※ルーフドレン (JCW 301)

○

取付間隔 0.5m 以下

改修標仕 表 3.8.2 により溶融

亜鉛めっきを行ったもの

 ※水はけ良く、床面より

材　　　　種(3.8.2)

(3.8.3)

E－０４

清水工業

１５０×１５０ ６．０
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図面番号作成年月日

工事名称

図面名称

担当担当担当担当
事

記

ＭＡＥＤＡ
一級建築士大臣登録　第174018号　前田 陽一郎

株式会社 前田都市設計
校閲 主査

縮　　　尺

宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事

建　築　改  修  工　事　特　記　仕　様　書　３

０３

－

○

章 項　　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項 章 項　　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項 章 項　　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項項　　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項

工法 (一財)日本建築防災協会の評価を受けた工法○

○

材料 炭素繊維 ○アラミド繊維 ○ガラス繊維○

性能 引張強度 N/mm2 ヤング係数 N/mm2

製造所

製品名

柱及び梁の隅角部の 炭素繊維シート ※20㎜以上 ○

面取りの大きさ アラミド繊維シート※10㎜以上 ○

仕上げモルタルの除去 ※構造躯体まで除去する ○ ﾓﾙﾀﾙ除去は行わない

ひび割れ部改修 ○ ｺﾝｸﾘｰﾄ打放し仕上げ ※ 樹脂注入工法

樹脂注入工法※○ ﾓﾙﾀﾙ塗り仕上げ

炭素繊維の目付量 ※図示による ○

炭素繊維ｼｰﾄの巻数 ※図示による ○

連続繊維補強

工法

6

(8.2.13)

(8.24.6)

(8.23.7)

(8.24.7)

7 仕上げ 図示による※ ○

※

○

※

○

引張強度試験

付着強度試験

行う

行わない

行う

行わない

試験数量

試験数量

（

（

）

）

方       向 タ          イ          プ 耐 火 性 能 防 水 性 能

○垂直方向 ※完全（全貫通型）スリット ○耐火型 ○有り

○水平方向 ○せん断型部分スリット ○非耐火型 ○無し

○

耐震スリット新設

工事

1

(8.25.2)

品質・規格

既存仕上げの撤去範囲

○ 図示による

設備機器・配管等の撤去及び移設

既存鉄筋の処理

はつり出し

耐震スリットの幅及び深さ

耐震スリットの充填材

耐火材の使用

適用箇所及び仕様

遮音材の使用

適用箇所及び仕様

※ 本特記仕様書8-6-2による。

○ 図示による ※ 本特記仕様書8-6-2による。

○

○

切断

図示による

○

○

存置(部分スリット)

○

○

○

○

使用する

図示による

使用する

図示による

○

○

○

○

使用しない

使用しない

既存部分の撤去の補修

※ 図示による ○

10

設備機器・配管等の撤去及び移設

既存構造体の撤去範囲

はつりだされた鉄筋及び鉄骨の処置

既存部分が鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造又は鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造・既存杭の場合の仕上げの撤去範囲

○ 図示による

○ 図示による ※

※ 本特記仕様書8-6-2による。

本特記仕様書8-6-2による。

○

○

図示による

図示による

※

※

本特記仕様書8-6-2による。

本特記仕様書8-6-2による。

既存部分の撤去1

(8.26.5)

(8.26.6)

(8.26.7)

(8.26.10)

支承材・減衰材3

既存部分の処理2 既存部分が鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造又は鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造・既存杭の場合の目荒しの程度

既存柱・梁

○ 図示による

壁（増打ち壁増設の場合）

○ 図示による

※

※

本特記仕様書8-6-3による。

本特記仕様書8-6-3による。

○

○

支承材

材質

減衰材

材質

諸元

諸元

性能確認試験

項目

製品検査

項目

判定基準

数量

内容

検査頻度

防錆処置

設置位置の寸法許容差

既存部分が鉄筋コンクリート造または鉄骨鉄筋コンクリート造の場合

割裂補強筋

※

○

「スパイラル筋」又は「はしご筋(水平鉄筋と直行筋は溶接又は結束する)」

ｽﾊﾟｲﾗﾙ筋は直径6㎜以上とし、ﾋﾟｯﾁは40～60㎜とする。

図示による

ｰ

10

８　
　

耐
震
補
強
工
事
（
免
震
改
修
）

ｰ
ｰ８　

８

耐
震
補
強
工
事
（
柱
補
強
工
事
）

ｰ８　

９

耐
震
補
強
工
事
（
耐
震
ス
リ
ッ
ト
）

耐
震
補
強
工
事
（
免
震
改
修
）

８　
　

○※ 図示による

仕様

仕様

工法

(8.26.13)

(8.26.14)

(8.26.15)

(8.26.16)

4 仕上げ

5 耐火被覆

6 ｴｷｽﾊﾟﾝｼｮﾝｼﾞｮｲﾝﾄ

項目 数量7 検査

○

○

○

○

○

地震計

下げ振り

けがき板

別置き試験体

(仕様

(仕様

(仕様

(仕様

(仕様

)

)

)

)

)

維持管理に必要な計測機器の設置

※

※

※

維持管理の目的

点検の実施時期

点検・検査結果の保管

※

※

○

点検種別(

点検項目 ※ 統括管理体制

)定期点検 ○応急点検 ○詳細点検○

維持管理要領に記載する項目8 維持管理要領

(8.26.17)

ｰ８　
　11

耐
震
補
強
工
事
（
制
振
改
修
）

1 既存部分の撤去

(8.27.2)

既存部分が鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の場合

既存仕上げの撤去範囲

○ 図示による

設備機器・配管等の撤去及び移設

既存構造体の撤去範囲

はつりだされた鉄筋及び鉄骨の処置

図示による○

※ 本特記仕様書8-6-2による。

※ 本特記仕様書8-6-2による。

※

※

本特記仕様書8-6-2による。

本特記仕様書8-6-2による。

○

○

図示による

図示による

既存部分が鉄骨造の場合

既存仕上げの撤去範囲

○ 図示による ※ 本特記仕様書8-6-2による。

設備機器・配管等の撤去及び移設

既存鉄骨の撤去

範囲

方法

既存鉄骨の処置方法

図示による

図示による

※

※

○

○

※○ 図示による 本特記仕様書8-6-2による。

2 既存部分の処理 既存部分が鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の場合の目荒しの程度

既存柱・梁

○ 図示による

壁（増打ち壁増設の場合）

○ 図示による

※ 本特記仕様書8-6-3による。

本特記仕様書8-6-3による。※

(8.27.3)

(8.27.4)

(8.27.6)

3 減衰材 減衰材

材質

性能確認試験

項目

製品検査

項目

判定基準

諸元

数量

内容

検査頻度

割裂補強筋

既存部分が鉄骨造の場合

割裂補強筋

防錆処置

設置位置の寸法許容差

既存部分が鉄筋コンクリート造または鉄骨鉄筋コンクリート造の場合

4 仕上げ

5 検査

(8.27.8)

(8.27.9)

※ 図示による

項目

○

数量

ｰ８　
　12

※改修標準仕様書8.28.1による

耐
震
補
強
工
事
（
基
礎
工
事
）

1 既存部分の処理等

(8.28.2)

(8.28.3)

(8.2.15)

(8.28.4)

(8.2.15)

(8.28.4)

2 埋戻し及び盛土

既存杭の撤去等

撤去範囲及び方法

杭頭部の処理

既存杭の補強

既存杭の健全性を確認する試験

○

○

○

○

図示による（　　　　　　）○ ○

○

○

○

図示による（　　　　　　）

図示による（　　　　　　）

図示による（　　　　　　）

○

○

○

埋戻し及び盛土の種別

○

○

○

○

A種

B種

C種

D種

適用箇所（　　　　　　）

適用箇所（　　　　　　）

適用箇所（　　　　　　）

（細粒分(75μm以下)の含有率(重量百分率)の上限を50%未満とする）

土質（　　　　　　）受渡場所（　　　　　　）

適用箇所（　　　　　　）

○ その他（材料　　　　　　　　　　工法　　　　　　　　　　　）

地盤の変形を防止する適切な措置を講ずるための鋼矢板等の抜き跡の処理

○ 図示による ○

※ 図示 ○山留め壁等の存置箇所（　　　　　　　　　　　　　　　）

3 杭地業 支持層の位置、土質、杭の根入れ長さ

○ 図示による（　　　　　　） ○

杭の材料、工法、寸法、施行方法等

○ 試験杭の位置、本数及び寸法並びに施行方法

○ 杭の継手の箇所数、材料、工法等

○ 杭の溶接継手

○ 杭頭の処理

○ 図示による（　　　　　　） ○

技能資格者の技量

溶接部の確認

○

○

図示による（　　　　　　）

図示による（　　　　　　）

○

○

処理方法（切断にともなう補強方法含む）

○ 処理する ○ 処理しない

○ 杭頭の中詰め材料

○ 基礎のコンクリートと同調合のもの ○

○ 図示による（　　　　　　） ○

○ 図示による（　　　　　　） ○

○図示による（　　　　　　）○

杭の精度

水平方向の位置ずれ

建込み時の杭の鉛直度

○

○

杭径の1/4かつ100mm以下

1/100以内 ○ 評定等の評価内容による

○ 評定等の評価内容による

記録する施工状況等

○図示による（　　　　　　）○

4 砂利地業等

捨ｺﾝｸﾘｰﾄ地業5

材料

砂利厚さ

砂地業

※

○

○

再生クラッシャラン

60mm

山砂

捨ｺﾝｸﾘｰﾄの厚さ ※ 50mm

○

○ 川砂 ○ 砕砂

○ 切込砂利 ○ 切込砕石

○

寸法 フロア施　工　箇　所 耐震性能 所定荷重 帯電防止 漏えい

(㎜) 高さ(㎜) 性能 抵抗

1 家具、ﾕﾆｯﾄ等の

揮発性有機

化合物対策

　本章の項目及び特記事項の(　)内表示番号は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修

公共建築工事標準仕様書(令和4年版)の該当項目、該当図又は該当表を示す。

収納家具その他ユニットに使用する合板等の接着剤

ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ等の放散量

収納家具その他ユニットに使用する材料で、合板類、MDF及びﾊﾟｰﾃｨｸﾙﾎﾞｰﾄﾞ等の

ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ等の放散量

含まれる可塑剤

※ F☆☆☆☆ ○

※ F☆☆☆☆ ○

※ ﾌﾀﾙ酸-ﾌﾞﾁﾙ等を含有しない、難揮発性のもの ○

2 フリーアクセス

フロア (20.2.2)

※ 建設技術評価制度｢耐震型ﾌﾘｰｱｸｾｽﾌﾛｱの開発｣の技術評価を取得した製品とする｡

スロープ及びボーダー

コンセント等の取付け

配線用取出し用開口

空調用吹出しパネル

※

※

※

※

○

表面仕上げ材の品質、規模等は、標仕１９章内装工事による。

製造所の標準仕様

製造所の標準仕様

対応品又は工場加工品

フリーアクセスフロアの試験方法

耐荷重性能

耐衝撃性能

ローリングロード性能

耐燃焼性能

○

○

○

○

○ 図示による

（コンセント本体は別途設備工事）

（施工箇所は図示）

※あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）固定式 ○ 可変式 施工箇所は図示

ユ
ニ
ッ
ト
及
び
そ
の
他
の
工
事

９

ユ
ニ
ッ
ト
及
び
そ
の
他
の
工
事

９

種　　　　　　　　　　　　　　類 ﾊﾟﾈﾙ内に取付ける建具

構 造 形 式 構成基材 表　面　仕　上 遮 音 性 寸 法  ・  形 状

○パネル式 ○メラミン樹脂又は

○スタッド式 アクリル樹脂焼付

○ ｽﾀｯﾄﾞﾊﾟﾈﾙ式 ○

パネル操作方法による種類 パネル表面材・仕上 パネル圧接装置の操作方法 遮音性能

3 可動間仕切

(20.2.4)

(20.2.3)

※パネル材料のホルムアルデヒト放散量　 F☆☆☆☆

4 移動間仕切

ハンガーレールの取付け下地の補強

※

パネルをランナーに取り付ける部品

※

ハンガーレール及びランナー

※

あと施工アンカー 材質

引抜耐力試験 ※ 行う

寸法

○

表面材

脚部

パネル材料のホルムアルデヒト放散量　F☆☆☆☆

ドアエッジの材質

○

※

メラミン樹脂系化粧板

幅木型

○ ポリエステル樹脂系化粧板

○ 足金物型

※ トイレブース製造所の仕様による ○

　

（表14.2.1）による種別（　　　）種※ ○

直径(㎜) 取付場所材　　種 表面仕上げ 備　　考

○集成材 〇クリアラッカー ○35程度

（材種：　　　） ○ ○45程度

○ビニル製 ○35程度

○45程度

5 トイレブース

(20.2.5)

(20.2.6)

手すり6 ○

○

○ アルミニウム　表面処理（　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

種別

色合等

※ HL程度 ○SUS304（表面処理　 　　　　　　　　　　　　）

表面処理鋼製 ※ （表14.2.2）による種別（　　　）種○溶融亜鉛めっき（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

○

（　　　　　）種　（　　　　　）

標準色（　　　　　） ○ 特注色（　　　　　）

手すりの握り部分

材種

形状

取付工法

○

○

ステンレス製（SUS304）

ビニルタイヤ入り

※ 接着工法 ○ 埋込み工法

両端ﾌﾗｯﾄｴﾝﾄﾞ ○あり（　　　　　　　　　　　）○ ○ビニル SUS304

幅 ○ 約３５mm ○7 階段滑り止め

(20.2.7)

ように補強する。

取付け全重量の５倍以上の荷重に対して、使用上支障ない耐力及び変形量となる

ランナーに加わる重量の５倍以上の荷重に耐えられるもの

種　　類区　　分 色彩 備　　　　考

○黒板 ※焼付け ※緑 ○曲面○鋼製黒板

○ ○黒 ○スクリーン付引分け○ほうろう黒板

○ ﾎﾜｲﾄﾎﾞｰﾄﾞ ○ ほうろう白板 ※白 ○ 曲面

○ ○スクリーン付引分け

8 黒板及び

ホワイトボード

(20.2.9)

額縁金属

品質・規格

○ アルミ製 （表面処理の種別 ○ ○ ）Ｂ－１Ｂ－２

9 鏡 厚さ（㎜） ※ ５ ○(20.2.10)

章

※

○

「スパイラル筋」又は「はしご筋(水平鉄筋と直行筋は溶接又は結束する)」

ｽﾊﾟｲﾗﾙ筋は直径6㎜以上とし、ﾋﾟｯﾁは40～60㎜とする。

図示による

※ 以下のスパイラル筋とし、鉄骨ブレース設置後、アンカー筋とスタッドを交互に

縫うように全周にわたり整然と配置する。

直径6㎜以上の鉄筋とし、ピッチは40～60㎜の範囲でスタッド(アンカー)ピッチ

の1/3～1/6程度とする(箇所により内径が異なるので注意する)

図示による○

パネル重量の５倍の荷重を、パネル１枚に使用するランナー数で除した値に対し

て、体力及び変形量が使用上支障ないもの
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図面番号作成年月日

工事名称

図面名称

担当担当担当担当
事

記

ＭＡＥＤＡ
一級建築士大臣登録　第174018号　前田 陽一郎

株式会社 前田都市設計
校閲 主査

縮　　　尺

宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事

建　築　改  修  工　事　特　記　仕　様　書４

０４

－

章 項　　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項 章 項　　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項 章 項　　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項項　　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項

ユ
ニ
ッ
ト
及
び
そ
の
他
の
工
事

９

ユ
ニ
ッ
ト
及
び
そ
の
他
の
工
事

９

10 表示・標識 衝突防止表示

※ 図示による（市販品 ○ ステンレス製　径 30 mm ○ ）

○ なし

法令に基づく表示

※ 非常用進入口表示等は消防法に適合する市販品とし、その他は標準詳細図による。

室名札

厚さ(mm)材　　　　質 色 書　　　体 　印刷等の種別 取付け形式

○５ ○アクリル板 ○角太ゴシック ○シルク印刷 ○平付型

○ ○アルミ板 ○丸 ○ ○持出型

○外国語表現 ○ 行う （ 英語 ○ ）

○寸 法（㎜） ○ 50×250 60×250 ○ 図示による

ピクトグラフ（便所、車いす、階段等）

厚さ(mm)材　　　　質 　印刷等の種別 取付け形式 備 考

○５ ○アクリル板○シルク印刷 ○平付型

○ ○アルミ板 ○ ○持出型

寸 法（㎜） ○ 150×150 ○ 図示による

○

厚さ(mm)

５

○

材　　　　質 色

○

角太ゴシック

丸

書　　　体

○

シルク印刷 ○

○

平付型

持出型

取付け形式

アクリル板

アルミ板

　印刷等の種

○ ○ ○ ○

別

案内板（館内、各階、便所）

外国語表現

寸 法（㎜）

○

○

行う

600×600 ○ 100×600 ○ 200×200 ○ 図示による

○（ 英語 ○ ）

館名板等

品質・規格

形 式

横形 ※

○縦形

ギヤ式

○コード式

種　　類

※ ｱﾙﾐﾆｳﾑ合金 ※25

○80

○

○35

100

○

○

ｱﾙﾐｽﾗｯﾄ

ｸﾛｽｽﾗｯﾄ

ｽﾗｯﾄの材質 ｽﾗｯﾄ幅（㎜）

○

※ ２本操作コード式

１本操作コード式

※

○

ﾎﾞｯｸｽ･ﾚｰﾙの材質

※ ｱﾙﾐﾆｳﾑ

合金製

○ 鋼製

○ ※

○

○図示による製造所の仕様スプリング式

○

○

コード式

電動式

○

ガラス繊維製○

合成・天然繊維製

○木製

幅・高さ

取付箇所 品質等その他の材料スクリーンの材種操作方法

(20.2.15)

取付箇所
形　　　式 開閉操作方法

引分片引ﾀﾞﾌﾞﾙｼﾝｸﾞﾙ 電動 ひも引 手引

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○

○

○

○

○

○

○○○○○

○○○○○

○○○○○

(20.2.16)

又はアルミニウム合金の押し出し成形材

(20.2.16)

(20.2.16)

カーテンレール15

14 カーテン

タラップ11 材質及び仕上げ

〇

〇

SUS304（スリップ止め加工　　　　　　　　　）

鋼製　表面処理　溶融亜鉛めっき

（　　　　※ （表14.2.2）による種別（　　　　　　　））※ ※C種 種

※あり なし〇

消防法で定める防炎性能の表示があるもの

材料

形式

形状

強さによる区分

※

○

○

○

アルミニウム

片引き

Ｃ型

○

○

引分け 

Ｄ型

※ ○ ※10-90 アルマイト仕上げ ○

※ 角型

（暗幕用は300 ㎜以上の召合せの重ね掛けとする。）

○ ステンレス

６種５種

３種２種

JISによる種類

○

○

○

○

４種

１種

○

○JIS S 1039 の規格による

種類

鋼製物品棚

鋼製書架○

○

規　格　等

※

法務省型○

(20.2.14)

ブラインド12

(20.2.15)

ロールスクリーン13

(20.2.12)

くつふきマット17

鋼製書架及び棚18

収納家具(木製)19

※ F☆☆☆☆

合板類、MDF及びパーティクルボードのホルムアルデヒド放散量

※ 図示による

※

※

材質、形状、寸法

材種 ○

○

○

塩化ビニル製（コイル状　ステンレス製（SUS304）受枠）

硬質アルミニウム合金（受枠とも）

ゴム製（ステンレス製（SUS304）受枠）

○

○

仕様等

ブラインドボックス

カーテンボックス

16 図示による

溝幅×深さ（㎜）

表面処理

○ 市販品（アルミニウム製　押出し型材）

○

○

90×150

Ｃ－１（無着色）

○ 150×80 ○

○

120×80

Ｃ－２（着色）

○

○○

○

○

施　錠照明器具

○

○

屋内

屋外

○

○

ｱﾙﾐﾆｳﾑ製（B-2）

ｽﾃﾝﾚｽ製（SUS304）

ｱﾙﾐﾆｳﾑ製（B-2）

ｽﾃﾝﾚｽ製（SUS304）

枠　の　材　質 表面の材質

○

あり

なし ○

あり

なし

品質・規格

品質・規格

20 掲示板

21 カウンター

洗面カウンター22 材　　　種

奥行き（㎜）

○

○

○

○ ○約450

メラミン樹脂化粧板張り（芯材：集成材）

約600

人工大理石（品質　図示）

○ ○ ○

○○○

○○○

○○○

種別・品質・特殊加工等

カーテン用きれ地の

つまみ 箱片 ﾌﾟﾚｰﾝ

ひだの種類

○

○

○

○

○

流し台

コンロ台

吊戸棚

水切り棚

種　　　　　類 部品寸法（㎜）

○

○

○

○

優良住宅部品

優良住宅部品

優良住宅部品

優良住宅部品

規　　　　　格

トラップ付き 

バックガード有り

高さ 約500 ㎜  

ステンレス製１段式

仕　　　　　　　様

上下式鎖内蔵型

（○ ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ付き ）

形　　　　　　式

○

ｽﾃﾝﾚｽ製（SUS304）

材　　　　　　質

○

φ76.3 t=2.0

φ114.3 t=2.5 

柱径・肉厚（㎜）

○

GL+700

GL+850

高さ（㎜）

○ ○ ○ ○

○

亜鉛めっき

ビニル被覆

表　面　仕　上　等

○

○

樹脂塗装 ○

○

ﾒｯｼｭﾌｪﾝｽ

ﾈｯﾄﾌｪﾝｽ

○

○

ｴｷｽﾊﾟﾝﾄﾞﾌｪﾝｽ ○

○

片開き

両開き

門扉の仕様種　　　　　　　　　類

○

材　　　質 厚さ（mm）

○

6.8※

○

※

高さ（mm）

500 アルミ製枠付き

備　　考

○

※網入り磨き板ガラス

線入り磨き板ガラス

○

※

高さ（mm）

500

備　　考

○

800

ガイドレール

○

※固定式（壁押込型）

可動式（天井収納型）

※

○

表面仕上げ

天井材張り○

※500

○

800

種　　類 材　　質

垂直降下式※

（巻取り型）

回転降下式※ 鋼板制又はアルミ製

（不燃認定品）

不燃布※

流し台ユニット23

非常用救助袋等24

鍵箱25

車止め26

※

形式

品質・規格

垂直降下式緩下機は消防法に基づく国家検定に合格したものとする。

○ 傾斜式 ○ 垂直式

市販品 形式 ※

（ ○ ○ ○ 組用（ ） 個30

釣下式

60 120

○差込式

○ ）

基礎 無筋コンクリート造 ３５０×３５０　H２５０程度

フェンス27

防煙垂れ壁28 ○ 固定式

○ 可動式

降下機構

煙感知器運動及び手動開放装置（埋込型）

10

排
水
工
事

T-20用（50KN）○簡易密閉形(ﾊﾟｯｷﾝ式）○中蓋付密閉形○

T-6用(115KN)○T- 2用（5KN）○密閉形(ﾃｰﾊﾟｰ･ﾊﾟｯｷﾝ式）○水封形○

　　適  用  荷  重 （安全荷量）類種

)１種

ＤＶ○硬質ポリ塩化ﾋﾞﾆﾙ管継手○ ＶＵ継手○

ＲＳ－ＶＵ○

○ ＶＵ○ＶＰ硬質ポリ塩化ビニル管○

外圧管(※○遠心力鉄筋コンクリート管

基床の厚さ呼び径　　管　の　種　類材　種　（表21.2.1）

　本章の項目及び特記事項の(　)内表示番号は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修

公共建築工事標準仕様書(令和4年版)の該当項目、該当図又は該当表を示す。

1 材料 (21.2.1)

(21.2.1)

2 側塊、排水桝及び

ふた

○ 凍上抑制層に用いる材料

○

●

側塊の形状および寸法

排水枡の種類

※

※

図示による

図示による

○

○

○○ ○砂 (　　砂の粒度試験 )

○ 鋼鉄製マンホールふたの種類

排
水
工
事

T-20用○図示○

T-14用○なし※ボルト固定樹脂製○Ｕ字溝用○

T- 6用○図示○鋳鉄製○嵩上げ用○

凹凸形※細目※T- 2用○あり○ｽﾃﾝﾚｽ製○桝ふた用○

平形○普通目○歩行用○なし※受枠鋼製○溝ふた用○

上面形状タイプ適用荷重形 　　式材　　　質種 　　類

○ グレーチングふた

歩車道境界ブロックのJIS による呼び名

地先境界ブロックのJIS による呼び名

砂利地業の厚さ

※

○

●

Ａ

Ａ

100mm

○

○ ○

○

Ｃ

(21.3.1)3縁石

4

(21.2.1)

(21.3.1)

コンクリート側溝 鉄筋コンクリートL形のJIS による呼び名

コンクリートL形のJIS による呼び名

鉄筋コンクリートＵ形のJIS による呼び名

現場打ちコンクリートの設計基準強度 Ｆc(N/㎜２）

○

○

○

250A

250A

240

※

※

○

●

●

250B

250B

300A

１８

１５

○

○

○

○

○

360A

１８

○

○スランプ(cm)

現場打の鉄筋 種類の記号 ※ SD295D10

舗
装
工
事

）

　本章の項目及び特記事項の(　)内表示番号は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修

公共建築工事標準仕様書(令和4年版)の該当項目、該当図又は該当表を示す。

路床の構成

○

○

1 路床 (22.2.2)

(22.2.3)

(22.2.5) ○

○

厚さ

フィルター層の厚さ

凍上抑制層

透水性舗装

○ 図示による ○

○

○

○

○

図示による

図示による

150mm

50mm

車道部

歩道部

（凍上抑制層に用いる材料に砂を用いる場合の粒度試験）

○ 行う ○ 行わない

盛土に用いる材料

路床安定処理

○

○

Ａ種

行う

※

○

Ｂ種

行わない

○ Ｃ種 ○ Ｄ種 (表3.2.1)

路床安定処理用材料

種　類 ○

○

○

地盤改良材

普通ポルトランドセメント

フライアッシュセメントＢ種

（

※ 添加材料による安定処理

） ○

○

○

高炉ｾﾒﾝﾄＢ種

生石灰　１号

消石灰　１号

○

○

生石灰　特号

消石灰　特号

添加量 ㎏/m3

路床土の支持力比(CBR)試験

路床締固め度の試験

○

※

行う

行う

（

（埋戻し部、盛土部）

※ 乱した土 ○ 乱さない土

○ 行わない

(表22.2.1)

カラー舗装の種類

※アスファルト舗装 ※顔料混入加熱アスファルト混合物

舗　装　の　種　類 表層(mm) 基層(mm)

アスファルト ○

○

再生アスファルト

ストレートアスファルト

（ ○ ６０～８０ ○ ８０～１００ ）

区分

表層 密粒度アスファルト混合物（13) ※

○細粒度アスファルト混合物（13）

一般地域 ○寒冷地域○

○ 密粒度アスファルト混合物（13F)  

再生加熱アスファルト混合物の種類

2 路盤

3 アスファルト舗装

(22.4.2)

～(22.4.6)

(22.3.2)

(22.3.3)

(22.3.5)

路盤の厚さ

材料

路盤締固め度の試験

●

○

再生クラッシャラン（RC-40)　

クラッシャラン（C-40,30,20）

mm

※ 行う

○ ｸﾗｯｼｬﾗﾝ鉄鋼ｽﾗｸﾞ（CS-40) 

の種類コンクリート スランプ(cm)厚さ(mm)部 位 設計基準強度(N/㎡)

構成

早強セメント

目地

注入目地材料

種類

間隔

コンクリート版厚さの試験

※ 使用しない ○ 使用する

※

○

○

低弾性タイプ

突合せ目地

5m程度ごと

○

●

○

※

高弾性タイプ

収縮目地

4m程度ごと

行う

○

●

伸縮調整目地

3m程度ごと

○

○

施工

アスファルト混合物の抽出試験

アスファルト締固め度、厚さの試験

○

○

行う

行う

○

○

行わない

行わない

用通路

歩行者

車路

○

○

部　位

舗装の厚さ mm

※加熱系ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物

結合材

ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物等の抽出試験

○着色骨材

○ ｱｽﾌｧﾙﾄ

○ 適用する

石油樹脂（添加量　　　　）

適用しない※

○

自然石○

配合その他種　　　　　　　　　　　　　類

○常温系塗布工法

○常温系ニート工法

着色部の下部

舗装の平たん性

※ 通行の支障となる水たまりを生じない程度

○ アスファルト舗装 ○ コンクリート舗装

5 カラー舗装

(22.6.2)

～(22.6.4)

舗
装
工
事

10 11

11

(22.5.2)

～(22.5.6)

4 コンクリート舗装

6 透水性アスファル

ト舗装 (22.7.2)

～(22.7.6)

舗装構成及び厚さ

表層の厚さの試験

開粒度ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物の抽出試験

※

○

行う

行う

○

※

行わない

行わない

※ 図示による ○

６０

目　　　地

モルタル

砂

○

※

厚さ（㎜）

○

※

寸 法（㎜）

３００角

○○擬石(S) 

カラー平板(C)

○洗出平板(W) ○

普通平板(N)※ ○

種　　　　　　　　類

○

7 ブロック系舗装

(22.8.2)

(22.8.3)

○ コンクリート平板舗装

品質・規格

クッション材 ○ 空練りモルタル※ 砂

基層の厚さ(㎜)

○花崗岩

種　　類

80～100 ○ うろこ張り

工　法厚さ(㎜) 基　層

○ｺﾝｸﾘｰﾄ版

○ ○ ○ ○ｱｽﾌｧﾙﾄ
　混合物

○ ※ 70

※ 50

○

○

形状寸法(㎜)

種　類 部位 形状寸法(mm)

○

○

－

※ 3.0

※ 5.0

○

○

曲げ強度
(N/mm2)

普通
※ 80

※ 60

厚さ(㎜)

※ 80

○ 60

○

○ 80

○ 100

植生ブロック○

※

透水性ブロック○

京ｴｺﾚﾝｶﾞ○

ブロック

歩行者
用通路

車路

色彩及び表面加工等

標準品 ※

○ インターロッキングブロック舗装

品質・規格

クッション材 ※ 砂

○ 舗石舗装

品質・規格

クッション材 ※ 砂 ○ 空練りモルタル

8 砂利敷き

9 白線引き

(22.9.2)

通　  路

建物周囲その他

※ 下敷きの使用材料は再生クラッシャランとする

※

○

Ａ種

Ａ種

○

※

Ｂ種

Ｂ種

種　類 ○ 溶融式 ○ ペイント式  幅（㎝） ○○ 15
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環
境
配
慮
改
修
工
事

○

1 一般事項

2 仕上げ工事

(9.1.1)

(9.1.1)

○

○

○

○

石綿含有吹付け材除去工事

石綿含有保温材除去工事

石綿含有成形板等除去工事

石綿含有仕上塗材除去工事

●

○

○

（

（

（

除去工法

封じ込め工法

囲い込み工法

）

）

）

図示による※

石綿含有建材除去後の仕上げ工事

章

添加材

(20.2.11)

●フェンスの脱着

100

コンクリート舗装 歩路 100 18 8
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図面番号作成年月日

工事名称

図面名称

担当担当担当担当
事

記

ＭＡＥＤＡ
一級建築士大臣登録　第174018号　前田 陽一郎

株式会社 前田都市設計
校閲 主査

縮　　　尺

宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事

建　築　改  修  工　事　特　記　仕　様　書５

０５

－

章 項　　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項 章 項　　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項 章 項　　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項項　　　　目 特　　　　　　記　　　　　　事　　　　　　項章
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測定場所 　測定点(各施工箇所ごと) 備　考

除去作業室内 ○ 1点 ○ 2点 ○3点 ○ 点

調査対象室外部付近 ○ 1点 ○ 2点 ○ 点

除去作業室内 ○ 1点 ○ 2点 ○3点 ○ 点

各 ○ 1点 ○2点 ○ 3点排出口

吹出し風速1m/秒以下の位置出口 除去作業室

外の場合

装置の集じん･排気

除去作業室内 ○ 1点 ○ 2点 ○ 点 ｼｰﾄ養生中

除去作業室内 ○ 1点 ○ 2点 ○3点 ○ 点 ｼｰﾄ撤去後

調査対象室外部付近 ○ 1点 ○ 2点 ○ 点 1週間以降

除去作

業室外

測定時期

除去作業前

除去作業中

除去作業後

除去作業後

○ 1点 ○ 2点 ○3点 ○ 点

○ 1点 ○ 2点 ○3点 ○ 点施工区画周辺

　敷地境界

○ 1点 ○ 2点 ○3点 ○ 点ｾｷｭﾘﾃｨｿﾞｰﾝ入り口

○ 行う

○ 行わない

※ 周囲の状況等により上記によりがたい場合は、監督職員と協議する。

3 石綿粉じん

濃度測定(9.1.1)

測定方法測定場所

○

○

粉じん相対濃度計(デジタル粉じん計)､ﾊﾟｰﾃｨｸﾙｶｳﾝﾀｰ

(除去作業室外)

集じん･排気装置の排出口 繊維状粒子自動測定器(ﾘｱﾙﾀｲﾑﾌｧｲﾊﾞｰﾓﾆﾀｰ)等の粉

じんを迅速に測定できる機器を用いた測定

ｾｷｭﾘﾃｨｿﾞｰﾝ入口

○

○

○

○

(除去作業室外)

集じん･排気装置の排出口

○

○

○

○ｾｷｭﾘﾃｨｿﾞｰﾝ入口

直径 (mm) (min)(L/mm)

試料の吸引時間
測定場所

ﾒﾝﾌﾞﾚﾝﾌｨﾙﾀ 試料の吸引流量

47

47

10

10

120

240

25 5 30

測定機関

報告書提出部数

※

○

（公社）日本作業環境測定協会による「石綿含有の有無の判定及び

石綿の含有率の測定が可能な石綿含有率分析可能機関」とする。

※ ３部 ○ 部

・ JIS K 3850-1に基づいた測定

・ 自動測定器による測定

測定方法

石綿含有

吹付け材の除去

(9.1.3)

4 施工業者

※

○

工事に相応した技術を有することを証明する資料をあらかじめ提出すること。

「吹付石綿粉じん飛散防止処理技術」について(一財)日本建築ｾﾝﾀｰの建設

技術審査証明事業による建築物等の施工技術及び保全技術の審査証明を

取得した工法の施工業者等。

除去を行う範囲

※

○

図示による（仕上げ表による　床・壁・天井毎に種別を確認）

全ての室 ○

除去工法

※

○

改修標仕9.1.3(2)(ｱ)による

除去した石綿含有吹付け材等の飛散防止

※ 密封処理（二重袋梱包）

隔離養生に用いたシート、使用した使い捨て保護衣、高性能真空掃除機、

除じん機フィルタ等についても密封処理とする。

※

○

○

湿潤化

セメント固化

溶融固化

除去物等の保管

※

※

※

他の建設副産物等と分別して保管する。

飛散防止措置を講ずる。

石綿等の保管場所であることの表示を行う。

除去した石綿含有吹付け材等の処分方法

○

○

埋立処分（管理型最終処分場）

中間処理（溶融施設）

除去方法

石綿含有

保温材等の除去

5

(9.1.4)

除去を行う範囲

※

○

図示による

※

○

○

原形のまま手ばらし

○

○

埋立処分（管理型最終処分場）

中間処理（溶融施設）

除去した石綿含有保温材等(石綿含有けい酸ｶﾙｼｳﾑ板第二種含む)の処分

手ばらし以外(この場合は改修標仕9.1.3(1)による隔離とする)

　　

石綿含有

成形板等の除去

6

(9.1.5)

除去を行う範囲

※

○

図示による

除去の方法

※

○

○

湿潤化したのちに手ばらし

湿潤剤等の噴霧、散水等により十分に湿潤化した状態で破砕

隔離養生（負圧不要）方法

〇 図示による 〇

〇

○

○

埋立処分（安定型最終処分場）

中間処理（溶融施設）

図示による 〇

足場

除去した石綿含有けい酸カルシウム板第一種の処分

○ 石綿含有成形板等(石綿含有けい酸ｶﾙｼｳﾑ板第一種以外)の撤去

除去を行う範囲

※

○

図示による

除去した石綿含有成形板等の処分

○

○

石綿含有せっこうボード

※

石綿含有せっこうボードを除く石綿含有成形板等

埋立処分（管理型最終処分場）

○

○

埋立処分（安定型最終処分場）

中間処理（溶融施設）

○ 石綿含有仕上塗材又は石綿含有成形板等(下地調整材)の撤去

除去を行う範囲

※

○

図示による

除去の方法

○

養生の方法

○

除去した石綿含有仕上塗材の処分

○

○

○

埋立処分（安定型最終処分場）

埋立処分（管理型最終処分場）

中間処理（溶融施設）

7 断熱アスファルト

防水改修工事

改修特記仕様書第３章による

工法の種類 ○

○

○

Ｐ１ＢＩ

Ｐ２ＡＩ

Ｐ０ＤＩ

○

○

Ｍ３ＤＩ

Ｍ４ＤＩ

種 類 厚さ(㎜) 種 類 厚さ(㎜)

○化粧石膏ボード ○9.5 ○ 石綿ロックウール ○

○ビニル床タイル ○2.0 ○ 石綿スレート(外装・内装) ○

○石綿保温材 ○ ○ 押出成形セメント板 ○

○けいそう土保温材 ○ ○ 化粧石綿セメント板 ○

○塩基性炭酸マグネシウム保温材 ○ ○ 石綿セメントけい酸ｶﾙｼｳﾑ板 ○

○ けい酸カルシウム保温材 ○ ○ 化粧石綿ｾﾒﾝﾄけい酸ｶﾙｼｳﾑ板 ○

○ 親水性パーライト保温材 ○ ○ 吸音穴あき石綿セメント板 ○

○繊維混入けい酸カルシウム板 ○ ○ ○

除去を行う石綿成形板等の仕様

外断熱改修工事8

(9.2.2)

～(9.2.4)

断熱材

断熱材の施工

不陸等の下地調整

外装材

外装材の施工

既存外壁

種類 ○

○

○

断熱材製造所の仕様による

外装材製造所の仕様による

○ 取付ける

○

○

○

仕上げ材の撤去（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

下地面の清掃　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

下地の欠損部の改修（　4.1.4［外壁改修工法の種類］による　　　　）

施工

通気層

※

○

断熱材製造所の仕様による

有（厚さ　　　　mm) 無

○

○

○

○○ 断熱材製造所の仕様による

防火性能

○

○

厚さ（㎜）○

建築基準法に基づく風圧力に対応した工法

（ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ）種類

打込み工法

断熱材
押出型ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ保温材

ﾋﾞｰｽﾞ法ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ保温材

ﾌｪﾉｰﾙﾌｫｰﾑ保温材

硬質ｳﾚﾀﾝﾌｫｰﾑ保温材A種

材　　　　　　　　　　料

○

○

○

○

(※ F☆☆☆☆　○　　　　  )

発泡工法

断熱材現場 Ａ種１

(難燃性を有するものとする)

※

ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ放散量

接着剤の

F☆☆☆☆※

○

○ mm

吹付け厚さ

○ mm

断熱材厚さ

そ　　の　　他

JIS A 9526

JIS A 9521

JIS A 9511

又は断熱材

又は断熱材

又は断熱材

又は断熱材

Ｂ種１○○ Ａ種１Ｈ

○

( 種 類 )断熱・防露

改修工事

9

(9.3.2)

(9.3.3)

(9.3.4)

※

※ 特定フロンを使用とする。

接着剤のﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ放散量は6-1揮発性有機化合物に記載のとおりとする

○ 断熱材後張り工法

断熱材の種類

断熱材の厚さ（mm）

○ 張り付け工法

断熱材の張り付け工法

断熱材へのボードの張り付け工法 ○

○

○

○

備　　考数　　量寸　　法種　　類(9.4.2)

～(9.4.4)

屋上緑化10 樹木の種類、寸法、数量等

芝・地被類の種類

材料 ○

○

見切材

排水孔

※

○

○

○

図示による

コウライシバ

ノシバ

セダム類

※ 図示による ○ 下表による

(

(

(

※

※

○

目地張り

目地張り

カット

○

○

○

)

)

ふるい ○ プラグ苗 ○ )

○

○

舗装材

ﾏﾙﾁﾝｸﾞ材

かん水装置 ○

○

設置する

設置しない

( 種類 )

支柱材 ○

形式

防腐処理方法

杉(焼き丸太) ○

※

○

竹

図示による

加圧式防腐処理丸太

○ ひのき ○

○

○

から松(皮はぎ)

○幹巻用材料 幹巻き用テープ ○ わら及びこも 

既存保護層の撤去 ○

○

行う（工法は3.2.3［既存保護層等の撤去］による）

行わない

新植芝及び地被類の枯補償　　※ 引渡しの日から１年 ○ 引渡しの日から　　年

路床の材料

厚さ(mm)材料種別

○盛土

○

○

凍上抑制層

フィルター層

○

○

○

Ａ種

再生クラッシャランＧ

砂

○ ○Ｂ種 Ｃ種

○ ○Ｄ種

○クラッシャラン

○

○

図示

○

○切込み砂利 ○砂 ○

○高炉セメントＢ種

○

○60g/㎡以上

○

○

○

0.5～1.0

98N/5cm（10kgf/5cm）以上

○

○

○

○1.5×10cm/sec以上

透水性アスファル

ト舗装改修工事

11 既存舗装の撤去及び再利用 ※ 図示による ○

(9.5.2)

～(9.5.5)

(9.5.9)

○

○

図示

○

○

図示

（凍上抑制層に用いる材料に砂を用いる場合の粒度試験）

行う○ ○ 行わない

路床安定処理

路床安定処理の方法

○

○

適用する

置き換え工法

○

○

適用しない

安定処理工法

種類

・路床安定処理用添加材料

○

○

○

普通ポルトランドセメント

フライアッシュセメントＢ種

生石灰

添加量

目標CBRを満足する添加量の確認方法

○

○

安定処理土のCBR試験

ジオテキスタイル

単位面積質量

厚さ（mm）

引張強さ

透水係数

○ kg

（

○ ○

○ 消石灰○ ○１号特号 ） （○ ○１号特号 ）

（目標CBR　　　　　　　　　　　）３以上

試験

路床土の支持力比（ＣＢＲ）試験

現場ＣＢＲ試験

路床締固め度の試験

○

○

○

○

○

○

行わない

行わない

行わない

行う

行う

行う

再生材

砕石

種類別

水硬性粒度調整鉄鋼スラグ

粒度調整鉄鋼スラグ

クラッシャラン鉄鋼スラグ

○

○

○

再生粒度調整砕石

再生クラッシャラン

粒度調整砕石

クラッシャラン

○

●

○

○

路盤

路盤の厚さ

路盤材料

● 図示 ○

舗装の構成

開粒度アスファルト混合物等の抽出試験

舗装の平たん性

● 図示による

○ 行う ○ 行わない

○

○※ 著しい不陸がないもの

12
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記

ＭＡＥＤＡ
一級建築士大臣登録　第174018号　前田 陽一郎

株式会社 前田都市設計
校閲 主査

縮　　　尺

宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事

外構図（改修）

０６

1/50

非常用給水栓
H=600

電柱

29
00

ボイラー室

会議室

ボイラー室

会議室

G

G

125125125

雨水桝

雨水桝

雨水桝

（電気設備工事）
設備配管用開口(2150×300)

ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装W:4100×2300（復旧）

発電機基礎新設 

キュービクル新設

3,900

2,
90
0

300500

3
00

3
00

設備配管用開口(300×300)

キュービクル新設

電柱
新設

設備配管用開口(150×250)

４－Ｍ１６用穴

ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装W:4100×930（撤去）

高圧ケーブル注意

新設　詳細図参照

フェンス（一時撤去）

ポンプ室受水槽 消火水槽
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工事名称

図面名称

担当担当担当担当
事

記

ＭＡＥＤＡ
一級建築士大臣登録　第174018号　前田 陽一郎

株式会社 前田都市設計
校閲 主査

縮　　　尺

宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事

外構図(撤去)

０７

1/50

電柱

29
00

電柱

ボイラー室

会議室

ボイラー室

会議室

G

ポンプ室受水槽

ガスメーター(屋内一般)(空調用)

125125125

ス
テ
ッ
プ

雨水桝

雨水桝

雨水桝

砕石W:4100×3500（撤去）

発電機基礎：撤去

ｷｭｰﾋﾞｸﾙ基礎：撤去

H:200

H:250

ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装W:4100×930（撤去）

撤去

ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装W:4100×6000（撤去）

高圧ケーブル注意

ｺﾝｸﾘｰﾄｶｯﾀｰ

ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装W:450×4650（撤去）

フェンス（一時撤去）

消火水槽

基礎周囲:ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装撤去

基礎周囲:砕石撤去



Ａ－
R06.03

図面番号作成年月日

工事名称

図面名称

担当担当担当担当
事

記

ＭＡＥＤＡ
一級建築士大臣登録　第174018号　前田 陽一郎

株式会社 前田都市設計
校閲 主査

縮　　　尺

宇治市総合福祉会館キュービクル改修工事

図示

1/50 1/50

【撤去】

キュービクル基礎 詳細図【撤去】

【新設】

外構各部詳細図

【新設】

1/50発電機基礎 詳細図【新設】

キュービクル撤去

キュービクル基礎撤去

（電気設備工事）

キュービクル基礎撤去

基礎周囲:ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装撤去

捨てｺﾝｸﾘｰﾄ（Fc18-15）厚50

再生砕石 RC-40　厚100

ｺﾝｸﾘｰﾄ基礎

基礎周囲：ｺﾝｸﾘｰﾄt=100ｺﾃ押え

発電機基礎新設

（電気設備工事）
発電機新設

ｺﾝｸﾘｰﾄ 厚300

    鉄筋　SD295A

※　基礎ｺﾝｸﾘｰﾄの設計基準強度 FC=24N/mm2

※　基礎ｺﾝｸﾘｰﾄの設計基準強度 FC=24N/mm2

    鉄筋　SD295A

3,000

2
,2
00

▽G.L

3
00 20
0

10
0

▽G.L

1,310

1,
10
0

8
55

ｱﾝ
ｶｰ
位
置

ｱﾝｶｰ位置

1,700

30
0

1
00

▽G.L

D13@200(ﾀﾃﾖｺ共)

100 1,700 100

（電気設備工事）
キュービクル新設

再生砕石 RC-40　厚100

ｺﾝｸﾘｰﾄ基礎
ｺﾝｸﾘｰﾄ 厚300

100100

3
00

10
0

D13@200(ﾀﾃﾖｺ共)

3,900

2
,9
00

3,900

捨てｺﾝｸﾘｰﾄ（Fc18-15）厚50

基礎周囲：ｺﾝｸﾘｰﾄt=100ｺﾃ押え

キュービクル基礎新設

300500

30
0

3
00

設備配管用300×300

０８

30
0
4
50

150300

設備配管用
(2150×300)

設備配管用(250×150)
設備配管用開口補強 2-D13

設備配管用開口補強 2-D13

設備配管用開口補強
4-D13

35D 35D35D

35D

35D

35D35D

(可能な範囲35D)

10
0

キュービクル基礎 詳細図【新設】

面木
20×20

面木
20×20

雨水枡 詳細図【新設】

(650)

(450)

枡蓋

▽GL

D10@200

50

再生クラッシャーラン

均しコンクリート

1
00

60

1
20
1
50

H

(100)(100)

(750)

基礎(RC-40)

1/50

【撤去】

発電機基礎 詳細図【撤去】

＝基礎周囲斫り範囲を示す
　(周囲150㎜程度､舗装共)

発電機基礎撤去

基礎周囲:ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装撤去

（電気設備工事）
発電機撤去

発電機基礎撤去

3
00 20
0

10
0

1,800

1
,0
0
0

▽G.L

基礎周囲:砕石撤去


